
古紙配合率70%再生紙を使用しています

　環境影響評価制度（環境アセスメント制度）とは、事業者が、大規
模な開発事業などを実施する際に、あらかじめ、その事業が環境に
与える影響を予測・評価し、その内容について、住民や関係自治体
などの意見を聴くとともに専門的立場からその内容を審査することな
どにより、事業実施による環境への影響をできるだけ少なくするため
の一連の手続の仕組みをいいます。
　公害の発生や自然環境の喪失が起こると、健康で快適な生活を
損なうばかりでなく、回復が困難な場合もあります。良好な環境を保
全していくためには、環境影響評価制度などの未然防止対策が重
要です。
　東京都では、事業の実施段階における環境影響評価制度として、
昭和56年10月から、一定規模以上の事業の実施に際し、公害の防止、
自然環境、歴史的環境の保全及び景観の保持などについて適正な
配慮がなされるように、「東京都環境影響評価条例」に基づいた環
境影響評価手続を実施しています。
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　条例の対象となる事業 （事業段階環境影響評価） 及び個別計画 （計画段階環境影響評価） の種類と要件の概要は、
下表に示すとおりです。

道路の新設又は改築

ダム、湖沼水位調節
施設、放水路、堰の
新築又は改築

鉄道、軌道又はモノレ
ールの建設又は改良

廃棄物処理施設
の設置又は変更

埋立て又は干拓

ふ頭の設置

住宅団地の設置

高層建築物の
設置

飛行場の設置又は
変更

発電所又は送電線路
の設置又は変更

石油パイプライン
又は石油貯蔵所の
設置又は変更

工場の設置又は
変更

終末処理場の
設置又は変更

ガス製造所の設置
又は変更

高速自動車国道・自動車専用道路：
　［新設］ 　全て
　［改築］ 　①車線数の増加
　　　　　 ②新たに道路を設けるもの
　　　　　 ③道路の地下移設、高架移設その他の移設
　　　　　 ④高架の道路又は橋りょうの施設更新
　　　　　　　(橋脚、橋台又は桁の除却を伴う場合に限る。) 

ダム：
　［新築］ 高さ15m以上かつ湛水面積75ha以上
堰：
　［新築］ 湛水面積75ha以上
　［改築］ 増加する湛水面積37.5ha以上かつ改築後の湛水面積75ha以上
湖沼水位調節施設：
　［新築］ 設置される土地の面積及び水底の最大水平投影面積75ha以上
放水路：
　［新築］ 河川区域の幅30m以上かつ長さ1km以上のもの又は75ha
　　　　　以上の土地の形状を変更するもの

送電線路：
　［新設、延長、昇圧、移設（＊1）、施設更新（＊2）］ 電圧17万V以上かつ長さ1km以上
　＊1 鉄塔の移設を伴う場合に限る。   　＊2 鉄塔の除却を伴う場合に限る。

陸上空港等・陸上ヘリポート：
　［新設］ 　全て
　［施設更新］ 全て（既存の施設の全部を除却する場合に限る。）
滑走路：
　［新設・位置の変更］ 全て
　［延長］ 　等級の変更を伴うもの等

ごみ処理施設：
　［新設］ 　施設の種類ごとの処理能力200t／日以上　
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する施設の種類ごとの処理能力100t／日以上かつ増設
　　　　　 後の処理能力200t／日以上
　［施設更新］ ① 新たな施設の種類ごとの処理能力200t／日以上（②に該当
　　　　　　　　するものを除く。）
　　　 　　② 増加する施設の種類ごとの処理能力100t／日以上かつ施設
　　　　　　　　更新後の処理能力200t／日以上
し尿処理施設：
　［新設］ 　処理能力100kl／日以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する処理能力50kl／日以上かつ増設後の処理能力100kl／日以上
　［施設更新］ ① 新たな施設の処理能力100kl／日以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する処理能力50kl／日以上かつ施設更新後の処理能力100kl／日以上

産業廃棄物の中間処理施設：
　［新設］ 　① 敷地面積9000m2以上
　　　　　 ② 建築面積3000m2以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 ① 増加する敷地面積4500m2以上かつ増設後の敷地面積9000m2以上
　　　　　 ② 増加する建築面積1500m2以上かつ増設後の建築面積3000m2以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな中間処理施設の用に
　　　　　　　　供する敷地面積9000m2以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積4500m2

　　　　　　　　以上かつ施設更新後の敷地面積9000m2以上
　　　 　　③ 新たな施設の建築面積3000m2以上（④に該当するものを除く。）
　　　 　　④ 増加する建築面積1500m2以上かつ施設更新後の建築面積3000m2以上

陸上最終処分場：
　［設置］ 埋立面積1ha以上又は埋立容量5万m3以上（特定有害産業廃棄
　　　　 物については埋立面積1000m2以上）
　［増設］ 増加する埋立面積5000m2以上かつ増設後の面積1ha以上又は増加する埋立
　　　　 容量2.5万m3以上かつ増設後の容量5万m3以上（特定有害産業廃棄物につい
　　　　 ては増加する埋立面積500m2以上かつ増設後の面積1000m2以上）

その他の道路（４車線以上）：
　 ［新設］ 長さ2km以上
　 ［改築（車線数の増加等）］ 長さ2km以上（＊2）
　
＊2 その他の道路の改築は、改築の結果４車線
　　以上になるものを含む。

鉄道、軌道又はモノレール：
　 ［建設］ 新幹線鉄道を除く全て
　 ［改良（本線路の増設等）］ 長さ2km以上
　　　　（新幹線に係る改良を除く。）

放水路：
　 ［新築］ 河川区域の幅30m以上かつ長さ
　　　　 2km以上のもの

陸上空港等・陸上ヘリポート：
　 ［新設］　 全て
　 ［施設更新］ 全て（既存の施設の全部を除却する
　　　　　 場合に限る。）
滑走路：
　 ［新設・位置の変更］ 全て

石油パイプライン：
　［設置］ 　導管の長さ15km超（地下埋設部分を除く。）
　［延長］ 　導管の延長7.5km以上かつ延長後15km以上
石油貯蔵所：
　［新設］ 　貯蔵能力３万kl以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］ 
　　　　　 増加する貯蔵能力1.5万kl以上かつ増設後の貯蔵能力３万kl以上
　［施設更新］ ① 新たな施設の貯蔵能力3万kl以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する貯蔵能力1.5万kl以上かつ施設更新後の貯蔵
　　　　　　 能力3万kl以上

製造業に係る工場又は事業場＊：
　［新設］ 　① 敷地面積9000m2以上
　　　　　 ② 建築面積3000m2以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 ① 増加する敷地面積4500m2以上かつ増設後の敷地面積
　　　　　　 9000m2以上
　　　　　 ② 増加する建築面積1500m2以上かつ増設後の建築面積
　　　　　　 3000m2以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな工場の敷地面積9000m2以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積4500m2以上
　　　　　　　　かつ施設更新後の敷地面積9000m2以上 
　　　 　　③ 新たな施設の建築面積3000m2以上（④に該当するものを除く。） 
　　　 　　④ 増加する建築面積1500m2以上かつ施設更新後の建築面積
　　　　　　　　3000m2以上

製造業に係る工場又は事業場＊：
　［新設］　① 敷地面積18000m2以上
　　　　　② 建築面積6000m2以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　① 増加する敷地面積9000m2以上かつ
　　　　　　 増設後の敷地面積18000m2以上
　　　　　② 増加する建築面積3000m2以上かつ
　　　　　　 増設後の建築面積6000m2以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな
　　　　　　工場の敷地面積18000m2以上
　　　　  ② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積
　　　　　　9000m2以上かつ施設更新後の敷地面積18000m2以上
　　　　  ③ 新たな施設の建築面積6000m2以上（④に該当するものを除く。）
　　　　  ④ 増加する建築面積3000m2以上かつ施設
　　　　　　更新後の建築面積6000m2以上
＊（同左）

　［新設］　① 敷地面積10ha以上
　　　　　② 汚泥処理能力（固形物量）200t／日以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　① 増加する敷地面積5ha以上かつ
　　　　　　 増設後の敷地面積10ha以上
　　　　　② 増加する汚泥処理能力100t／日以上
　　　　　　 かつ増設後の処理能力200t／日以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな
　　　　　　終末処理場の敷地面積10ha以上
　　　　  ② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面
　　　　　　積5ha以上かつ施設更新後の敷地面積10ha以上
　　　　  ③ 新たな施設の施工区域面積10ha以上
　　　　  ④ 新たな施設の汚泥処理能力200t／日以上
　　　　　　（⑤に該当するものを除く。） 
　　　　  ⑤ 増加する汚泥処理能力100t／日以上かつ
　　　　　　施設更新後の汚泥処理能力200t／日以上

　［新設］ 　① 敷地面積5ha以上
　　　　　 ② 汚泥処理能力（固形物量）100t／日以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 ① 増加する敷地面積2.5ha以上かつ増設後の敷地面積
　　　　　　 5ha以上
　　　　　 ② 増加する汚泥処理能力50t／日以上かつ増設後の処理
　　　　　　 能力100t／日以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな終末処理場の
　　　　　　　　敷地面積5ha以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積
　　　　　　　　2.5ha以上かつ施設更新後の敷地面積5ha以上
　　　 　　③ 新たな施設の施工区域面積5ha以上
　　　 　　④ 新たな施設の汚泥処理能力100t／日以上
　　　　　　　　（⑤に該当するものを除く。）
　　　 　　⑤ 増加する汚泥処理能力50t／日以上かつ施設更新後の
　　　　　　　　汚泥処理能力100t／日以上

　［設置］ 製造能力150万Nm³／日以上
　［増設］ 増加する製造能力75万Nm³／日以上かつ増設後の製造能力
　　　　　150万Nm³／日以上

発電所：
　［新設］　火 力 出力11.25万kW以上
　　　　　 水 力 出力2.25万kW以上
　　　　　 地 熱 出力7500kW以上
　　　　　 原子力 全て
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 火 力 増加する出力5.625万kW以上かつ増設後の出力11.25万kW以上
　　　　　 水 力 増加する出力1.125万kW以上かつ増設後の出力2.25万kW以上
　　　　　 地 熱 増加する出力3750kW以上かつ増設後の出力7500kW以上
　　　　　 原子力 全て
　［施設更新］ 火 力 ① 新たな施設の出力11.25万kW以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　 　 　 ② 増加する出力5.625万kW以上かつ施設更新後の出力
　　　　　　　　　　11.25万kW以上
　　　　　水 力 ① 新たな施設の出力2.25万kW以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　 　 　 ② 増加する出力1.125万kW以上かつ施設更新後の出力
　　　　　　　　　　2.25万kW以上
　　　　　地 熱 ① 新たな施設の出力7500kW以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　 　 　 ② 増加する出力3750kW以上かつ施設更新後の出力
　　　　　　　　　　7500kW以上

鉄道、軌道又はモノレール：
　［建設］ 　全て
　［改良］ 　①本線路の増設
　　　　　 ②本線路の地下移設、高架移設その他の移設
　　　　　 ③高架の本線路又は橋りょうの施設更新
　　　　　　　（橋脚、橋台又は桁の除却を伴う場合に限る。）
 ＊改良する区間の長さが1km未満でも対象事業の一部又は延長として実施
　するものは対象とする。

その他の道路（4車線以上）：
　［新設］ 長さ1km以上（＊1）
　［改築（車線数の増加等）］ 長さ1km以上（＊1、2）
＊1 新設又は改築する区間の長さが1km未満でも対象事業の一部又は
　　延長として実施するものは対象とする。
＊2 その他の道路の改築は、改築の結果４車線以上になるものを含む。

＊大気汚染防止法のばい煙発生施設、一般・特定粉じん発生施設、水質汚濁
　防止法・騒音規制法・振動規制法の特定施設を有するもの

埋立て又は干拓面積15ha以上

　［新設］　高さ100m超（階段室、昇降機塔等を含む。）かつ延べ面積
　　　　　 10万m2超（駐車場面積を含む。）＊
　［施設更新］ 新たな建築物の高さ100m超（同上）かつ延べ面積10万m2超（同上）＊
＊特定の地域については高さ180m超かつ延べ面積15万m2超

係船岸の水深12m以上かつ長さ240m以上

住宅戸数1500戸以上

埋立て又は干拓面積30ha以上

係船岸の水深15m以上かつ長さ480m以上

住宅戸数3000戸以上

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

長さ1km
以上（＊1）

長さ1km
以上＊

12.
13.

14.

11.

10.

］

］

せき

たん
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　条例の対象となる事業 （事業段階環境影響評価） 及び個別計画 （計画段階環境影響評価） の種類と要件の概要は、
下表に示すとおりです。

道路の新設又は改築

ダム、湖沼水位調節
施設、放水路、堰の
新築又は改築

鉄道、軌道又はモノレ
ールの建設又は改良

廃棄物処理施設
の設置又は変更

埋立て又は干拓

ふ頭の設置

住宅団地の設置

高層建築物の
設置

飛行場の設置又は
変更

発電所又は送電線路
の設置又は変更

石油パイプライン
又は石油貯蔵所の
設置又は変更

工場の設置又は
変更

終末処理場の
設置又は変更

ガス製造所の設置
又は変更

高速自動車国道・自動車専用道路：
　［新設］ 　全て
　［改築］ 　①車線数の増加
　　　　　 ②新たに道路を設けるもの
　　　　　 ③道路の地下移設、高架移設その他の移設
　　　　　 ④高架の道路又は橋りょうの施設更新
　　　　　　　(橋脚、橋台又は桁の除却を伴う場合に限る。) 

ダム：
　［新築］ 高さ15m以上かつ湛水面積75ha以上
堰：
　［新築］ 湛水面積75ha以上
　［改築］ 増加する湛水面積37.5ha以上かつ改築後の湛水面積75ha以上
湖沼水位調節施設：
　［新築］ 設置される土地の面積及び水底の最大水平投影面積75ha以上
放水路：
　［新築］ 河川区域の幅30m以上かつ長さ1km以上のもの又は75ha
　　　　　以上の土地の形状を変更するもの

送電線路：
　［新設、延長、昇圧、移設（＊1）、施設更新（＊2）］ 電圧17万V以上かつ長さ1km以上
　＊1 鉄塔の移設を伴う場合に限る。   　＊2 鉄塔の除却を伴う場合に限る。

陸上空港等・陸上ヘリポート：
　［新設］ 　全て
　［施設更新］ 全て（既存の施設の全部を除却する場合に限る。）
滑走路：
　［新設・位置の変更］ 全て
　［延長］ 　等級の変更を伴うもの等

ごみ処理施設：
　［新設］ 　施設の種類ごとの処理能力200t／日以上　
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する施設の種類ごとの処理能力100t／日以上かつ増設
　　　　　 後の処理能力200t／日以上
　［施設更新］ ① 新たな施設の種類ごとの処理能力200t／日以上（②に該当
　　　　　　　　するものを除く。）
　　　 　　② 増加する施設の種類ごとの処理能力100t／日以上かつ施設
　　　　　　　　更新後の処理能力200t／日以上
し尿処理施設：
　［新設］ 　処理能力100kl／日以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する処理能力50kl／日以上かつ増設後の処理能力100kl／日以上
　［施設更新］ ① 新たな施設の処理能力100kl／日以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する処理能力50kl／日以上かつ施設更新後の処理能力100kl／日以上

産業廃棄物の中間処理施設：
　［新設］ 　① 敷地面積9000m2以上
　　　　　 ② 建築面積3000m2以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 ① 増加する敷地面積4500m2以上かつ増設後の敷地面積9000m2以上
　　　　　 ② 増加する建築面積1500m2以上かつ増設後の建築面積3000m2以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな中間処理施設の用に
　　　　　　　　供する敷地面積9000m2以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積4500m2

　　　　　　　　以上かつ施設更新後の敷地面積9000m2以上
　　　 　　③ 新たな施設の建築面積3000m2以上（④に該当するものを除く。）
　　　 　　④ 増加する建築面積1500m2以上かつ施設更新後の建築面積3000m2以上

陸上最終処分場：
　［設置］ 埋立面積1ha以上又は埋立容量5万m3以上（特定有害産業廃棄
　　　　 物については埋立面積1000m2以上）
　［増設］ 増加する埋立面積5000m2以上かつ増設後の面積1ha以上又は増加する埋立
　　　　 容量2.5万m3以上かつ増設後の容量5万m3以上（特定有害産業廃棄物につい
　　　　 ては増加する埋立面積500m2以上かつ増設後の面積1000m2以上）

その他の道路（４車線以上）：
　 ［新設］ 長さ2km以上
　 ［改築（車線数の増加等）］ 長さ2km以上（＊2）
　
＊2 その他の道路の改築は、改築の結果４車線
　　以上になるものを含む。

鉄道、軌道又はモノレール：
　 ［建設］ 新幹線鉄道を除く全て
　 ［改良（本線路の増設等）］ 長さ2km以上
　　　　（新幹線に係る改良を除く。）

放水路：
　 ［新築］ 河川区域の幅30m以上かつ長さ
　　　　 2km以上のもの

陸上空港等・陸上ヘリポート：
　 ［新設］　 全て
　 ［施設更新］ 全て（既存の施設の全部を除却する
　　　　　 場合に限る。）
滑走路：
　 ［新設・位置の変更］ 全て

石油パイプライン：
　［設置］ 　導管の長さ15km超（地下埋設部分を除く。）
　［延長］ 　導管の延長7.5km以上かつ延長後15km以上
石油貯蔵所：
　［新設］ 　貯蔵能力３万kl以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］ 
　　　　　 増加する貯蔵能力1.5万kl以上かつ増設後の貯蔵能力３万kl以上
　［施設更新］ ① 新たな施設の貯蔵能力3万kl以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する貯蔵能力1.5万kl以上かつ施設更新後の貯蔵
　　　　　　 能力3万kl以上

製造業に係る工場又は事業場＊：
　［新設］ 　① 敷地面積9000m2以上
　　　　　 ② 建築面積3000m2以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 ① 増加する敷地面積4500m2以上かつ増設後の敷地面積
　　　　　　 9000m2以上
　　　　　 ② 増加する建築面積1500m2以上かつ増設後の建築面積
　　　　　　 3000m2以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな工場の敷地面積9000m2以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積4500m2以上
　　　　　　　　かつ施設更新後の敷地面積9000m2以上 
　　　 　　③ 新たな施設の建築面積3000m2以上（④に該当するものを除く。） 
　　　 　　④ 増加する建築面積1500m2以上かつ施設更新後の建築面積
　　　　　　　　3000m2以上

製造業に係る工場又は事業場＊：
　［新設］　① 敷地面積18000m2以上
　　　　　② 建築面積6000m2以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　① 増加する敷地面積9000m2以上かつ
　　　　　　 増設後の敷地面積18000m2以上
　　　　　② 増加する建築面積3000m2以上かつ
　　　　　　 増設後の建築面積6000m2以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな
　　　　　　工場の敷地面積18000m2以上
　　　　  ② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積
　　　　　　9000m2以上かつ施設更新後の敷地面積18000m2以上
　　　　  ③ 新たな施設の建築面積6000m2以上（④に該当するものを除く。）
　　　　  ④ 増加する建築面積3000m2以上かつ施設
　　　　　　更新後の建築面積6000m2以上
＊（同左）

　［新設］　① 敷地面積10ha以上
　　　　　② 汚泥処理能力（固形物量）200t／日以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　① 増加する敷地面積5ha以上かつ
　　　　　　 増設後の敷地面積10ha以上
　　　　　② 増加する汚泥処理能力100t／日以上
　　　　　　 かつ増設後の処理能力200t／日以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな
　　　　　　終末処理場の敷地面積10ha以上
　　　　  ② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面
　　　　　　積5ha以上かつ施設更新後の敷地面積10ha以上
　　　　  ③ 新たな施設の施工区域面積10ha以上
　　　　  ④ 新たな施設の汚泥処理能力200t／日以上
　　　　　　（⑤に該当するものを除く。） 
　　　　  ⑤ 増加する汚泥処理能力100t／日以上かつ
　　　　　　施設更新後の汚泥処理能力200t／日以上

　［新設］ 　① 敷地面積5ha以上
　　　　　 ② 汚泥処理能力（固形物量）100t／日以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 ① 増加する敷地面積2.5ha以上かつ増設後の敷地面積
　　　　　　 5ha以上
　　　　　 ② 増加する汚泥処理能力50t／日以上かつ増設後の処理
　　　　　　 能力100t／日以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で新たな終末処理場の
　　　　　　　　敷地面積5ha以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で増加する敷地面積
　　　　　　　　2.5ha以上かつ施設更新後の敷地面積5ha以上
　　　 　　③ 新たな施設の施工区域面積5ha以上
　　　 　　④ 新たな施設の汚泥処理能力100t／日以上
　　　　　　　　（⑤に該当するものを除く。）
　　　 　　⑤ 増加する汚泥処理能力50t／日以上かつ施設更新後の
　　　　　　　　汚泥処理能力100t／日以上

　［設置］ 製造能力150万Nm³／日以上
　［増設］ 増加する製造能力75万Nm³／日以上かつ増設後の製造能力
　　　　　150万Nm³／日以上

発電所：
　［新設］　火 力 出力11.25万kW以上
　　　　　 水 力 出力2.25万kW以上
　　　　　 地 熱 出力7500kW以上
　　　　　 原子力 全て
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 火 力 増加する出力5.625万kW以上かつ増設後の出力11.25万kW以上
　　　　　 水 力 増加する出力1.125万kW以上かつ増設後の出力2.25万kW以上
　　　　　 地 熱 増加する出力3750kW以上かつ増設後の出力7500kW以上
　　　　　 原子力 全て
　［施設更新］ 火 力 ① 新たな施設の出力11.25万kW以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　 　 　 ② 増加する出力5.625万kW以上かつ施設更新後の出力
　　　　　　　　　　11.25万kW以上
　　　　　水 力 ① 新たな施設の出力2.25万kW以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　 　 　 ② 増加する出力1.125万kW以上かつ施設更新後の出力
　　　　　　　　　　2.25万kW以上
　　　　　地 熱 ① 新たな施設の出力7500kW以上（②に該当するものを除く。）
　　　 　　 　 　 ② 増加する出力3750kW以上かつ施設更新後の出力
　　　　　　　　　　7500kW以上

鉄道、軌道又はモノレール：
　［建設］ 　全て
　［改良］ 　①本線路の増設
　　　　　 ②本線路の地下移設、高架移設その他の移設
　　　　　 ③高架の本線路又は橋りょうの施設更新
　　　　　　　（橋脚、橋台又は桁の除却を伴う場合に限る。）
 ＊改良する区間の長さが1km未満でも対象事業の一部又は延長として実施
　するものは対象とする。

その他の道路（4車線以上）：
　［新設］ 長さ1km以上（＊1）
　［改築（車線数の増加等）］ 長さ1km以上（＊1、2）
＊1 新設又は改築する区間の長さが1km未満でも対象事業の一部又は
　　延長として実施するものは対象とする。
＊2 その他の道路の改築は、改築の結果４車線以上になるものを含む。

＊大気汚染防止法のばい煙発生施設、一般・特定粉じん発生施設、水質汚濁
　防止法・騒音規制法・振動規制法の特定施設を有するもの

埋立て又は干拓面積15ha以上

　［新設］　高さ100m超（階段室、昇降機塔等を含む。）かつ延べ面積
　　　　　 10万m2超（駐車場面積を含む。）＊
　［施設更新］ 新たな建築物の高さ100m超（同上）かつ延べ面積10万m2超（同上）＊
＊特定の地域については高さ180m超かつ延べ面積15万m2超

係船岸の水深12m以上かつ長さ240m以上

住宅戸数1500戸以上

埋立て又は干拓面積30ha以上

係船岸の水深15m以上かつ長さ480m以上

住宅戸数3000戸以上

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

長さ1km
以上（＊1）

長さ1km
以上＊

12.
13.

14.

11.

10.

］

］

せき

たん



良好な環境を確保しつつ都市機能の高度化を推進する地域
　　　　　　　　　　　　（特定の地域）
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広域複合開発計画の要件

１．　地域面積　30ha以上
２．　複数の対象事業（規模は問わない。）の実施を予定していること。
３．　対象地域、規模、計画人口、用途別土地利用計画を定める計画であること。

条例の対象となる広域複合開発計画 （計画段階環境影響評価） の要件は、 次に示すとおりです。

赤坂一丁目、赤坂二丁目、赤坂三丁目、赤坂四丁目、赤坂五丁目、赤坂六丁目、赤坂七丁目、赤坂八丁目、赤坂九丁目、麻布十番一丁目、麻布台一丁目、麻布台二丁目、
麻布台三丁目、麻布永坂町、麻布狸穴町、愛宕一丁目、愛宕二丁目、海岸一丁目、港南一丁目、港南二丁目、芝四丁目、芝五丁目、芝浦一丁目、芝浦三丁目、芝浦四丁目、
芝公園一丁目、芝公園二丁目、芝公園三丁目、芝公園四丁目、芝大門一丁目、芝大門二丁目、新橋一丁目、新橋二丁目、新橋三丁目、新橋四丁目、新橋五丁目、新橋六
丁目、台場一丁目、台場二丁目、高輪二丁目、高輪三丁目、高輪四丁目、虎ノ門一丁目、虎ノ門二丁目、虎ノ門三丁目、虎ノ門四丁目、虎ノ門五丁目、西新橋一丁目、西
新橋二丁目、西新橋三丁目、浜松町一丁目、浜松町二丁目、東麻布一丁目、東麻布二丁目、東麻布三丁目、東新橋一丁目、東新橋二丁目、三田三丁目、三田四丁目、南
青山一丁目、六本木一丁目、六本木二丁目、六本木三丁目、六本木四丁目、六本木五丁目、六本木六丁目及び六本木七丁目

大崎一丁目、大崎二丁目、大崎三丁目、大崎四丁目、大崎五丁目、北品川一丁目、北品川四丁目、北品川五丁目、北品川六丁目、西五反田一丁目、西五反田二丁目、西
五反田六丁目、西五反田七丁目、西五反田八丁目、東五反田一丁目、東五反田二丁目、東五反田三丁目、東五反田四丁目、東五反田五丁目及び東八潮

鶯谷町、宇田川町、神山町、桜丘町、猿楽町、渋谷一丁目、渋谷二丁目、渋谷三丁目、渋谷四丁目、松濤一丁目、神泉町、神宮前五丁目、神宮前六丁目、神南一丁目、千
駄ヶ谷五丁目、千駄ヶ谷六丁目、代官山町、道玄坂一丁目、道玄坂二丁目、南平台町、東一丁目、本町一丁目、円山町、代々木一丁目、代々木二丁目及び代々木三丁目

池袋一丁目、池袋二丁目、上池袋二丁目、西池袋一丁目、西池袋二丁目、西池袋三丁目、西池袋五丁目、東池袋一丁目、東池袋二丁目、東池袋三丁目、東池袋四丁目、
東池袋五丁目、南池袋一丁目、南池袋二丁目及び南池袋三丁目

青海一丁目、青海二丁目、有明一丁目、有明二丁目、有明三丁目、亀戸一丁目、亀戸二丁目、亀戸四丁目、亀戸五丁目、亀戸六丁目、亀戸七丁目、亀戸八丁目、東雲一丁
目、東雲二丁目、豊洲一丁目、豊洲二丁目、豊洲三丁目、豊洲四丁目、豊洲五丁目、豊洲六丁目及び有明一丁目地先公有水面

錦糸一丁目、錦糸二丁目、錦糸三丁目、錦糸四丁目、江東橋一丁目、江東橋二丁目、江東橋三丁目、江東橋四丁目、太平一丁目、太平二丁目、太平三丁目及び太平四丁
目

秋葉原、浅草一丁目、浅草二丁目、上野一丁目、上野二丁目、上野三丁目、上野四丁目、上野五丁目、上野六丁目、上野七丁目、雷門一丁目、雷門二丁目、北上野一丁目、
北上野二丁目、蔵前二丁目、蔵前三丁目、蔵前四丁目、小島二丁目、寿一丁目、寿二丁目、寿三丁目、寿四丁目、駒形一丁目、駒形二丁目、台東四丁目、西浅草一丁目、
西浅草二丁目、西浅草三丁目、花川戸一丁目、花川戸二丁目、東上野一丁目、東上野二丁目、東上野三丁目、東上野四丁目、東上野五丁目、東上野六丁目、松が谷一丁
目、松が谷二丁目、松が谷三丁目、三筋二丁目、元浅草一丁目、元浅草二丁目、元浅草三丁目及び元浅草四丁目

歌舞伎町一丁目、歌舞伎町二丁目、北新宿一丁目、北新宿二丁目、新宿三丁目、新宿四丁目、新宿五丁目、新宿六丁目、内藤町、西新宿一丁目、西新宿二丁目、西新宿
三丁目、西新宿五丁目、西新宿六丁目、西新宿七丁目及び西新宿八丁目

湯島三丁目

明石町、入船一丁目、入船二丁目、入船三丁目、勝どき一丁目、勝どき二丁目、勝どき三丁目、勝どき四丁目、勝どき五丁目、勝どき六丁目、京橋一丁目、京橋二丁目、京
橋三丁目、銀座一丁目、銀座二丁目、銀座三丁目、銀座四丁目、銀座五丁目、銀座六丁目、銀座七丁目、銀座八丁目、新富一丁目、新富二丁目、築地一丁目、築地二丁目、
築地三丁目、築地四丁目、築地五丁目、築地六丁目、築地七丁目、月島一丁目、月島二丁目、月島三丁目、月島四丁目、佃一丁目、佃二丁目、佃三丁目、豊海町、日本橋一
丁目、日本橋二丁目、日本橋三丁目、日本橋兜町、日本橋茅場町一丁目、日本橋茅場町二丁目、日本橋茅場町三丁目、日本橋小網町、日本橋本石町一丁目、日本橋本石
町二丁目、日本橋本石町三丁目、日本橋本石町四丁目、日本橋本町一丁目、日本橋本町二丁目、日本橋本町三丁目、日本橋本町四丁目、日本橋室町一丁目、日本橋室
町二丁目、日本橋室町三丁目、日本橋室町四丁目、八丁堀一丁目、八丁堀二丁目、八丁堀三丁目、八丁堀四丁目、晴海一丁目、晴海二丁目、晴海三丁目、晴海四丁目、
晴海五丁目、湊一丁目、湊二丁目、湊三丁目、八重洲一丁目及び八重洲二丁目

内神田一丁目、内神田二丁目、内神田三丁目、内幸町一丁目、内幸町二丁目、大手町一丁目、大手町二丁目、鍛冶町一丁目、鍛冶町二丁目、霞が関一丁目、霞が関二丁
目、霞が関三丁目、神田相生町、神田淡路町一丁目、神田淡路町二丁目、神田岩本町、神田小川町一丁目、神田小川町二丁目、神田小川町三丁目、神田鍛冶町三丁目、
神田北乗物町、神田紺屋町、神田佐久間町一丁目、神田須田町一丁目、神田須田町二丁目、神田駿河台一丁目、神田駿河台二丁目、神田駿河台三丁目、神田駿河台四
丁目、神田多町二丁目、神田司町二丁目、神田富山町、神田錦町一丁目、神田錦町二丁目、神田錦町三丁目、神田西福田町、神田練塀町、神田花岡町、神田東紺屋町、
神田東松下町、神田松永町、神田美倉町、神田美土代町、外神田一丁目、外神田三丁目、外神田四丁目、外神田五丁目、外神田六丁目、永田町一丁目、永田町二丁目、
日比谷公園、丸の内一丁目、丸の内二丁目、丸の内三丁目、有楽町一丁目及び有楽町二丁目

羽田空港一丁目及び羽田空港二丁目

千代田区

中央区

港　区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

大田区

渋谷区

豊島区

地　　域

指定されている地域は、上記の町丁目の全域ではありません。地図により告示されていますので、詳細は環境局ホームページでご確認ください。

流通業務団地造成事業

工業団地造成事業

市街地再開発事業

新都市基盤整備事業

住宅街区整備事業

建築物用の土地
の造成

土地区画整理事業

新住宅市街地開発事業

第二種特定工作物
の設置又は変更

土石の採取又は
鉱物の掘採

卸売市場の設置
又は変更

　［新設］ 　敷地面積10ha以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する敷地面積5ha以上かつ増設後の敷地面積10ha
　　　　　 以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で、新たな卸売市場の
　　　　　　　敷地面積10ha以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で、増加する敷地面積
　　　　　　　5ha以上かつ施設更新後の敷地面積10ha以上
　　　 　　③ 新たな施設の施工区域面積10ha以上

　［新設］　敷地面積20ha以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　増加する敷地面積10ha以上かつ増設後の
　　　　　敷地面積20ha以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で、
　　　　　　新たな卸売市場の敷地面積20ha以上
　　　　  ② 既存の施設の一部を除却する場合で、増加
　　　　　　する敷地面積10ha以上かつ施設更新後の
　　　　　　敷地面積20ha以上
　　　　  ③ 新たな施設の施工区域面積20ha以上

　［新設］ 　事業区域面積40ha以上
　　　　　（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha以上）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する事業区域面積20ha以上かつ増設後の面積40ha
　　　　　 以上（樹林地等を7.5ha以上含む場合は増加する面積
　　　　　 10ha以上）
　［施設更新］ ① 新たな第二種特定工作物の事業区域面積40ha以上（樹林地等を
　　　　　　　　15ha以上含む場合は20ha以上）（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する事業区域面積20ha以上かつ施設更新後の面積40ha以
　　　　　　　　上（樹林地等を7.5ha以上含む場合は増加する面積10ha以上）

　［新設］　事業区域面積80ha以上
　　　　　（樹林地等を30ha以上含む場合は40ha以上）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　増加する事業区域面積40ha以上かつ増設
　　　　　後の面積80ha以上（樹林地等を15ha以上
　　　　　含む場合は増加する面積20ha以上）
　［施設更新］ ① 新たな第二種特定工作物の事業区域面積
　　　　　　80ha以上（樹林地等を30ha以上含む場合
　　　　　　は40ha以上）（②に該当するものを除く。）
　　　　  ② 増加する事業区域面積40ha以上かつ施設
　　　　　　更新後の面積80ha以上（樹林地等を15ha
　　　　　　以上含む場合は増加する面積20ha以上）

全て

全て

施行区域面積40ha以上

施行区域面積20ha以上

全て

施行区域面積20ha以上

事業区域面積40ha以上（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha以上）

施行区域面積10ha以上

事業区域面積40ha以上（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha以上）

全て

全て

施行区域面積40ha以上

全て

施行区域面積40ha以上

事業区域面積80ha以上
（樹林地等を30ha以上含む場合は40ha以上）

事業区域面積80ha以上
（樹林地等を30ha以上含む場合は40ha以上）

16.

17.
18.
19.
20.
21.
22.
23.

24.

25.

26.

2018（平成30）年の条例改正で、新たに「施設更新」を定義し、規模要件等を明確化しました。環境影響評価条例及び環境影響評価条例施行規則
で定める施設更新の定義は次のとおりです。
■条例別表備考（抄）　　　　既存の施設（建築物、工作物その他の施設をいう。）の全部又は一部の除却と併せて、当該施設と同一の敷地において、当該施設と同一
　　　　　　　　　　　　　の用に供する新たな施設を設ける行為
■規則別表第一　備考（抄） 　1　施設更新からは、補修工事等施設の保全のために行う行為その他の知事が別に定める行為を除く。
　　　　　　　　　 　　　   2　施設更新には、新たな施設の敷地の一部のみが既存の施設の敷地の範囲にあることとなる行為を含む。
　　　　　　　　　 　　　   3　同一の用に供する新たな施設とは、施設更新がなされる前と同一の対象事業に係る施設の用に供する新たな施設をいう。

区市町村

自動車駐車場の
設置又は変更

路面外に設置する駐車場（臨時に設置するものを除く。）：
　［新設］ 　同時駐車能力1000台以上（住宅の居住者用を除く。）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する駐車能力500台以上かつ増設後の駐車能力
　　　　　1000台以上（同上）
　［施設更新］ ① 新たな駐車場の駐車能力1000台以上（同上）
　　　　　　　　（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する駐車能力500台以上かつ施設更新後の駐車
　　　　　　　　能力1000台以上（同上）

路面外に設置する駐車場（臨時に設置するものを除く。）：
　［新設］　同時駐車能力2000台以上（住宅の居住者用を除く。）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　増加する駐車能力1000台以上かつ増設後の
　　　　　駐車能力2000台以上（同上）
　［施設更新］ ① 新たな駐車場の駐車能力2000台以上（同上）
　　　　　　（②に該当するものを除く。）
　　　　  ② 増加する駐車能力1000台以上かつ施設更新
　　　　　　後の駐車能力2000台以上（同上）

15.



良好な環境を確保しつつ都市機能の高度化を推進する地域
　　　　　　　　　　　　（特定の地域）
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広域複合開発計画の要件

１．　地域面積　30ha以上
２．　複数の対象事業（規模は問わない。）の実施を予定していること。
３．　対象地域、規模、計画人口、用途別土地利用計画を定める計画であること。

条例の対象となる広域複合開発計画 （計画段階環境影響評価） の要件は、 次に示すとおりです。

赤坂一丁目、赤坂二丁目、赤坂三丁目、赤坂四丁目、赤坂五丁目、赤坂六丁目、赤坂七丁目、赤坂八丁目、赤坂九丁目、麻布十番一丁目、麻布台一丁目、麻布台二丁目、
麻布台三丁目、麻布永坂町、麻布狸穴町、愛宕一丁目、愛宕二丁目、海岸一丁目、港南一丁目、港南二丁目、芝四丁目、芝五丁目、芝浦一丁目、芝浦三丁目、芝浦四丁目、
芝公園一丁目、芝公園二丁目、芝公園三丁目、芝公園四丁目、芝大門一丁目、芝大門二丁目、新橋一丁目、新橋二丁目、新橋三丁目、新橋四丁目、新橋五丁目、新橋六
丁目、台場一丁目、台場二丁目、高輪二丁目、高輪三丁目、高輪四丁目、虎ノ門一丁目、虎ノ門二丁目、虎ノ門三丁目、虎ノ門四丁目、虎ノ門五丁目、西新橋一丁目、西
新橋二丁目、西新橋三丁目、浜松町一丁目、浜松町二丁目、東麻布一丁目、東麻布二丁目、東麻布三丁目、東新橋一丁目、東新橋二丁目、三田三丁目、三田四丁目、南
青山一丁目、六本木一丁目、六本木二丁目、六本木三丁目、六本木四丁目、六本木五丁目、六本木六丁目及び六本木七丁目

大崎一丁目、大崎二丁目、大崎三丁目、大崎四丁目、大崎五丁目、北品川一丁目、北品川四丁目、北品川五丁目、北品川六丁目、西五反田一丁目、西五反田二丁目、西
五反田六丁目、西五反田七丁目、西五反田八丁目、東五反田一丁目、東五反田二丁目、東五反田三丁目、東五反田四丁目、東五反田五丁目及び東八潮

鶯谷町、宇田川町、神山町、桜丘町、猿楽町、渋谷一丁目、渋谷二丁目、渋谷三丁目、渋谷四丁目、松濤一丁目、神泉町、神宮前五丁目、神宮前六丁目、神南一丁目、千
駄ヶ谷五丁目、千駄ヶ谷六丁目、代官山町、道玄坂一丁目、道玄坂二丁目、南平台町、東一丁目、本町一丁目、円山町、代々木一丁目、代々木二丁目及び代々木三丁目

池袋一丁目、池袋二丁目、上池袋二丁目、西池袋一丁目、西池袋二丁目、西池袋三丁目、西池袋五丁目、東池袋一丁目、東池袋二丁目、東池袋三丁目、東池袋四丁目、
東池袋五丁目、南池袋一丁目、南池袋二丁目及び南池袋三丁目

青海一丁目、青海二丁目、有明一丁目、有明二丁目、有明三丁目、亀戸一丁目、亀戸二丁目、亀戸四丁目、亀戸五丁目、亀戸六丁目、亀戸七丁目、亀戸八丁目、東雲一丁
目、東雲二丁目、豊洲一丁目、豊洲二丁目、豊洲三丁目、豊洲四丁目、豊洲五丁目、豊洲六丁目及び有明一丁目地先公有水面

錦糸一丁目、錦糸二丁目、錦糸三丁目、錦糸四丁目、江東橋一丁目、江東橋二丁目、江東橋三丁目、江東橋四丁目、太平一丁目、太平二丁目、太平三丁目及び太平四丁
目

秋葉原、浅草一丁目、浅草二丁目、上野一丁目、上野二丁目、上野三丁目、上野四丁目、上野五丁目、上野六丁目、上野七丁目、雷門一丁目、雷門二丁目、北上野一丁目、
北上野二丁目、蔵前二丁目、蔵前三丁目、蔵前四丁目、小島二丁目、寿一丁目、寿二丁目、寿三丁目、寿四丁目、駒形一丁目、駒形二丁目、台東四丁目、西浅草一丁目、
西浅草二丁目、西浅草三丁目、花川戸一丁目、花川戸二丁目、東上野一丁目、東上野二丁目、東上野三丁目、東上野四丁目、東上野五丁目、東上野六丁目、松が谷一丁
目、松が谷二丁目、松が谷三丁目、三筋二丁目、元浅草一丁目、元浅草二丁目、元浅草三丁目及び元浅草四丁目

歌舞伎町一丁目、歌舞伎町二丁目、北新宿一丁目、北新宿二丁目、新宿三丁目、新宿四丁目、新宿五丁目、新宿六丁目、内藤町、西新宿一丁目、西新宿二丁目、西新宿
三丁目、西新宿五丁目、西新宿六丁目、西新宿七丁目及び西新宿八丁目

湯島三丁目

明石町、入船一丁目、入船二丁目、入船三丁目、勝どき一丁目、勝どき二丁目、勝どき三丁目、勝どき四丁目、勝どき五丁目、勝どき六丁目、京橋一丁目、京橋二丁目、京
橋三丁目、銀座一丁目、銀座二丁目、銀座三丁目、銀座四丁目、銀座五丁目、銀座六丁目、銀座七丁目、銀座八丁目、新富一丁目、新富二丁目、築地一丁目、築地二丁目、
築地三丁目、築地四丁目、築地五丁目、築地六丁目、築地七丁目、月島一丁目、月島二丁目、月島三丁目、月島四丁目、佃一丁目、佃二丁目、佃三丁目、豊海町、日本橋一
丁目、日本橋二丁目、日本橋三丁目、日本橋兜町、日本橋茅場町一丁目、日本橋茅場町二丁目、日本橋茅場町三丁目、日本橋小網町、日本橋本石町一丁目、日本橋本石
町二丁目、日本橋本石町三丁目、日本橋本石町四丁目、日本橋本町一丁目、日本橋本町二丁目、日本橋本町三丁目、日本橋本町四丁目、日本橋室町一丁目、日本橋室
町二丁目、日本橋室町三丁目、日本橋室町四丁目、八丁堀一丁目、八丁堀二丁目、八丁堀三丁目、八丁堀四丁目、晴海一丁目、晴海二丁目、晴海三丁目、晴海四丁目、
晴海五丁目、湊一丁目、湊二丁目、湊三丁目、八重洲一丁目及び八重洲二丁目

内神田一丁目、内神田二丁目、内神田三丁目、内幸町一丁目、内幸町二丁目、大手町一丁目、大手町二丁目、鍛冶町一丁目、鍛冶町二丁目、霞が関一丁目、霞が関二丁
目、霞が関三丁目、神田相生町、神田淡路町一丁目、神田淡路町二丁目、神田岩本町、神田小川町一丁目、神田小川町二丁目、神田小川町三丁目、神田鍛冶町三丁目、
神田北乗物町、神田紺屋町、神田佐久間町一丁目、神田須田町一丁目、神田須田町二丁目、神田駿河台一丁目、神田駿河台二丁目、神田駿河台三丁目、神田駿河台四
丁目、神田多町二丁目、神田司町二丁目、神田富山町、神田錦町一丁目、神田錦町二丁目、神田錦町三丁目、神田西福田町、神田練塀町、神田花岡町、神田東紺屋町、
神田東松下町、神田松永町、神田美倉町、神田美土代町、外神田一丁目、外神田三丁目、外神田四丁目、外神田五丁目、外神田六丁目、永田町一丁目、永田町二丁目、
日比谷公園、丸の内一丁目、丸の内二丁目、丸の内三丁目、有楽町一丁目及び有楽町二丁目

羽田空港一丁目及び羽田空港二丁目

千代田区

中央区

港　区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

大田区

渋谷区

豊島区

地　　域

指定されている地域は、上記の町丁目の全域ではありません。地図により告示されていますので、詳細は環境局ホームページでご確認ください。

流通業務団地造成事業

工業団地造成事業

市街地再開発事業

新都市基盤整備事業

住宅街区整備事業

建築物用の土地
の造成

土地区画整理事業

新住宅市街地開発事業

第二種特定工作物
の設置又は変更

土石の採取又は
鉱物の掘採

卸売市場の設置
又は変更

　［新設］ 　敷地面積10ha以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する敷地面積5ha以上かつ増設後の敷地面積10ha
　　　　　 以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で、新たな卸売市場の
　　　　　　　敷地面積10ha以上
　　　 　　② 既存の施設の一部を除却する場合で、増加する敷地面積
　　　　　　　5ha以上かつ施設更新後の敷地面積10ha以上
　　　 　　③ 新たな施設の施工区域面積10ha以上

　［新設］　敷地面積20ha以上
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　増加する敷地面積10ha以上かつ増設後の
　　　　　敷地面積20ha以上
　［施設更新］ ① 既存の施設の全部を除却する場合で、
　　　　　　新たな卸売市場の敷地面積20ha以上
　　　　  ② 既存の施設の一部を除却する場合で、増加
　　　　　　する敷地面積10ha以上かつ施設更新後の
　　　　　　敷地面積20ha以上
　　　　  ③ 新たな施設の施工区域面積20ha以上

　［新設］ 　事業区域面積40ha以上
　　　　　（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha以上）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する事業区域面積20ha以上かつ増設後の面積40ha
　　　　　 以上（樹林地等を7.5ha以上含む場合は増加する面積
　　　　　 10ha以上）
　［施設更新］ ① 新たな第二種特定工作物の事業区域面積40ha以上（樹林地等を
　　　　　　　　15ha以上含む場合は20ha以上）（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する事業区域面積20ha以上かつ施設更新後の面積40ha以
　　　　　　　　上（樹林地等を7.5ha以上含む場合は増加する面積10ha以上）

　［新設］　事業区域面積80ha以上
　　　　　（樹林地等を30ha以上含む場合は40ha以上）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　増加する事業区域面積40ha以上かつ増設
　　　　　後の面積80ha以上（樹林地等を15ha以上
　　　　　含む場合は増加する面積20ha以上）
　［施設更新］ ① 新たな第二種特定工作物の事業区域面積
　　　　　　80ha以上（樹林地等を30ha以上含む場合
　　　　　　は40ha以上）（②に該当するものを除く。）
　　　　  ② 増加する事業区域面積40ha以上かつ施設
　　　　　　更新後の面積80ha以上（樹林地等を15ha
　　　　　　以上含む場合は増加する面積20ha以上）

全て

全て

施行区域面積40ha以上

施行区域面積20ha以上

全て

施行区域面積20ha以上

事業区域面積40ha以上（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha以上）

施行区域面積10ha以上

事業区域面積40ha以上（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha以上）

全て

全て

施行区域面積40ha以上

全て

施行区域面積40ha以上

事業区域面積80ha以上
（樹林地等を30ha以上含む場合は40ha以上）

事業区域面積80ha以上
（樹林地等を30ha以上含む場合は40ha以上）

16.

17.
18.
19.
20.
21.
22.
23.

24.

25.

26.

2018（平成30）年の条例改正で、新たに「施設更新」を定義し、規模要件等を明確化しました。環境影響評価条例及び環境影響評価条例施行規則
で定める施設更新の定義は次のとおりです。
■条例別表備考（抄）　　　　既存の施設（建築物、工作物その他の施設をいう。）の全部又は一部の除却と併せて、当該施設と同一の敷地において、当該施設と同一
　　　　　　　　　　　　　の用に供する新たな施設を設ける行為
■規則別表第一　備考（抄） 　1　施設更新からは、補修工事等施設の保全のために行う行為その他の知事が別に定める行為を除く。
　　　　　　　　　 　　　   2　施設更新には、新たな施設の敷地の一部のみが既存の施設の敷地の範囲にあることとなる行為を含む。
　　　　　　　　　 　　　   3　同一の用に供する新たな施設とは、施設更新がなされる前と同一の対象事業に係る施設の用に供する新たな施設をいう。

区市町村

自動車駐車場の
設置又は変更

路面外に設置する駐車場（臨時に設置するものを除く。）：
　［新設］ 　同時駐車能力1000台以上（住宅の居住者用を除く。）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　 増加する駐車能力500台以上かつ増設後の駐車能力
　　　　　1000台以上（同上）
　［施設更新］ ① 新たな駐車場の駐車能力1000台以上（同上）
　　　　　　　　（②に該当するものを除く。）
　　　 　　② 増加する駐車能力500台以上かつ施設更新後の駐車
　　　　　　　　能力1000台以上（同上）

路面外に設置する駐車場（臨時に設置するものを除く。）：
　［新設］　同時駐車能力2000台以上（住宅の居住者用を除く。）
　［増設（施設更新に該当するものを除く。）］
　　　　　増加する駐車能力1000台以上かつ増設後の
　　　　　駐車能力2000台以上（同上）
　［施設更新］ ① 新たな駐車場の駐車能力2000台以上（同上）
　　　　　　（②に該当するものを除く。）
　　　　  ② 増加する駐車能力1000台以上かつ施設更新
　　　　　　後の駐車能力2000台以上（同上）

15.



参考　法対象事業に係る手続
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と報告

計画段階環境配慮書

公表

事業プロセスと環境影響評価制度 （基本）

環境影響評価の項目

公告・縦覧（1か月）

公告・縦覧（1か月）

公告・縦覧（1か月）

説明会

環 境 影 響 評 価 法

予測・評価項目の選定（計画案ごと）

予測・評価項目の選定

事業計画案

事業計画決定

許認可等への反映

事業の実施

規制権者等への措置要請

複数の計画案

事業計画案
特
定
の
地
域

都民等の意見
知事の審査意見書

都民等の意見
知事の審査意見書

調査→予測→評価（計画案ごと）

（東京都の場合）

現況調査→予測→評価

（民間事業者などの場合）



参考　法対象事業に係る手続
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環境影響評価の項目

公告・縦覧（1か月）

公告・縦覧（1か月）

公告・縦覧（1か月）

説明会

環 境 影 響 評 価 法

予測・評価項目の選定（計画案ごと）

予測・評価項目の選定

事業計画案

事業計画決定

許認可等への反映

事業の実施

規制権者等への措置要請

複数の計画案

事業計画案
特
定
の
地
域

都民等の意見
知事の審査意見書

都民等の意見
知事の審査意見書

調査→予測→評価（計画案ごと）

（東京都の場合）

現況調査→予測→評価

（民間事業者などの場合）



東京都環境影響評価条例
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当該書面及び知事が承認しない旨を公表すること。
７　第５項第２号に規定する措置をとつた事業者で、前項の規定による承認を
受けたものに係る対象計画については、この章の規定 (この条を除く。)は適用
しない。
８　第５項第３号の措置をとつた事業者で、第６項の承認を受けたものに係る
対象計画については、前条第１項中「実施場所又は対象地域、規模その他規則
で定める要件が異なる複数の対象計画の案 ( 以下「複数の対象計画案」とい
う。)」とあるのは「単数の対象計画の案」と、「当該複数の対象計画案」とあ
るのは「当該単数の対象計画の案」と、同項第３号中「複数の対象計画案」と
あるのは「単数の対象計画の案」と、同項第４号中「複数の対象計画案ごと」
とあるのは「単数の対象計画の案」と、同項第５号中「複数の対象計画案」と
あるのは「単数の対象計画の案」と、同項第６号中「複数の対象計画案」とあ
るのは「単数の対象計画の案」と、「考え方及び内容の比較」とあるのは「考え方」
と、同項第７号及び第８号中「複数の対象計画案ごと」とあるのは「単数の対
象計画の案」と読み替えてこの章の規定を適用する。

（計画段階関係地域の決定及び環境配慮書等の送付）
第１３条　知事は、第１１条の規定による環境配慮書等の提出があつたとき
は、遅滞なく、規則で定めるところにより計画段階関係地域を定め、当該計画
段階関係地域を定めた旨を計画段階関係区市町村長及び事業者に通知するとと
もに、当該環境配慮書等の写しを計画段階関係区市町村長に送付しなければ
ならない。

（審議会への諮問）
第１４条　知事は、前条の規定により計画段階関係地域を定めたときは、第１１
条の規定により提出された環境配慮書等の写しを審議会に送付するとともに、
第２２条第１項の規定による環境配慮書審査意見書の作成について、審議会に
諮問しなければならない。

（近隣県市町村長との協議）
第１５条　知事は、第１１条の規定による環境配慮書等の提出があつた場合
において、当該環境配慮書に記載されている同条第１項第８号に掲げる地域
に東京都の区域に属しない地域が含まれているときは、当該地域を管轄する
県の市町村長 ( 以下「近隣県市町村長」という。) に当該環境配慮書等の写し
を送付し、当該地域についての対象計画に係る計画段階環境影響評価の手続
の実施について、近隣県市町村長と協議するものとする。
　
第２節　環境配慮書に関する周知及び意見

（環境配慮書についての公示及び縦覧）
第１６条　知事は、第１３条の規定により計画段階関係地域を定めたときは、
遅滞なく、当該計画段階関係地域の範囲及び環境配慮書等の提出があつた旨そ
の他規則で定める事項を公示し、当該環境配慮書を、公示の日から起算して
３０日間、規則で定めるところにより縦覧に供しなければならない。

（説明会の開催等）
第１７条　事業者は、前条の縦覧期間内に、環境配慮書の内容を計画段階関
係地域の住民に周知するため、計画段階関係地域内において説明会を開催す
るほか、当該環境配慮書の要旨を記載した書類の配布その他の必要な措置を
講じなければならない。この場合において、計画段階関係地域内に説明会を
開催する適当な場所がないときは、計画段階関係地域の周辺の地域において
説明会を開催することができる。
２　事業者は、前項の規定による説明会の開催の日時、場所その他の事項及び
同項の規定による周知のための措置を、規則で定めるところにより知事に届け
出なければならない。
３　知事は、事業者が第１項の説明会を正当な理由がなく開催しないときは、
当該事業者に対し、期限を付して、説明会を開催するよう求めなければならな
い。この場合において、知事は、前条の縦覧期間内に説明会を開催することが
困難であると認めるときは、第一項の規定にかかわらず、当該縦覧期間を経過
した後であつても説明会を開催するよう求めることができる。
４　第１項の説明会及び前項の規定により知事が開催するよう求めた説明会は、
開催することができない正当な理由がある場合は、開催することを要しない。
５　事業者は、第１項又は第３項の規定により説明会を開催したときはその実
施状況を、前項の規定により説明会を開催しなかつたときはその理由を、規則
で定めるところにより、知事に報告しなければならない。

（都民の意見書の提出）
第１８条　都民は、第１６条の規定により縦覧に供された環境配慮書の内容に
ついて、同条の公示の日から起算して４５日以内に、環境の保全の見地からの
意見書を知事に提出することができる。
２　知事は、前項の規定による意見書の提出があつたときは、その写しを事業
者、計画段階関係区市町村長及び審議会に送付しなければならない。

（計画段階関係区市町村長の意見）     
第１９条　知事は、計画段階関係区市町村長に対して、環境配慮書の内容に
ついて、第１６条の公示の日から起算して４５日を超えない期限を指定して、
環境の保全の見地からの意見を求めなければならない。
２　知事は、前項の求めに応じて意見を記した書面の提出があつたときは、その
写しを事業者、計画段階関係区市町村長及び審議会に送付しなければならない。

（都民の意見を聴く会の開催等）
第２０条　知事は、第１６条の縦覧期間を経過した後、第１１条の規定によ
り提出された環境配慮書の内容について都民の意見を聴くため、都民の意見
を聴く会を開催しなければならない。ただし、第１８条第１項の意見書の提
出がない場合は、この限りでない。
２　知事は、前項の規定により都民の意見を聴く会を開催しようとするときは、
その日時、場所その他必要な事項を開催予定日の１５日前までに公示しなけれ
ばならない。
３　知事は、第１項の規定により都民の意見を聴く会を開催したときは、その

記録を作成し、その写しを事業者、計画段階関係区市町村長及び審議会に送付
しなければならない。
４　知事は、必要があると認めるときは、都民の意見を聴く会に第７０条第１
項の委員、同条第２項の臨時委員及び第７１条第１項の専門員を参加させる
ものとする。
５　前各項に定めるもののほか、都民の意見を聴く会について必要な事項は、
規則で定める。

（事業者の意見を聴く会の開催）
第２１条　知事は、前条第１項の規定により都民の意見を聴く会を開催した
後、第１１条の規定により提出された環境配慮書の内容並びに第１８条第１
項の規定により提出された意見書、第１９条第１項の求めに応じて提出され
た計画段階関係区市町村長の意見及び前条第３項の規定により記録された都民
の意見を聴く会の意見に対する見解について事業者の意見を聴くため、事業者
の意見を聴く会を開催しなければならない。
２　知事は、前項の規定により事業者の意見を聴く会を開催しようとするとき
は、その日時、場所その他必要な事項を事業者に通知しなければならない。
３　前条第３項及び第４項の規定は、事業者の意見を聴く会について準用す
る。この場合において、同条第３項及び第４項中「都民の意見を聴く会」と
あるのは「事業者の意見を聴く会」と読み替えるものとする。
４　前３項に定めるもののほか、事業者の意見を聴く会について必要な事項は、
規則で定める。
　
第３節　環境配慮書審査意見書の作成等

（環境配慮書審査意見書の作成等）
第２２条　知事は、第１４条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第１１条の規定により提出された環境配慮書について、次に掲げる事
項を勘案して、環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見 ( 個別計
画に係る環境配慮書にあつては、第２５条に規定する調査計画書の作成等の免
除についての意見を含む。) を記載した環境配慮書審査意見書を作成しなけれ
ばならない。
　①　第１８条第１項の意見書
　②　第１９条第１項の求めに応じて提出された計画段階関係区市町村長の意見
　③　第２０条第３項の規定により記録された都民の意見を聴く会の意見
　④　前条第３項において準用する第２０条第３項の規定により記録された事業者の意
見を聴く会の意見

２　知事は、前項の環境配慮書審査意見書を作成したときは、当該環境配慮
書審査意見書を事業者に、その写しを計画段階関係区市町村長に送付すると
ともに、その内容を公表するものとする。

（環境配慮書審査意見書の尊重）
第２３条　事業者は、対象計画を策定するに当たつては、前条第２項の規定に
より送付された環境配慮書審査意見書の内容を尊重するものとする。　

（対象計画を策定した場合の報告等）
第２４条　事業者は、対象計画を策定したときは、規則で定めるところにより、
次に掲げる事項を記載した書面を作成し、調査計画書 ( 次条に規定する調査計
画書の作成等の免除の適用を受ける場合にあつては、評価書案 ) を提出すると
きまでに知事に提出しなければならない。
　①　策定した対象計画及びその概要
　②　対象計画を策定した理由
　③　環境配慮書審査意見書に記載した知事の意見等に基づき環境に配慮した内容
２　事業者は、第２２条第１項の環境配慮書審査意見書を受領した日から１
年を超えて対象計画を策定しない場合は、速やかに、規則で定めるところに
より書面を知事に提出するものとする。
３　知事は、前２項に規定する書面の提出があつたときは、その内容を公表す
るものとする。

（調査計画書の作成等の免除）
第２５条　事業者が第１１条第２項の規定により環境配慮書を提出した場合
において、知事が当該環境配慮書を第４０条第１項第４号に規定する対象事
業に係る調査等の手法に相当する事項が記載されたものであると環境配慮書
審査意見書において認めるときは、当該環境配慮書に係る対象事業について
は、第４０条から第４７条までの規定は適用しない。

（広域複合開発計画を構成する個別計画に係る計画段階環境影響評価の免除等）
第２６条　知事は、広域複合開発計画について計画段階環境影響評価が実施
された場合で、個別計画を策定しようとする事業者から、当該広域複合開発計
画に係る計画段階環境影響評価において当該個別計画に係る計画段階環境影響
評価が十分に行われているものとして、規則で定めるところにより、計画段
階環境影響評価の手続の免除の申請があつたときは、審議会の意見を聴いた上
で、当該個別計画の計画段階環境影響評価が、第１１条から第２４条までの規
定を適用した場合と同程度に行われていると認める場合は、当該計画段階環境
影響評価の手続の免除について承認することができる。
２　知事は、前項の規定により承認し、又は承認しないことを決定したときは、
その旨を、事業者に対し、規則で定めるところにより、書面をもつて通知する
とともに公表するものとする。
３　第１項の規定による承認を受けた事業者が策定する個別計画については、
この章の規定 (この条を除く。)は適用しない。

（対象計画が環境配慮書と異なる場合の取扱い）
第２７条　知事は、第２４条第１項の規定により提出された対象計画が第１１
条の規定により提出された環境配慮書の対象計画の案と異なる場合において、
当該対象計画の内容が環境に著しい影響を及ぼすおそれがあると認めるとき
は、審議会の意見を聴いた上で、事業者に対し、広域複合開発計画にあつては
計画段階環境影響評価の手続の全部又は一部を再度実施するよう求めるものと
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　第一章　総則
（目的）
第１条　この条例は、環境影響評価及び事後調査の手続に関し必要な事項を
定めることにより、計画の策定及び事業の実施に際し、公害の防止、自然環
境及び歴史的環境の保全、景観の保持等 ( 以下「環境の保全」という。) につ
いて適正な配慮がなされることを期し、もつて都民の健康で快適な生活の確
保に資することを目的とする。

（定義）
第２条　この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号
に定めるところによる。
　①　環境影響評価　環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施が環境に及
ぼす影響について事前に調査、予測及び評価(以下「調査等」という。)を行うととも
に、これらを行う過程において、その事業に係る環境の保全のための措置を検討し、
この措置が講じられた場合における環境に及ぼす影響を予測し、及び評価すること
をいう。

　②　計画段階環境影響評価　個別計画又は広域複合開発計画(以下「対象計画」と
いう。)の策定に際し、環境影響評価を行うことをいう。

　③　事業段階環境影響評価　対象事業の実施に際し、環境影響評価を行うことをいう。
　④　事後調査　対象事業に係る工事の施行中及び完了後に当該対象事業が環境に及
ぼす影響について調査することをいう。

　⑤　対象事業　別表に掲げる事業でその実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれの
あるものとしてその内容及び規模が東京都規則(以下「規則」という。)で定める要件
に該当するものをいう。

　⑥　個別計画　単数の別表に掲げる事業であつて、その内容及び規模が規則で定める
要件に該当するものに係る計画のうち、当該事業の実施場所、規模その他規則で定
める基本的な事項を定める計画(広域複合開発計画を構成する事業に係る計画を含
む。)をいう。　

　⑦　広域複合開発計画　規則で定める面積以上の地域において、複数の別表に掲げる
事業について実施(異なる時期の実施を含む。)を予定し、その実施が複合的かつ累
積的に環境に著しい影響を及ぼすおそれのある開発計画であつて、対象地域、規模
その他規則で定める基本的な事項を定める計画をいう。

　⑧　事業者　対象計画を策定しようとする者又は対象事業を実施しようとする者若し
くは対象事業を実施する者が定まつていない場合にあつては知事が対象事業を実
施しようとする者であると認める者をいう。

　⑨　計画段階関係地域　事業者が対象計画を策定しようとする地域及びその周辺地
域で当該対象計画に基づく事業の実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域とし
て、第13条及び第30条第1項の規定により知事が定める地域をいう。

　⑩　事業段階関係地域　事業者が対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地
域で当該対象事業の実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域として、第49条
第1項の規定により知事が定める地域をいう。

　⑪　計画段階関係区市町村長　計画段階関係地域を管轄する特別区の区長及び市町
村長をいう。

　⑫　事業段階関係区市町村長　事業段階関係地域を管轄する特別区の区長及び市町
村長をいう。

　⑬　許認可等　法令又は条例に基づく許可、認可、特許、免許、指示、命令、承
認、確認、届出の受理その他これらに類する行為又は都市計画法(昭和43年法律
第100号)の規定による都市計画の決定(変更を含む。以下同じ。)をいう。

　⑭　許認可権者　許認可等の権限を有する者をいう。
（知事の基本的責務）
第３条　知事は、良好な環境を保全し、もつて都民の健康で快適な生活を確保
するため、この条例に定める手続が適正かつ円滑に行われるよう努めなければ
ならない。

（調査等の方法の研究等）
第４条　知事は、この条例に定める手続の適正かつ円滑な運用を図るため、調
査等の方法の研究及び開発、環境影響評価に係る情報の収集及び整理その他の
必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（資料の公開）
第５条　知事は、都民(東京都の区域内に事務所又は事業所を有する法人その
他の団体を含む。以下同じ。)、事業者並びに特別区の区長及び市町村長に、
この条例に定める手続の実施に関し必要な資料を公開し、又は提供するよう努
めなければならない。

（区市町村長との連携）
第６条　知事は、この条例の施行に当たつては、特別区の区長及び市町村長と
緊密な連携を保ち、その理解と協力を求めるよう努めなければならない。

（事業者の責務）
第７条　事業者は、対象計画の策定及び対象事業の実施に際し、環境の保全
について適正な配慮をするため、その責任と負担において、この条例に定め
る手続を誠実に履行しなければならない。

（都民の責務）
第８条　都民は、この条例に定める手続の実施に積極的に参加し、環境影響評
価の制度の適正な運営に協力しなければならない。

（環境影響評価の項目）
第９条　環境影響評価の項目は、公害の防止、生活環境、自然環境、歴史的
環境、人と自然との豊かな触れ合い、環境への負荷等について、規則で定め
るもののうちから選択するものとする。

（技術指針の作成）
第１０条　知事は、既に得られている科学的知見に基づき、対象計画の策定及
び対象事業の実施が環境に及ぼす影響を明らかにするために必要な調査等につ
いての項目、方法、範囲その他の事項について、技術上の指針(以下「技術指
針」という。)を定めるものとする。
２　技術指針については、常に適切な科学的判断が加えられ、必要な改定が行
われなければならない。
３　知事は、技術指針を定め、又は改定しようとするときは、東京都環境影響
評価審議会(以下「審議会」という。)の意見を聴かなければならない。

４　知事は、技術指針を定め、又は改定したときは、その内容を公示しなけれ
ばならない。
　
　第２章　計画段階環境影響評価の手続
第１節　環境配慮書の作成等

（環境配慮書の作成）
第１１条　事業者は、対象計画を策定しようとするときは、技術指針に基づ
き、社会的要素及び経済的要素を踏まえ、採用可能なものとして、実施場所
又は対象地域、規模その他規則で定める要件が異なる複数の対象計画の案(以
下「複数の対象計画案」という。)を策定し、当該複数の対象計画案が環境に
及ぼす影響について調査等を行うとともに、規則で定めるところにより次に
掲げる事項を記載した環境配慮書及びその概要(以下「環境配慮書等」という。)
を作成し、知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所(法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地)
　②　対象計画の案の名称、目的及び内容
　③　対象計画の案に基づく事業の必要性及び複数の対象計画案の策定に至つた経過
　④　複数の対象計画案ごとの環境影響評価の項目
　⑤　複数の対象計画案の策定に当たり環境上配慮する目標及び方針
　⑥　複数の対象計画案の策定に当たつての考え方及び内容の比較
　⑦　複数の対象計画案ごとの環境に及ぼす影響の予測及び評価
　⑧　複数の対象計画案ごとの事業の実施を予定する地域及びその周辺地域で当該事業

の実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域並びにその地域の概況
　⑨　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　事業者は、前項の規定により環境配慮書等を作成するに当たり、第40条
第1項第4号に規定する対象事業に係る調査等の手法に相当する事項を記載
できるときは、当該対象事業に係る調査等の手法について、環境配慮書等に
記載し、提出することができる。
３　知事は、一又は二以上の事業者が相互に関連する二以上の対象計画を策
定しようとするときは、これらの事業者に対し、これらの対象計画について、
併せて環境配慮書等を作成し、提出するよう求めるものとする。
４　二以上の事業者が一の対象計画又は相互に関連する二以上の対象計画を
策定しようとする場合において、これらの事業者のうちから代表する者を定
めたときは、その代表する者が、当該一の対象計画について環境配慮書等を
作成し、又は当該二以上の対象計画について併せて環境配慮書等を作成し、
提出しなければならない。

（複数の対象計画案を策定できない場合の書面の提出等）
第１２条　事業者(前条第4項又は第40条第3項(第48条第2項において準用
する場合を含む。)の規定により、代表する者が定められたときは、当該代表
する者。第1号、第21条第1項、第23条、第32条第1項第1号、第35条に
おいて準用する第23条、第37条第3項、第40条第1項第1号、第48条第1
項第1号、第55条第1項第1号、第58条第2項第1号、第61条、第62条第3
項及び第66条第1項第1号を除き、この章から第４章までにおいて同じ。)
は、前条の規定にかかわらず、複数の対象計画案を策定できないときは、環
境配慮書等の提出に代えて、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を
記載した書面を知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所(法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地)
　②　対象計画の案の名称、目的及び内容の概要
　③　対象計画の案の策定に当たり環境上配慮する事項
　④　対象計画の案に基づく事業の実施を予定する地域及びその周辺地域で当該事業の
実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域並びにその地域の概況

　⑤　複数の対象計画案を策定できない理由
２　知事は、前項の規定による書面の提出があつたときは、当該書面の写しを
審議会に送付するとともに、当該書面に記載された対象計画の案の内容につい
て更に環境上配慮すべき事項、複数の対象計画案を策定できない理由の妥当性
その他の事項に関し審議会の意見を聴かなければならない。
３　知事は、前項の規定により審議会の意見を聴いたときは、これを勘案して、
環境の保全の見地から、環境上配慮すべき事項等について意見書を作成しなけ
ればならない。
４　知事は、前項の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付する
とともに、その内容を公表するものとする。
５　事業者は、前項の規定による意見書の送付を受けたときは、速やかに当該
意見書を勘案して検討を加え、対象計画について複数の対象計画案を策定する
ときは第1号に規定する措置を、複数の対象計画案を策定しないときは個別計
画にあつては第2号に規定する措置を、広域複合開発計画にあつては第3号に
規定する措置をとらなければならない。
　①　この章の規定による計画段階環境影響評価の手続 ( 第８項の規定により読み替え
て適用される場合を除く。) を行うことを、規則で定めるところにより、書面をも
つて知事に報告すること。

　②　この章の規定 ( この条を除く。) による計画段階環境影響評価の手続を行わない
こと及び複数の対象計画案が策定できないことの理由を、規則で定めるところに
より、書面をもつて知事に報告すること。

　③　第8項の規定により読み替えて適用されるこの章の規定による計画段階環境影
響評価の手続を行うこと及び複数の対象計画案が策定できないことの理由を、規
則で定めるところにより、書面をもつて知事に報告すること。

６　知事は、前項の書面の提出があつた場合は、その書面に記載された内容に
ついて、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に掲げる措置を行うものとする。
　①　前項に規定する書面に記載された内容が相当であると認めるとき。　当該書面の
内容を承認し、規則で定めるところにより、その旨を事業者に通知するとともに、
当該書面及び知事が承認した旨を公表すること。

　②　前項に規定する書面に記載された内容が相当でないと認めるとき。当該書面の
内容を承認せず、規則で定めるところにより、その旨を事業者に通知するとともに、



東京都環境影響評価条例

9 10

当該書面及び知事が承認しない旨を公表すること。
７　第５項第２号に規定する措置をとつた事業者で、前項の規定による承認を
受けたものに係る対象計画については、この章の規定 (この条を除く。)は適用
しない。
８　第５項第３号の措置をとつた事業者で、第６項の承認を受けたものに係る
対象計画については、前条第１項中「実施場所又は対象地域、規模その他規則
で定める要件が異なる複数の対象計画の案 ( 以下「複数の対象計画案」とい
う。)」とあるのは「単数の対象計画の案」と、「当該複数の対象計画案」とあ
るのは「当該単数の対象計画の案」と、同項第３号中「複数の対象計画案」と
あるのは「単数の対象計画の案」と、同項第４号中「複数の対象計画案ごと」
とあるのは「単数の対象計画の案」と、同項第５号中「複数の対象計画案」と
あるのは「単数の対象計画の案」と、同項第６号中「複数の対象計画案」とあ
るのは「単数の対象計画の案」と、「考え方及び内容の比較」とあるのは「考え方」
と、同項第７号及び第８号中「複数の対象計画案ごと」とあるのは「単数の対
象計画の案」と読み替えてこの章の規定を適用する。

（計画段階関係地域の決定及び環境配慮書等の送付）
第１３条　知事は、第１１条の規定による環境配慮書等の提出があつたとき
は、遅滞なく、規則で定めるところにより計画段階関係地域を定め、当該計画
段階関係地域を定めた旨を計画段階関係区市町村長及び事業者に通知するとと
もに、当該環境配慮書等の写しを計画段階関係区市町村長に送付しなければ
ならない。

（審議会への諮問）
第１４条　知事は、前条の規定により計画段階関係地域を定めたときは、第１１
条の規定により提出された環境配慮書等の写しを審議会に送付するとともに、
第２２条第１項の規定による環境配慮書審査意見書の作成について、審議会に
諮問しなければならない。

（近隣県市町村長との協議）
第１５条　知事は、第１１条の規定による環境配慮書等の提出があつた場合
において、当該環境配慮書に記載されている同条第１項第８号に掲げる地域
に東京都の区域に属しない地域が含まれているときは、当該地域を管轄する
県の市町村長 ( 以下「近隣県市町村長」という。) に当該環境配慮書等の写し
を送付し、当該地域についての対象計画に係る計画段階環境影響評価の手続
の実施について、近隣県市町村長と協議するものとする。
　
第２節　環境配慮書に関する周知及び意見

（環境配慮書についての公示及び縦覧）
第１６条　知事は、第１３条の規定により計画段階関係地域を定めたときは、
遅滞なく、当該計画段階関係地域の範囲及び環境配慮書等の提出があつた旨そ
の他規則で定める事項を公示し、当該環境配慮書を、公示の日から起算して
３０日間、規則で定めるところにより縦覧に供しなければならない。

（説明会の開催等）
第１７条　事業者は、前条の縦覧期間内に、環境配慮書の内容を計画段階関
係地域の住民に周知するため、計画段階関係地域内において説明会を開催す
るほか、当該環境配慮書の要旨を記載した書類の配布その他の必要な措置を
講じなければならない。この場合において、計画段階関係地域内に説明会を
開催する適当な場所がないときは、計画段階関係地域の周辺の地域において
説明会を開催することができる。
２　事業者は、前項の規定による説明会の開催の日時、場所その他の事項及び
同項の規定による周知のための措置を、規則で定めるところにより知事に届け
出なければならない。
３　知事は、事業者が第１項の説明会を正当な理由がなく開催しないときは、
当該事業者に対し、期限を付して、説明会を開催するよう求めなければならな
い。この場合において、知事は、前条の縦覧期間内に説明会を開催することが
困難であると認めるときは、第一項の規定にかかわらず、当該縦覧期間を経過
した後であつても説明会を開催するよう求めることができる。
４　第１項の説明会及び前項の規定により知事が開催するよう求めた説明会は、
開催することができない正当な理由がある場合は、開催することを要しない。
５　事業者は、第１項又は第３項の規定により説明会を開催したときはその実
施状況を、前項の規定により説明会を開催しなかつたときはその理由を、規則
で定めるところにより、知事に報告しなければならない。

（都民の意見書の提出）
第１８条　都民は、第１６条の規定により縦覧に供された環境配慮書の内容に
ついて、同条の公示の日から起算して４５日以内に、環境の保全の見地からの
意見書を知事に提出することができる。
２　知事は、前項の規定による意見書の提出があつたときは、その写しを事業
者、計画段階関係区市町村長及び審議会に送付しなければならない。

（計画段階関係区市町村長の意見）     
第１９条　知事は、計画段階関係区市町村長に対して、環境配慮書の内容に
ついて、第１６条の公示の日から起算して４５日を超えない期限を指定して、
環境の保全の見地からの意見を求めなければならない。
２　知事は、前項の求めに応じて意見を記した書面の提出があつたときは、その
写しを事業者、計画段階関係区市町村長及び審議会に送付しなければならない。

（都民の意見を聴く会の開催等）
第２０条　知事は、第１６条の縦覧期間を経過した後、第１１条の規定によ
り提出された環境配慮書の内容について都民の意見を聴くため、都民の意見
を聴く会を開催しなければならない。ただし、第１８条第１項の意見書の提
出がない場合は、この限りでない。
２　知事は、前項の規定により都民の意見を聴く会を開催しようとするときは、
その日時、場所その他必要な事項を開催予定日の１５日前までに公示しなけれ
ばならない。
３　知事は、第１項の規定により都民の意見を聴く会を開催したときは、その

記録を作成し、その写しを事業者、計画段階関係区市町村長及び審議会に送付
しなければならない。
４　知事は、必要があると認めるときは、都民の意見を聴く会に第７０条第１
項の委員、同条第２項の臨時委員及び第７１条第１項の専門員を参加させる
ものとする。
５　前各項に定めるもののほか、都民の意見を聴く会について必要な事項は、
規則で定める。

（事業者の意見を聴く会の開催）
第２１条　知事は、前条第１項の規定により都民の意見を聴く会を開催した
後、第１１条の規定により提出された環境配慮書の内容並びに第１８条第１
項の規定により提出された意見書、第１９条第１項の求めに応じて提出され
た計画段階関係区市町村長の意見及び前条第３項の規定により記録された都民
の意見を聴く会の意見に対する見解について事業者の意見を聴くため、事業者
の意見を聴く会を開催しなければならない。
２　知事は、前項の規定により事業者の意見を聴く会を開催しようとするとき
は、その日時、場所その他必要な事項を事業者に通知しなければならない。
３　前条第３項及び第４項の規定は、事業者の意見を聴く会について準用す
る。この場合において、同条第３項及び第４項中「都民の意見を聴く会」と
あるのは「事業者の意見を聴く会」と読み替えるものとする。
４　前３項に定めるもののほか、事業者の意見を聴く会について必要な事項は、
規則で定める。
　
第３節　環境配慮書審査意見書の作成等

（環境配慮書審査意見書の作成等）
第２２条　知事は、第１４条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第１１条の規定により提出された環境配慮書について、次に掲げる事
項を勘案して、環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見 ( 個別計
画に係る環境配慮書にあつては、第２５条に規定する調査計画書の作成等の免
除についての意見を含む。) を記載した環境配慮書審査意見書を作成しなけれ
ばならない。
　①　第１８条第１項の意見書
　②　第１９条第１項の求めに応じて提出された計画段階関係区市町村長の意見
　③　第２０条第３項の規定により記録された都民の意見を聴く会の意見
　④　前条第３項において準用する第２０条第３項の規定により記録された事業者の意
見を聴く会の意見

２　知事は、前項の環境配慮書審査意見書を作成したときは、当該環境配慮
書審査意見書を事業者に、その写しを計画段階関係区市町村長に送付すると
ともに、その内容を公表するものとする。

（環境配慮書審査意見書の尊重）
第２３条　事業者は、対象計画を策定するに当たつては、前条第２項の規定に
より送付された環境配慮書審査意見書の内容を尊重するものとする。　

（対象計画を策定した場合の報告等）
第２４条　事業者は、対象計画を策定したときは、規則で定めるところにより、
次に掲げる事項を記載した書面を作成し、調査計画書 ( 次条に規定する調査計
画書の作成等の免除の適用を受ける場合にあつては、評価書案 ) を提出すると
きまでに知事に提出しなければならない。
　①　策定した対象計画及びその概要
　②　対象計画を策定した理由
　③　環境配慮書審査意見書に記載した知事の意見等に基づき環境に配慮した内容
２　事業者は、第２２条第１項の環境配慮書審査意見書を受領した日から１
年を超えて対象計画を策定しない場合は、速やかに、規則で定めるところに
より書面を知事に提出するものとする。
３　知事は、前２項に規定する書面の提出があつたときは、その内容を公表す
るものとする。

（調査計画書の作成等の免除）
第２５条　事業者が第１１条第２項の規定により環境配慮書を提出した場合
において、知事が当該環境配慮書を第４０条第１項第４号に規定する対象事
業に係る調査等の手法に相当する事項が記載されたものであると環境配慮書
審査意見書において認めるときは、当該環境配慮書に係る対象事業について
は、第４０条から第４７条までの規定は適用しない。

（広域複合開発計画を構成する個別計画に係る計画段階環境影響評価の免除等）
第２６条　知事は、広域複合開発計画について計画段階環境影響評価が実施
された場合で、個別計画を策定しようとする事業者から、当該広域複合開発計
画に係る計画段階環境影響評価において当該個別計画に係る計画段階環境影響
評価が十分に行われているものとして、規則で定めるところにより、計画段
階環境影響評価の手続の免除の申請があつたときは、審議会の意見を聴いた上
で、当該個別計画の計画段階環境影響評価が、第１１条から第２４条までの規
定を適用した場合と同程度に行われていると認める場合は、当該計画段階環境
影響評価の手続の免除について承認することができる。
２　知事は、前項の規定により承認し、又は承認しないことを決定したときは、
その旨を、事業者に対し、規則で定めるところにより、書面をもつて通知する
とともに公表するものとする。
３　第１項の規定による承認を受けた事業者が策定する個別計画については、
この章の規定 (この条を除く。)は適用しない。

（対象計画が環境配慮書と異なる場合の取扱い）
第２７条　知事は、第２４条第１項の規定により提出された対象計画が第１１
条の規定により提出された環境配慮書の対象計画の案と異なる場合において、
当該対象計画の内容が環境に著しい影響を及ぼすおそれがあると認めるとき
は、審議会の意見を聴いた上で、事業者に対し、広域複合開発計画にあつては
計画段階環境影響評価の手続の全部又は一部を再度実施するよう求めるものと

東京都環境影響評価条例 昭和55年10月20日（条例第96号）
平成30年12月27日最終改正（条例第119号）

　第一章　総則
（目的）
第１条　この条例は、環境影響評価及び事後調査の手続に関し必要な事項を
定めることにより、計画の策定及び事業の実施に際し、公害の防止、自然環
境及び歴史的環境の保全、景観の保持等 ( 以下「環境の保全」という。) につ
いて適正な配慮がなされることを期し、もつて都民の健康で快適な生活の確
保に資することを目的とする。

（定義）
第２条　この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号
に定めるところによる。
　①　環境影響評価　環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施が環境に及
ぼす影響について事前に調査、予測及び評価(以下「調査等」という。)を行うととも
に、これらを行う過程において、その事業に係る環境の保全のための措置を検討し、
この措置が講じられた場合における環境に及ぼす影響を予測し、及び評価すること
をいう。

　②　計画段階環境影響評価　個別計画又は広域複合開発計画(以下「対象計画」と
いう。)の策定に際し、環境影響評価を行うことをいう。

　③　事業段階環境影響評価　対象事業の実施に際し、環境影響評価を行うことをいう。
　④　事後調査　対象事業に係る工事の施行中及び完了後に当該対象事業が環境に及
ぼす影響について調査することをいう。

　⑤　対象事業　別表に掲げる事業でその実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれの
あるものとしてその内容及び規模が東京都規則(以下「規則」という。)で定める要件
に該当するものをいう。

　⑥　個別計画　単数の別表に掲げる事業であつて、その内容及び規模が規則で定める
要件に該当するものに係る計画のうち、当該事業の実施場所、規模その他規則で定
める基本的な事項を定める計画(広域複合開発計画を構成する事業に係る計画を含
む。)をいう。　

　⑦　広域複合開発計画　規則で定める面積以上の地域において、複数の別表に掲げる
事業について実施(異なる時期の実施を含む。)を予定し、その実施が複合的かつ累
積的に環境に著しい影響を及ぼすおそれのある開発計画であつて、対象地域、規模
その他規則で定める基本的な事項を定める計画をいう。

　⑧　事業者　対象計画を策定しようとする者又は対象事業を実施しようとする者若し
くは対象事業を実施する者が定まつていない場合にあつては知事が対象事業を実
施しようとする者であると認める者をいう。

　⑨　計画段階関係地域　事業者が対象計画を策定しようとする地域及びその周辺地
域で当該対象計画に基づく事業の実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域とし
て、第13条及び第30条第1項の規定により知事が定める地域をいう。

　⑩　事業段階関係地域　事業者が対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地
域で当該対象事業の実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域として、第49条
第1項の規定により知事が定める地域をいう。

　⑪　計画段階関係区市町村長　計画段階関係地域を管轄する特別区の区長及び市町
村長をいう。

　⑫　事業段階関係区市町村長　事業段階関係地域を管轄する特別区の区長及び市町
村長をいう。

　⑬　許認可等　法令又は条例に基づく許可、認可、特許、免許、指示、命令、承
認、確認、届出の受理その他これらに類する行為又は都市計画法(昭和43年法律
第100号)の規定による都市計画の決定(変更を含む。以下同じ。)をいう。

　⑭　許認可権者　許認可等の権限を有する者をいう。
（知事の基本的責務）
第３条　知事は、良好な環境を保全し、もつて都民の健康で快適な生活を確保
するため、この条例に定める手続が適正かつ円滑に行われるよう努めなければ
ならない。

（調査等の方法の研究等）
第４条　知事は、この条例に定める手続の適正かつ円滑な運用を図るため、調
査等の方法の研究及び開発、環境影響評価に係る情報の収集及び整理その他の
必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（資料の公開）
第５条　知事は、都民(東京都の区域内に事務所又は事業所を有する法人その
他の団体を含む。以下同じ。)、事業者並びに特別区の区長及び市町村長に、
この条例に定める手続の実施に関し必要な資料を公開し、又は提供するよう努
めなければならない。

（区市町村長との連携）
第６条　知事は、この条例の施行に当たつては、特別区の区長及び市町村長と
緊密な連携を保ち、その理解と協力を求めるよう努めなければならない。

（事業者の責務）
第７条　事業者は、対象計画の策定及び対象事業の実施に際し、環境の保全
について適正な配慮をするため、その責任と負担において、この条例に定め
る手続を誠実に履行しなければならない。

（都民の責務）
第８条　都民は、この条例に定める手続の実施に積極的に参加し、環境影響評
価の制度の適正な運営に協力しなければならない。

（環境影響評価の項目）
第９条　環境影響評価の項目は、公害の防止、生活環境、自然環境、歴史的
環境、人と自然との豊かな触れ合い、環境への負荷等について、規則で定め
るもののうちから選択するものとする。

（技術指針の作成）
第１０条　知事は、既に得られている科学的知見に基づき、対象計画の策定及
び対象事業の実施が環境に及ぼす影響を明らかにするために必要な調査等につ
いての項目、方法、範囲その他の事項について、技術上の指針(以下「技術指
針」という。)を定めるものとする。
２　技術指針については、常に適切な科学的判断が加えられ、必要な改定が行
われなければならない。
３　知事は、技術指針を定め、又は改定しようとするときは、東京都環境影響
評価審議会(以下「審議会」という。)の意見を聴かなければならない。

４　知事は、技術指針を定め、又は改定したときは、その内容を公示しなけれ
ばならない。
　
　第２章　計画段階環境影響評価の手続
第１節　環境配慮書の作成等

（環境配慮書の作成）
第１１条　事業者は、対象計画を策定しようとするときは、技術指針に基づ
き、社会的要素及び経済的要素を踏まえ、採用可能なものとして、実施場所
又は対象地域、規模その他規則で定める要件が異なる複数の対象計画の案(以
下「複数の対象計画案」という。)を策定し、当該複数の対象計画案が環境に
及ぼす影響について調査等を行うとともに、規則で定めるところにより次に
掲げる事項を記載した環境配慮書及びその概要(以下「環境配慮書等」という。)
を作成し、知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所(法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地)
　②　対象計画の案の名称、目的及び内容
　③　対象計画の案に基づく事業の必要性及び複数の対象計画案の策定に至つた経過
　④　複数の対象計画案ごとの環境影響評価の項目
　⑤　複数の対象計画案の策定に当たり環境上配慮する目標及び方針
　⑥　複数の対象計画案の策定に当たつての考え方及び内容の比較
　⑦　複数の対象計画案ごとの環境に及ぼす影響の予測及び評価
　⑧　複数の対象計画案ごとの事業の実施を予定する地域及びその周辺地域で当該事業

の実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域並びにその地域の概況
　⑨　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　事業者は、前項の規定により環境配慮書等を作成するに当たり、第40条
第1項第4号に規定する対象事業に係る調査等の手法に相当する事項を記載
できるときは、当該対象事業に係る調査等の手法について、環境配慮書等に
記載し、提出することができる。
３　知事は、一又は二以上の事業者が相互に関連する二以上の対象計画を策
定しようとするときは、これらの事業者に対し、これらの対象計画について、
併せて環境配慮書等を作成し、提出するよう求めるものとする。
４　二以上の事業者が一の対象計画又は相互に関連する二以上の対象計画を
策定しようとする場合において、これらの事業者のうちから代表する者を定
めたときは、その代表する者が、当該一の対象計画について環境配慮書等を
作成し、又は当該二以上の対象計画について併せて環境配慮書等を作成し、
提出しなければならない。

（複数の対象計画案を策定できない場合の書面の提出等）
第１２条　事業者(前条第4項又は第40条第3項(第48条第2項において準用
する場合を含む。)の規定により、代表する者が定められたときは、当該代表
する者。第1号、第21条第1項、第23条、第32条第1項第1号、第35条に
おいて準用する第23条、第37条第3項、第40条第1項第1号、第48条第1
項第1号、第55条第1項第1号、第58条第2項第1号、第61条、第62条第3
項及び第66条第1項第1号を除き、この章から第４章までにおいて同じ。)
は、前条の規定にかかわらず、複数の対象計画案を策定できないときは、環
境配慮書等の提出に代えて、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を
記載した書面を知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所(法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地)
　②　対象計画の案の名称、目的及び内容の概要
　③　対象計画の案の策定に当たり環境上配慮する事項
　④　対象計画の案に基づく事業の実施を予定する地域及びその周辺地域で当該事業の
実施が環境に影響を及ぼすおそれがある地域並びにその地域の概況

　⑤　複数の対象計画案を策定できない理由
２　知事は、前項の規定による書面の提出があつたときは、当該書面の写しを
審議会に送付するとともに、当該書面に記載された対象計画の案の内容につい
て更に環境上配慮すべき事項、複数の対象計画案を策定できない理由の妥当性
その他の事項に関し審議会の意見を聴かなければならない。
３　知事は、前項の規定により審議会の意見を聴いたときは、これを勘案して、
環境の保全の見地から、環境上配慮すべき事項等について意見書を作成しなけ
ればならない。
４　知事は、前項の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付する
とともに、その内容を公表するものとする。
５　事業者は、前項の規定による意見書の送付を受けたときは、速やかに当該
意見書を勘案して検討を加え、対象計画について複数の対象計画案を策定する
ときは第1号に規定する措置を、複数の対象計画案を策定しないときは個別計
画にあつては第2号に規定する措置を、広域複合開発計画にあつては第3号に
規定する措置をとらなければならない。
　①　この章の規定による計画段階環境影響評価の手続 ( 第８項の規定により読み替え
て適用される場合を除く。) を行うことを、規則で定めるところにより、書面をも
つて知事に報告すること。

　②　この章の規定 ( この条を除く。) による計画段階環境影響評価の手続を行わない
こと及び複数の対象計画案が策定できないことの理由を、規則で定めるところに
より、書面をもつて知事に報告すること。

　③　第8項の規定により読み替えて適用されるこの章の規定による計画段階環境影
響評価の手続を行うこと及び複数の対象計画案が策定できないことの理由を、規
則で定めるところにより、書面をもつて知事に報告すること。

６　知事は、前項の書面の提出があつた場合は、その書面に記載された内容に
ついて、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に掲げる措置を行うものとする。
　①　前項に規定する書面に記載された内容が相当であると認めるとき。　当該書面の
内容を承認し、規則で定めるところにより、その旨を事業者に通知するとともに、
当該書面及び知事が承認した旨を公表すること。

　②　前項に規定する書面に記載された内容が相当でないと認めるとき。当該書面の
内容を承認せず、規則で定めるところにより、その旨を事業者に通知するとともに、
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第２項の規定により特例環境配慮書審査意見書を受領するまでにあつた変更に
限る。) があつた対象計画について、当該変更が環境に著しい影響を及ぼすお
それがあると認めるときは、審議会の意見を聴いた上で、規則で定めるところ
により、当該事業者に対し、既に完了している手続の全部又は一部を再度実施
するよう求めるものとする。

（事情変更による手続）
第３９条　第２５条又は第３３条第４項の規定にかかわらず、知事は、事業
者が第２４条第１項又は第３５条において準用する第２４条第１項の規定に
基づく書面を提出した日から５年を経過した後、当該対象事業に係る事業段階
環境影響評価の手続を始めようとする場合において、計画段階関係地域の状況
が当該書面を提出したときと比較して著しく異なつていることにより環境の保
全上必要があると認めるときは、規則で定めるところにより、当該事業者に対
し、次条第１項に規定する調査計画書の作成及びこれに引き続く事業段階環境
影響評価の手続を求めるものとする。
　
　第３章　事業段階環境影響評価の手続
第１節　調査計画書の作成等

（調査計画書の作成）
第４０条　事業者は、対象事業を実施しようとするときは、技術指針に基づき、
規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した環境影響評価調査計画書
( 以下「調査計画書」という。) を作成し、知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

　　の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　事業計画の策定に至つた経過（計画段階環境影響評価の手続を行つたものについ

ては、その手続の経過を含む。）
　④　対象事業に係る環境影響評価の項目及び調査等の手法 ( 当該手法が決定されてい

ない場合にあつては、対象事業に係る環境影響評価の項目 )
　⑤　対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境

に影響を及ぼすと予想される地域並びにその地域の概況
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　知事は、一又は二以上の事業者が相互に関連する二以上の対象事業を実施
しようとするときは、これらの事業者に対し、これらの対象事業について、併せ
て前項の規定により調査計画書を作成し、提出するよう求めるものとする。
３　二以上の事業者が一の対象事業又は相互に関連する二以上の対象事業を
実施しようとする場合において、これらの事業者のうちから代表する者を定
めたときは、その代表する者が、当該一の対象事業について調査計画書を作
成し、又は当該二以上の対象事業について併せて調査計画書を作成し、提出
しなければならない。
４　良好な環境を確保しつつ都市機能の高度化を推進する地域として規則で定
める地域において規則で定める事業を実施しようとする事業者が、規則で定め
るところにより知事に届け出て、技術指針に基づき、規則で定める環境影響評
価の項目を選定し当該事業の実施が環境に及ぼす影響について調査等を行う場
合は、この条 ( この項を除く。) から第４７条までの規定は適用しない。

（調査計画書の送付等）
第４１条  知事は、前条第１項の規定による調査計画書の提出があつたときは、
遅滞なく、規則で定めるところにより、環境に影響が及ぶと予想される地域を、
当該対象事業が実施されることを周知する地域 ( 以下「周知地域」という。)
と定め、調査計画書の写しを当該地域を管轄する特別区の区長及び市町村長
( 以下「周知地域区市町村長」という。) に送付しなければならない。

（審議会への諮問）
第４２条　知事は、周知地域を定めたときは、調査計画書の写しを審議会に送
付するとともに、第４６条第１項の規定による調査計画書審査意見書の作成に
ついて、審議会に諮問しなければならない。

（近隣県市町村長との協議）
第４３条　第１５条の規定は、調査計画書について準用する。この場合におい
て、同条中「第１１条」とあるのは「第４０第１項」と、「環境配慮書等」と
あるのは「調査計画書」と、「当該環境配慮書」とあるのは「当該調査計画書」と、

「同条第１項第８号」とあるのは「同項第５号」と、「当該環境配慮書等」とあ
るのは「当該調査計画書」と、「対象計画に係る計画段階環境影響評価」とあ
るのは「対象事業に係る事業段階環境影響評価」と読み替えるものとする。
　
第２節　調査計画書に関する周知及び意見

（調査計画書についての公示及び縦覧）
第４４条　知事は、第４０条第１項の規定による調査計画書の提出があつた
ときは、遅滞なく、当該調査計画書の提出があつた旨その他規則で定める事項
を公示し、当該調査計画書を、公示の日から起算して１０日間、規則で定める
ところにより縦覧に供しなければならない。

（都民等の意見）
第４５条　第１８条及び第１９条の規定は、前条の規定により縦覧に供された
調査計画書について準用する。この場合において、第１８条第１項中「第１６条」
とあるのは「第４４条」と、「環境配慮書」とあるのは「調査計画書」と、「４５日」
とあるのは「２０日」と、同条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「周
知地域区市町村長」と、第１９条第１項中「計画段階関係区市町村長」とある
のは「周知地域区市町村長」と、「環境配慮書」とあるのは「調査計画書」と、「第
１６条」とあるのは「第４４条」と、「４５日」とあるのは「２０日」と、同
条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「周知地域区市町村長」と
読み替えるものとする。
　
第３節　調査計画書審査意見書の作成等

（調査計画書審査意見書の作成）

第４６条  知事は、第４２条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第４０条第１項の規定により提出された調査計画書について、次に掲
げる事項を勘案して、環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見を
記載した調査計画書審査意見書を作成しなければならない。
　①　前条において準用する第１８条第１項の意見書
　②　前条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された周知地域区市

町村長の意見
２　知事は、前項の調査計画書審査意見書を作成したときは、当該調査計画
書審査意見書を事業者に、その写しを周知地域区市町村長に送付するととも
に、その内容を公表するものとする。

（環境影響評価の項目等の選定）
第４７条　事業者は、前条第１項の調査計画書審査意見書の送付を受けたと
きは、調査計画書について、当該調査計画書審査意見書並びに第４５条におい
て準用する第１８条第１項の意見書及び第４５条において準用する第１９条
第１項の求めに応じて提出された周知地域区市町村長の意見を勘案して検討を
加え、環境影響評価の項目及び調査等の手法を選定しなければならない。
２　事業者は、前項の規定により環境影響評価の項目及び調査等の手法を選
定したときは、その選定の結果を書面により知事に報告しなければならない。
　
第４節　評価書案の作成等

（評価書案の作成）
第４８条　事業者は、調査計画書 ( 第２５条、第３３条第４項又は第３４条の
規定により評価書案の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価の手続
を行う場合にあつては環境配慮書、第４０条第４項の規定が適用される場合に
あつては規則で定める環境影響評価の項目について技術指針で定める手法 ) に
基づき、対象事業の実施が環境に及ぼす影響について調査等を行い、規則で定
めるところにより、次に掲げる事項を記載した環境影響評価書案 ( 以下「評価
書案」という。) 及びその概要 ( 以下「評価書案等」という。) を作成し、規則
で定める時期までに知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　事業計画の策定に至つた経過(計画段階環境影響評価を実施したものについては、

その結果の反映内容 )
　④　調査計画書を作成した対象事業については、その修正の経過
　⑤　調査の結果
　⑥　評価項目ごとに環境に及ぼす影響の内容及び程度
　⑦　環境の保全のための措置 ( 当該措置を講ずることとするに至つた検討の状況を含む。)
　⑧　環境に及ぼす影響の評価
　⑨　対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境

に影響を及ぼすおそれのある地域
　⑩　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　第４０条第２項及び第３項の規定は、同条第４項の規定が適用される場合
に行う評価書案等の作成及び提出について準用する。この場合において、同条
第２項及び第３項中「調査計画書」とあるのは、「評価書案等」と読み替える
ものとする。

（事業段階関係地域の決定及び評価書案等の送付等）
第４９条　知事は、前条第１項の規定による評価書案等の提出があつたときは、
遅滞なく、事業段階関係地域 ( 第４５条において準用する第１８条第１項の意
見書及び第４５条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された
周知地域区市町村長の意見並びに事業者の行つた前条第１項の調査等の結果に
照らし、周知地域に追加すべきものと認められる地域を含む。) を定めるととも
に、当該評価書案の写しを事業段階関係区市町村長に送付しなければならない。
２　知事は、前項の規定により事業段階関係地域を定めたときは、その旨を事
業段階関係区市町村長及び事業者に通知するとともに、評価書案等の提出が
あつた旨を当該対象事業に係る許認可権者に通知しなければならない。

（審議会への諮問）
第５０条　知事は、前条第１項の規定により事業段階関係地域を定めたとき
は、第４８条第１項の規定により提出された評価書案等の写しを審議会に送
付するとともに、第５７条第１項の規定による評価書案審査意見書の作成に
ついて、審議会に諮問しなければならない。

（近隣県市町村長との協議）
第５１条　第１５条の規定は、評価書案について準用する。この場合において、
同条中「第１１条」とあるのは「第４８条第１項」と、「環境配慮書等」とあ
るのは「評価書案等」と、「当該環境配慮書」とあるのは「当該評価書案」と、「同
条第１項第８号」とあるのは「同項第９号」と、「対象計画に係る計画段階環
境影響評価」とあるのは「対象事業に係る事業段階環境影響評価」と読み替
えるものとする。
　
第５節　評価書案に関する周知及び意見

（事業段階関係地域及び評価書案についての公示及び縦覧）
第５２条　知事は、第４９条第１項の規定により事業段階関係地域を定めた
ときは、遅滞なく、当該事業段階関係地域の範囲及び評価書案等の提出があ
つた旨その他規則で定める事項を公示し、当該評価書案を、公示の日から起
算して３０日間、規則で定めるところにより縦覧に供しなければならない。

（説明会の開催等）
第５３条　第１７条の規定は、第４８条第１項の規定により提出された評価書
案について準用する。この場合において、第１７条第１項中「前条」とあるの
は「第５２条」と、「環境配慮書」とあるのは「評価書案」と、「計画段階関係地域」
とあるのは「事業段階関係地域」と、同条第３項中「前条」とあるのは「第５２条」
と読み替えるものとする。

（都民等の意見）

し、個別計画にあつては第２５条の規定が適用される場合であつても第４０条
第１項に規定する調査計画書の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価
の手続を求めるものとする。
２　前項に規定する場合において、第２５条の規定により知事が、環境配慮書
に第４０条第１項第４号に規定する対象事業に係る調査等の手法に相当する事
項が記載されたものであると認めるときで、かつ、審議会の意見を聴いた上で
当該対象計画の内容が環境に著しい影響を及ぼすおそれがないと認めるとき
は、個別計画については、第４０条から第４７条までの規定は適用しない。
３　知事は、前２項の場合は、規則で定めるところにより、書面によりその旨
を事業者に通知するとともに公表するものとする。

（計画段階環境影響評価の手続における都民等の意見聴取に係る手続の特例）
第２８条　事業者は、対象計画の策定に当たつては、知事の承認を得て、第１８
条から第２０条までに規定する都民及び計画段階関係区市町村長の意見の聴取
に代わるものとして、自ら当該対象計画に係る環境配慮書の内容について規則
で定める方法により、都民等の意見の聴取を行うことができる。
２　事業者は、前項に規定する承認を受けようとするときは、規則で定めると
ころにより、知事に申請しなければならない。
３　第１項の場合においては、事業者は、聴取した都民等の意見の内容等につ
いて、規則で定めるところにより、知事に報告書を提出しなければならない。
４　知事は、前項の報告書の提出があつたときは、その写しを審議会及び計画
段階関係区市町村長に送付するものとする。
　
第４節　計画段階環境影響評価の手続において評価書案の作成等に相
            当する環境影響評価を行う場合の特例

（特例環境配慮書の作成等及び評価書案の作成等の免除の申請）
第２９条　個別計画に係る計画段階環境影響評価の手続において、技術指針に
基づき第４８条第１項に規定する評価書案の作成等に相当する環境影響評価を
行おうとする事業者で、当該個別計画について第４０条から第５７条までに規
定する評価書案の作成等の免除を受けようとするものは、第１１条第１項に規
定する環境配慮書に第４８条第１項に規定する評価書案に相当する内容を記載
したもの ( 以下「特例環境配慮書」という。) 及びその概要 ( 以下「特例環境
配慮書等」という。) を作成し、知事に提出するとともに、規則で定める書面
により、知事に申請しなければならない。

（特例環境配慮書等の送付及び計画段階関係地域の決定）
第３０条　知事は、前条に規定する申請書の提出があつたときは、第１１条第
１項第８号に規定する地域を管轄する特別区の区長及び市町村長に特例環境配
慮書等の写し及び当該申請書の写しを送付し、当該特別区の区長及び市町村長
の意見を聴いた上で、規則で定める期間内に計画段階関係地域を定めなければ
ならない。
２　知事は、前項の規定により計画段階関係地域を定めたときは、その旨を計
画段階関係区市町村長及び事業者に通知しなければならない。

（審議会への諮問）
第３１条　知事は、前条第１項の規定により計画段階関係地域を定めたときは、
第２９条の規定により提出された特例環境配慮書等の写し及び申請書の写しを
審議会に送付するとともに、第３３条第１項の規定による特例環境配慮書審査
意見書の作成及び当該申請書の内容について、審議会に諮問しなければならない。

（特例環境配慮書に係る見解書の作成）
第３２条　第２９条に規定する申請を行つた事業者は、第３５条において準用
する第１８条第１項の意見書及び第３５条において準用する第１９条第２項の
計画段階関係区市町村長の意見を記載した書面の写しの送付を受けたときは、
これらの意見書等に対する見解を明らかにするために、規則で定めるところに
より、次に掲げる事項を記載した特例環境配慮書に係る見解書を作成し、知事
に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地 )
　②　対象計画の案の名称、目的及び内容
　③　第３０条の規定により知事が定めた計画段階関係地域
　④　第３５条において準用する第１８条第１項の意見書及び第３５条において準用す

る第１９条第１項の求めに応じて提出された計画段階関係区市町村長の意見の概要
　⑤　前号に掲げる意見書及び意見についての事業者の見解
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　第１６条、第２０条及び第２８条の規定は、前項の規定により提出され
た見解書について準用する。この場合において、第１６条中「第１３条」とあ
るのは「第３０条第１項」と、「環境配慮書等」とあるのは「見解書」と、「当該
環境配慮書」とあるのは「当該見解書」と、「３０日間」とあるのは「２０日間」と、
第２０条第１項中「第１６条」とあるのは「第３２条第２項において準用する
第１６条」と、「第１１条」とあるのは「第３２条第１項」と、「環境配慮書」と
あるのは「見解書 ( 第２９条の規定により提出された特例環境配慮書を含む。)」
と、「第１８条第１項」とあるのは「第３５条において準用する第１８条第１項」
と、第２８条中「第１８条から第２０条まで」とあるのは「第３２条第２項に
おいて準用する第２０条」と、「都民及び計画段階関係区市町村長」とあるの
は「都民」と、「環境配慮書」とあるのは「見解書」と、「都民等」とあるのは「都民」
と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書審査意見書の作成）
第３３条　知事は、第３１条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第２９条の規定により提出された特例環境配慮書について、第２２条
第１項第１号から第３号までに掲げる事項及び前条第１項の規定による見解書
を勘案して、特例環境配慮書審査意見書を作成しなければならない。
２　知事は、前項の特例環境配慮書審査意見書を作成したときは、当該特例
環境配慮書審査意見書を事業者に、その写しを計画段階関係区市町村長に送
付するとともに、その内容を公表するものとする。
３　知事は、第２９条の規定により提出された特例環境配慮書に記載された内

容が、次の各号に掲げる場合に該当すると第一項の特例環境配慮書審査意見書
において認めるときは、前項に規定するもののほか、当該各号に掲げる措置を
行うものとする。
　①　第４８条第１項に規定する評価書案に相当するものであると認めるとき。　当該

申請を承認し、規則で定めるところにより、その旨を書面により事業者に通知する
とともに公表すること。

　②　第４８条第１項に規定する評価書案に相当するものでないと認める場合で、第
４０条第１項第４号に規定する対象事業に係る調査等の手法に相当する事項が記
載されていると認めるとき。　第４８条第１項に規定する評価書案の作成及びこれ
に引き続く事業段階環境影響評価の手続を行うことを、規則で定めるところにより、
書面により事業者に通知するとともに公表すること。

　③　第４８条第１項に規定する評価書案に相当するものでないと認める場合で前号に
掲げるもの以外のとき。　第４０条第１項に規定する調査計画書の作成及びこれに引
き続く事業段階環境影響評価の手続を行うことを、規則で定めるところにより、書
面により事業者に通知するとともに公表すること。

４　前項第１号の規定による通知を受けた事業者については第４０条から第
５７条までの規定、同項第２号の規定による通知を受けた事業者については
第４０条から第４７条までの規定は適用しない。

（対象計画が特例環境配慮書と異なる場合の取扱い）
第３４条　知事は、前条第４項の規定にかかわらず、同条第３項第１号又は第
２号に掲げる場合であつて、次条において準用する第２４条第１項の規定によ
り提出された対象計画が、第２９条の規定により提出された特例環境配慮書の
対象計画の案と異なる場合において、当該対象計画の内容が環境に著しい影響
を及ぼすおそれがあると認めるときは、審議会の意見を聴いた上で、事業者に
対し、前条第３項第１号に掲げる場合にあつては第４８条第１項に規定する評
価書案の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価の手続を行うこと、前
条第３項第２号に掲げる場合にあつては第４０条第１項に規定する調査計画書
の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価の手続を行うことを求めるも
のとする。
２　知事は、前項の場合は、規則で定めるところにより、書面によりその旨を
事業者に通知するとともに公表するものとする。

（特例環境配慮書に係る手続）
第３５条　第１１条第３項及び第４項、第１５条から第１９条まで、第２３
条、第２４条並びに第２８条の規定は、第２９条の規定により提出された特例
環境配慮書等について準用する。この場合において、第１１条第３項及び第４
項中「環境配慮書等」とあるのは「特例環境配慮書等」と、第１５条中「第１１条」
とあるのは「第２９条」と、「環境配慮書等」とあるのは「特例環境配慮書等」と、

「当該環境配慮書」とあるのは「当該特例環境配慮書」と、「同条第１項第８号」
とあるのは「第１１条第１項第８号」と、第１６条中「第１３条」とあるのは「第
３０条第１項」と、「環境配慮書等」とあるのは「特例環境配慮書等」と、「当
該環境配慮書」とあるのは「当該特例環境配慮書」と、第１７条中「前条」
とあるのは「第３５条において準用する第１６条」と、「環境配慮書」とある
のは「特例環境配慮書」と、第１８条中「第１６条」とあるのは「第３５条
において準用する第１６条」と、「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と、
第１９条中「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と、「第１６条」と
あるのは「第３５条において準用する第１６条」と、第２３条中「前条第２項」
とあるのは「第３３条第２項」と、「環境配慮書審査意見書」とあるのは「特
例環境配慮書審査意見書」と、第２４条中「次条」とあるのは「第３３条第４項」
と、「評価書案」とあるのは「評価書案、同項に規定する評価書案の作成等の
免除の適用を受ける場合にあつては評価書」と、「環境配慮書審査意見書」と
あるのは「特例環境配慮書審査意見書」と、「第２２条第１項」とあるのは「第
３３条第１項」と、第２８条中「第１８条から第２０条まで」とあるのは「第
３５条において準用する第１８条及び第３５条において準用する第１９条」
と、「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と読み替えるものとする。

（対象計画策定に係る書面による報告の写しの送付）
第３６条　知事は、第３３条第４項の規定により特例の手続を行う事業者か
ら前条において準用する第２４条に規定する対象計画の策定等に係る書面の
提出があつたときは、当該書面の写しを当該対象事業に係る許認可権者に送
付しなければならない。
　
第 5 節　対象計画の変更等

（対象計画の変更の届出等）
第３７条　事業者は、次の各号に掲げる対象計画の種類ごとに当該各号に定め
る時期において、第１１条第１項第１号若しくは第２号に掲げる事項を変更し
ようとするとき、又は対象計画の策定を中止し、若しくは廃止しようとすると
きは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。
ただし、対象計画の案の目的又は内容の変更をしようとする場合において、当
該変更が軽微な変更その他の規則で定める変更に該当するときは、この限りで
ない。
　①　個別計画　第１１条の規定により環境配慮書等を提出してから第４０条第１項

の規定により調査計画書を提出するまで ( 第３３条第４項の規定の適用を受ける
場合にあつては、第２９条の規定により特例環境配慮書等を提出してから第３５
条において準用する第２４条の規定により書面を提出するまで )

　②　広域複合開発計画　第１１条の規定により環境配慮書を提出してから当該広域
複合開発計画が終了するまで

２　知事は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出の内容を公表し
なければならない。
３　第１項の規定による届出のうち、事業者の変更があつた場合においては、
変更前の事業者に係る対象計画について行われたこの条例の規定による手続
は、変更後の事業者に係る対象計画について行われたものとみなす。

（対象計画の内容の変更による手続の再実施）
第３８条　知事は、前条第１項に規定する届出があつた場合で、第１１条第
１項第２号に掲げる事項の変更 ( 個別計画にあつては、同条の規定により環境
配慮書を提出してから第２２条第２項の規定により環境配慮書審査意見書を受
領するまで又は第２９条の規定により特例環境配慮書を提出してから第３３条 
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第２項の規定により特例環境配慮書審査意見書を受領するまでにあつた変更に
限る。) があつた対象計画について、当該変更が環境に著しい影響を及ぼすお
それがあると認めるときは、審議会の意見を聴いた上で、規則で定めるところ
により、当該事業者に対し、既に完了している手続の全部又は一部を再度実施
するよう求めるものとする。

（事情変更による手続）
第３９条　第２５条又は第３３条第４項の規定にかかわらず、知事は、事業
者が第２４条第１項又は第３５条において準用する第２４条第１項の規定に
基づく書面を提出した日から５年を経過した後、当該対象事業に係る事業段階
環境影響評価の手続を始めようとする場合において、計画段階関係地域の状況
が当該書面を提出したときと比較して著しく異なつていることにより環境の保
全上必要があると認めるときは、規則で定めるところにより、当該事業者に対
し、次条第１項に規定する調査計画書の作成及びこれに引き続く事業段階環境
影響評価の手続を求めるものとする。
　
　第３章　事業段階環境影響評価の手続
第１節　調査計画書の作成等

（調査計画書の作成）
第４０条　事業者は、対象事業を実施しようとするときは、技術指針に基づき、
規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した環境影響評価調査計画書
( 以下「調査計画書」という。) を作成し、知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

　　の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　事業計画の策定に至つた経過（計画段階環境影響評価の手続を行つたものについ

ては、その手続の経過を含む。）
　④　対象事業に係る環境影響評価の項目及び調査等の手法 ( 当該手法が決定されてい

ない場合にあつては、対象事業に係る環境影響評価の項目 )
　⑤　対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境

に影響を及ぼすと予想される地域並びにその地域の概況
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　知事は、一又は二以上の事業者が相互に関連する二以上の対象事業を実施
しようとするときは、これらの事業者に対し、これらの対象事業について、併せ
て前項の規定により調査計画書を作成し、提出するよう求めるものとする。
３　二以上の事業者が一の対象事業又は相互に関連する二以上の対象事業を
実施しようとする場合において、これらの事業者のうちから代表する者を定
めたときは、その代表する者が、当該一の対象事業について調査計画書を作
成し、又は当該二以上の対象事業について併せて調査計画書を作成し、提出
しなければならない。
４　良好な環境を確保しつつ都市機能の高度化を推進する地域として規則で定
める地域において規則で定める事業を実施しようとする事業者が、規則で定め
るところにより知事に届け出て、技術指針に基づき、規則で定める環境影響評
価の項目を選定し当該事業の実施が環境に及ぼす影響について調査等を行う場
合は、この条 ( この項を除く。) から第４７条までの規定は適用しない。

（調査計画書の送付等）
第４１条  知事は、前条第１項の規定による調査計画書の提出があつたときは、
遅滞なく、規則で定めるところにより、環境に影響が及ぶと予想される地域を、
当該対象事業が実施されることを周知する地域 ( 以下「周知地域」という。)
と定め、調査計画書の写しを当該地域を管轄する特別区の区長及び市町村長
( 以下「周知地域区市町村長」という。) に送付しなければならない。

（審議会への諮問）
第４２条　知事は、周知地域を定めたときは、調査計画書の写しを審議会に送
付するとともに、第４６条第１項の規定による調査計画書審査意見書の作成に
ついて、審議会に諮問しなければならない。

（近隣県市町村長との協議）
第４３条　第１５条の規定は、調査計画書について準用する。この場合におい
て、同条中「第１１条」とあるのは「第４０第１項」と、「環境配慮書等」と
あるのは「調査計画書」と、「当該環境配慮書」とあるのは「当該調査計画書」と、

「同条第１項第８号」とあるのは「同項第５号」と、「当該環境配慮書等」とあ
るのは「当該調査計画書」と、「対象計画に係る計画段階環境影響評価」とあ
るのは「対象事業に係る事業段階環境影響評価」と読み替えるものとする。
　
第２節　調査計画書に関する周知及び意見

（調査計画書についての公示及び縦覧）
第４４条　知事は、第４０条第１項の規定による調査計画書の提出があつた
ときは、遅滞なく、当該調査計画書の提出があつた旨その他規則で定める事項
を公示し、当該調査計画書を、公示の日から起算して１０日間、規則で定める
ところにより縦覧に供しなければならない。

（都民等の意見）
第４５条　第１８条及び第１９条の規定は、前条の規定により縦覧に供された
調査計画書について準用する。この場合において、第１８条第１項中「第１６条」
とあるのは「第４４条」と、「環境配慮書」とあるのは「調査計画書」と、「４５日」
とあるのは「２０日」と、同条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「周
知地域区市町村長」と、第１９条第１項中「計画段階関係区市町村長」とある
のは「周知地域区市町村長」と、「環境配慮書」とあるのは「調査計画書」と、「第
１６条」とあるのは「第４４条」と、「４５日」とあるのは「２０日」と、同
条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「周知地域区市町村長」と
読み替えるものとする。
　
第３節　調査計画書審査意見書の作成等

（調査計画書審査意見書の作成）

第４６条  知事は、第４２条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第４０条第１項の規定により提出された調査計画書について、次に掲
げる事項を勘案して、環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見を
記載した調査計画書審査意見書を作成しなければならない。
　①　前条において準用する第１８条第１項の意見書
　②　前条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された周知地域区市

町村長の意見
２　知事は、前項の調査計画書審査意見書を作成したときは、当該調査計画
書審査意見書を事業者に、その写しを周知地域区市町村長に送付するととも
に、その内容を公表するものとする。

（環境影響評価の項目等の選定）
第４７条　事業者は、前条第１項の調査計画書審査意見書の送付を受けたと
きは、調査計画書について、当該調査計画書審査意見書並びに第４５条におい
て準用する第１８条第１項の意見書及び第４５条において準用する第１９条
第１項の求めに応じて提出された周知地域区市町村長の意見を勘案して検討を
加え、環境影響評価の項目及び調査等の手法を選定しなければならない。
２　事業者は、前項の規定により環境影響評価の項目及び調査等の手法を選
定したときは、その選定の結果を書面により知事に報告しなければならない。
　
第４節　評価書案の作成等

（評価書案の作成）
第４８条　事業者は、調査計画書 ( 第２５条、第３３条第４項又は第３４条の
規定により評価書案の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価の手続
を行う場合にあつては環境配慮書、第４０条第４項の規定が適用される場合に
あつては規則で定める環境影響評価の項目について技術指針で定める手法 ) に
基づき、対象事業の実施が環境に及ぼす影響について調査等を行い、規則で定
めるところにより、次に掲げる事項を記載した環境影響評価書案 ( 以下「評価
書案」という。) 及びその概要 ( 以下「評価書案等」という。) を作成し、規則
で定める時期までに知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　事業計画の策定に至つた経過(計画段階環境影響評価を実施したものについては、

その結果の反映内容 )
　④　調査計画書を作成した対象事業については、その修正の経過
　⑤　調査の結果
　⑥　評価項目ごとに環境に及ぼす影響の内容及び程度
　⑦　環境の保全のための措置 ( 当該措置を講ずることとするに至つた検討の状況を含む。)
　⑧　環境に及ぼす影響の評価
　⑨　対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境

に影響を及ぼすおそれのある地域
　⑩　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　第４０条第２項及び第３項の規定は、同条第４項の規定が適用される場合
に行う評価書案等の作成及び提出について準用する。この場合において、同条
第２項及び第３項中「調査計画書」とあるのは、「評価書案等」と読み替える
ものとする。

（事業段階関係地域の決定及び評価書案等の送付等）
第４９条　知事は、前条第１項の規定による評価書案等の提出があつたときは、
遅滞なく、事業段階関係地域 ( 第４５条において準用する第１８条第１項の意
見書及び第４５条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された
周知地域区市町村長の意見並びに事業者の行つた前条第１項の調査等の結果に
照らし、周知地域に追加すべきものと認められる地域を含む。) を定めるととも
に、当該評価書案の写しを事業段階関係区市町村長に送付しなければならない。
２　知事は、前項の規定により事業段階関係地域を定めたときは、その旨を事
業段階関係区市町村長及び事業者に通知するとともに、評価書案等の提出が
あつた旨を当該対象事業に係る許認可権者に通知しなければならない。

（審議会への諮問）
第５０条　知事は、前条第１項の規定により事業段階関係地域を定めたとき
は、第４８条第１項の規定により提出された評価書案等の写しを審議会に送
付するとともに、第５７条第１項の規定による評価書案審査意見書の作成に
ついて、審議会に諮問しなければならない。

（近隣県市町村長との協議）
第５１条　第１５条の規定は、評価書案について準用する。この場合において、
同条中「第１１条」とあるのは「第４８条第１項」と、「環境配慮書等」とあ
るのは「評価書案等」と、「当該環境配慮書」とあるのは「当該評価書案」と、「同
条第１項第８号」とあるのは「同項第９号」と、「対象計画に係る計画段階環
境影響評価」とあるのは「対象事業に係る事業段階環境影響評価」と読み替
えるものとする。
　
第５節　評価書案に関する周知及び意見

（事業段階関係地域及び評価書案についての公示及び縦覧）
第５２条　知事は、第４９条第１項の規定により事業段階関係地域を定めた
ときは、遅滞なく、当該事業段階関係地域の範囲及び評価書案等の提出があ
つた旨その他規則で定める事項を公示し、当該評価書案を、公示の日から起
算して３０日間、規則で定めるところにより縦覧に供しなければならない。

（説明会の開催等）
第５３条　第１７条の規定は、第４８条第１項の規定により提出された評価書
案について準用する。この場合において、第１７条第１項中「前条」とあるの
は「第５２条」と、「環境配慮書」とあるのは「評価書案」と、「計画段階関係地域」
とあるのは「事業段階関係地域」と、同条第３項中「前条」とあるのは「第５２条」
と読み替えるものとする。

（都民等の意見）

し、個別計画にあつては第２５条の規定が適用される場合であつても第４０条
第１項に規定する調査計画書の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価
の手続を求めるものとする。
２　前項に規定する場合において、第２５条の規定により知事が、環境配慮書
に第４０条第１項第４号に規定する対象事業に係る調査等の手法に相当する事
項が記載されたものであると認めるときで、かつ、審議会の意見を聴いた上で
当該対象計画の内容が環境に著しい影響を及ぼすおそれがないと認めるとき
は、個別計画については、第４０条から第４７条までの規定は適用しない。
３　知事は、前２項の場合は、規則で定めるところにより、書面によりその旨
を事業者に通知するとともに公表するものとする。

（計画段階環境影響評価の手続における都民等の意見聴取に係る手続の特例）
第２８条　事業者は、対象計画の策定に当たつては、知事の承認を得て、第１８
条から第２０条までに規定する都民及び計画段階関係区市町村長の意見の聴取
に代わるものとして、自ら当該対象計画に係る環境配慮書の内容について規則
で定める方法により、都民等の意見の聴取を行うことができる。
２　事業者は、前項に規定する承認を受けようとするときは、規則で定めると
ころにより、知事に申請しなければならない。
３　第１項の場合においては、事業者は、聴取した都民等の意見の内容等につ
いて、規則で定めるところにより、知事に報告書を提出しなければならない。
４　知事は、前項の報告書の提出があつたときは、その写しを審議会及び計画
段階関係区市町村長に送付するものとする。
　
第４節　計画段階環境影響評価の手続において評価書案の作成等に相
            当する環境影響評価を行う場合の特例

（特例環境配慮書の作成等及び評価書案の作成等の免除の申請）
第２９条　個別計画に係る計画段階環境影響評価の手続において、技術指針に
基づき第４８条第１項に規定する評価書案の作成等に相当する環境影響評価を
行おうとする事業者で、当該個別計画について第４０条から第５７条までに規
定する評価書案の作成等の免除を受けようとするものは、第１１条第１項に規
定する環境配慮書に第４８条第１項に規定する評価書案に相当する内容を記載
したもの ( 以下「特例環境配慮書」という。) 及びその概要 ( 以下「特例環境
配慮書等」という。) を作成し、知事に提出するとともに、規則で定める書面
により、知事に申請しなければならない。

（特例環境配慮書等の送付及び計画段階関係地域の決定）
第３０条　知事は、前条に規定する申請書の提出があつたときは、第１１条第
１項第８号に規定する地域を管轄する特別区の区長及び市町村長に特例環境配
慮書等の写し及び当該申請書の写しを送付し、当該特別区の区長及び市町村長
の意見を聴いた上で、規則で定める期間内に計画段階関係地域を定めなければ
ならない。
２　知事は、前項の規定により計画段階関係地域を定めたときは、その旨を計
画段階関係区市町村長及び事業者に通知しなければならない。

（審議会への諮問）
第３１条　知事は、前条第１項の規定により計画段階関係地域を定めたときは、
第２９条の規定により提出された特例環境配慮書等の写し及び申請書の写しを
審議会に送付するとともに、第３３条第１項の規定による特例環境配慮書審査
意見書の作成及び当該申請書の内容について、審議会に諮問しなければならない。

（特例環境配慮書に係る見解書の作成）
第３２条　第２９条に規定する申請を行つた事業者は、第３５条において準用
する第１８条第１項の意見書及び第３５条において準用する第１９条第２項の
計画段階関係区市町村長の意見を記載した書面の写しの送付を受けたときは、
これらの意見書等に対する見解を明らかにするために、規則で定めるところに
より、次に掲げる事項を記載した特例環境配慮書に係る見解書を作成し、知事
に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地 )
　②　対象計画の案の名称、目的及び内容
　③　第３０条の規定により知事が定めた計画段階関係地域
　④　第３５条において準用する第１８条第１項の意見書及び第３５条において準用す

る第１９条第１項の求めに応じて提出された計画段階関係区市町村長の意見の概要
　⑤　前号に掲げる意見書及び意見についての事業者の見解
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　第１６条、第２０条及び第２８条の規定は、前項の規定により提出され
た見解書について準用する。この場合において、第１６条中「第１３条」とあ
るのは「第３０条第１項」と、「環境配慮書等」とあるのは「見解書」と、「当該
環境配慮書」とあるのは「当該見解書」と、「３０日間」とあるのは「２０日間」と、
第２０条第１項中「第１６条」とあるのは「第３２条第２項において準用する
第１６条」と、「第１１条」とあるのは「第３２条第１項」と、「環境配慮書」と
あるのは「見解書 ( 第２９条の規定により提出された特例環境配慮書を含む。)」
と、「第１８条第１項」とあるのは「第３５条において準用する第１８条第１項」
と、第２８条中「第１８条から第２０条まで」とあるのは「第３２条第２項に
おいて準用する第２０条」と、「都民及び計画段階関係区市町村長」とあるの
は「都民」と、「環境配慮書」とあるのは「見解書」と、「都民等」とあるのは「都民」
と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書審査意見書の作成）
第３３条　知事は、第３１条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第２９条の規定により提出された特例環境配慮書について、第２２条
第１項第１号から第３号までに掲げる事項及び前条第１項の規定による見解書
を勘案して、特例環境配慮書審査意見書を作成しなければならない。
２　知事は、前項の特例環境配慮書審査意見書を作成したときは、当該特例
環境配慮書審査意見書を事業者に、その写しを計画段階関係区市町村長に送
付するとともに、その内容を公表するものとする。
３　知事は、第２９条の規定により提出された特例環境配慮書に記載された内

容が、次の各号に掲げる場合に該当すると第一項の特例環境配慮書審査意見書
において認めるときは、前項に規定するもののほか、当該各号に掲げる措置を
行うものとする。
　①　第４８条第１項に規定する評価書案に相当するものであると認めるとき。　当該

申請を承認し、規則で定めるところにより、その旨を書面により事業者に通知する
とともに公表すること。

　②　第４８条第１項に規定する評価書案に相当するものでないと認める場合で、第
４０条第１項第４号に規定する対象事業に係る調査等の手法に相当する事項が記
載されていると認めるとき。　第４８条第１項に規定する評価書案の作成及びこれ
に引き続く事業段階環境影響評価の手続を行うことを、規則で定めるところにより、
書面により事業者に通知するとともに公表すること。

　③　第４８条第１項に規定する評価書案に相当するものでないと認める場合で前号に
掲げるもの以外のとき。　第４０条第１項に規定する調査計画書の作成及びこれに引
き続く事業段階環境影響評価の手続を行うことを、規則で定めるところにより、書
面により事業者に通知するとともに公表すること。

４　前項第１号の規定による通知を受けた事業者については第４０条から第
５７条までの規定、同項第２号の規定による通知を受けた事業者については
第４０条から第４７条までの規定は適用しない。

（対象計画が特例環境配慮書と異なる場合の取扱い）
第３４条　知事は、前条第４項の規定にかかわらず、同条第３項第１号又は第
２号に掲げる場合であつて、次条において準用する第２４条第１項の規定によ
り提出された対象計画が、第２９条の規定により提出された特例環境配慮書の
対象計画の案と異なる場合において、当該対象計画の内容が環境に著しい影響
を及ぼすおそれがあると認めるときは、審議会の意見を聴いた上で、事業者に
対し、前条第３項第１号に掲げる場合にあつては第４８条第１項に規定する評
価書案の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価の手続を行うこと、前
条第３項第２号に掲げる場合にあつては第４０条第１項に規定する調査計画書
の作成及びこれに引き続く事業段階環境影響評価の手続を行うことを求めるも
のとする。
２　知事は、前項の場合は、規則で定めるところにより、書面によりその旨を
事業者に通知するとともに公表するものとする。

（特例環境配慮書に係る手続）
第３５条　第１１条第３項及び第４項、第１５条から第１９条まで、第２３
条、第２４条並びに第２８条の規定は、第２９条の規定により提出された特例
環境配慮書等について準用する。この場合において、第１１条第３項及び第４
項中「環境配慮書等」とあるのは「特例環境配慮書等」と、第１５条中「第１１条」
とあるのは「第２９条」と、「環境配慮書等」とあるのは「特例環境配慮書等」と、

「当該環境配慮書」とあるのは「当該特例環境配慮書」と、「同条第１項第８号」
とあるのは「第１１条第１項第８号」と、第１６条中「第１３条」とあるのは「第
３０条第１項」と、「環境配慮書等」とあるのは「特例環境配慮書等」と、「当
該環境配慮書」とあるのは「当該特例環境配慮書」と、第１７条中「前条」
とあるのは「第３５条において準用する第１６条」と、「環境配慮書」とある
のは「特例環境配慮書」と、第１８条中「第１６条」とあるのは「第３５条
において準用する第１６条」と、「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と、
第１９条中「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と、「第１６条」と
あるのは「第３５条において準用する第１６条」と、第２３条中「前条第２項」
とあるのは「第３３条第２項」と、「環境配慮書審査意見書」とあるのは「特
例環境配慮書審査意見書」と、第２４条中「次条」とあるのは「第３３条第４項」
と、「評価書案」とあるのは「評価書案、同項に規定する評価書案の作成等の
免除の適用を受ける場合にあつては評価書」と、「環境配慮書審査意見書」と
あるのは「特例環境配慮書審査意見書」と、「第２２条第１項」とあるのは「第
３３条第１項」と、第２８条中「第１８条から第２０条まで」とあるのは「第
３５条において準用する第１８条及び第３５条において準用する第１９条」
と、「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と読み替えるものとする。

（対象計画策定に係る書面による報告の写しの送付）
第３６条　知事は、第３３条第４項の規定により特例の手続を行う事業者か
ら前条において準用する第２４条に規定する対象計画の策定等に係る書面の
提出があつたときは、当該書面の写しを当該対象事業に係る許認可権者に送
付しなければならない。
　
第 5 節　対象計画の変更等

（対象計画の変更の届出等）
第３７条　事業者は、次の各号に掲げる対象計画の種類ごとに当該各号に定め
る時期において、第１１条第１項第１号若しくは第２号に掲げる事項を変更し
ようとするとき、又は対象計画の策定を中止し、若しくは廃止しようとすると
きは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。
ただし、対象計画の案の目的又は内容の変更をしようとする場合において、当
該変更が軽微な変更その他の規則で定める変更に該当するときは、この限りで
ない。
　①　個別計画　第１１条の規定により環境配慮書等を提出してから第４０条第１項

の規定により調査計画書を提出するまで ( 第３３条第４項の規定の適用を受ける
場合にあつては、第２９条の規定により特例環境配慮書等を提出してから第３５
条において準用する第２４条の規定により書面を提出するまで )

　②　広域複合開発計画　第１１条の規定により環境配慮書を提出してから当該広域
複合開発計画が終了するまで

２　知事は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出の内容を公表し
なければならない。
３　第１項の規定による届出のうち、事業者の変更があつた場合においては、
変更前の事業者に係る対象計画について行われたこの条例の規定による手続
は、変更後の事業者に係る対象計画について行われたものとみなす。

（対象計画の内容の変更による手続の再実施）
第３８条　知事は、前条第１項に規定する届出があつた場合で、第１１条第
１項第２号に掲げる事項の変更 ( 個別計画にあつては、同条の規定により環境
配慮書を提出してから第２２条第２項の規定により環境配慮書審査意見書を受
領するまで又は第２９条の規定により特例環境配慮書を提出してから第３３条 
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ころにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称　
　③　工事着手の予定年月日
　④　工事完了の予定年月日
　⑤　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　知事は、前項の規定による届出があつたときは、遅滞なく、当該届出の内
容を公示するとともに、届出があつた旨を事業段階関係区市町村長に通知しな
ければならない。

（事後調査報告書の作成等）
第６７条　事業者は、対象事業に係る工事に着手した後において、第６５条第
１項の規定により提出した事後調査計画書に基づき事後調査を行い、その結果
を記載した事後調査報告書 ( 以下「事後調査報告書」という。) を作成し、規
則で定めるところにより知事に提出しなければならない。　　
２　知事は、前項の規定による事後調査報告書の提出があつたときは、その内
容を公表するとともに、当該事後調査報告書の写しを事業段階関係区市町村長
に送付しなければならない。
３　知事は、第１項の規定による事後調査報告書の提出があつた場合におい
て、必要があると認めるときは審議会の意見を聴いた上、当該事後調査報告
書の内容を審査し、当該対象事業が環境に著しい影響を及ぼすおそれがある
と認めるときは、直ちに、当該事業者に対し、環境の保全について必要な措
置を講ずることを求めるとともに、当該対象事業に係る環境に著しい影響を
及ぼすおそれがあると認める行為について法令又は条例に基づく規制その他
の措置をとる権限を有する者に対し、当該法令又は条例に基づく規制その他
の措置をとるよう要請しなければならない。

（工事完了の届出等）
第６８条　事業者は、対象事業に係る工事が完了したときは、遅滞なく、その
旨を知事に届け出なければならない。
２　第６６条第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。
　
　第５章　審議会

（設置）
第６９条　この条例によりその権限に属させられた事項並びに知事の諮問に応
じ環境影響評価及び事後調査に関する重要事項を調査審議させるため、知事の
附属機関として、審議会を置く。

（組織）
第７０条　審議会は、委員４０人以内をもつて組織する。
２　特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、審議会に臨時委員を
置くことができる。
３　委員及び臨時委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が委嘱する。

（専門員）
第７１条　専門の事項を調査させるため必要があるときは、審議会に専門員を
置くことができる。
２　専門員は、学識経験を有する者のうちから、知事が委嘱する。

（委員等の任期）
第７２条　委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。
ただし、再任を妨げない。
２　臨時委員の任期は、特別の事項に関する調査審議が終了するまでとする。
３　専門員の任期は、専門の事項に関する調査が終了するまでとする。

（会長の選任等）
第７３条　審議会に会長を置く。
２　会長は、委員が互選する。
３　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
４　会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代
理する。

（招集）
第７４条　審議会は、知事が招集する。

（事業者等の出席等）
第７４条の２　審議会は、第６９条の規定による調査審議を行うため必要があ
るときは、事業者その他関係者の出席を求め、説明を聴き、又は事業者その他
関係者から資料の提出を求めることができる。

（運営事項の委任）
第７５条　この章に規定するもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、
規則で定める。
　
　第６章　法の対象事業に係る手続等
第１節　配慮書等に係る知事の意見書の作成

（配慮書等に係る知事の意見書の作成等）
第７５条の２　知事は、事業者から配慮書 ( 環境影響評価法 ( 平成９年法律第
８１号。以下「法」という。) 第３条の３第１項に規定する配慮書をいう。以
下同じ。) の案又は配慮書 ( 以下この条において「配慮書等」という。) につい
て法第３条の７第１項の規定により意見を求められたときは、当該配慮書等に
ついて、審議会の意見を聴いた上で、環境の保全の見地から審査し、その結果
に基づく意見を記載した知事の意見書を作成するものとする。
２　知事は、前項の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付する
とともに、その内容を公表するものとする。
　
第１節の２　第２種事業に係る判定手続

（届出書面の送付等 ) 
第７６条　知事は、法第４条第１項各号に定める者 ( 以下「主任の大臣等」と

いう。) から、法第４条第２項に規定する届出に係る書面の写しの送付を受け
たときは、その写しを同項に規定する区域を管轄する区市町村長に送付すると
ともに、規則で定める期間を指定して法の規定による環境影響評価その他の手
続が行われる必要があるかどうかについての意見を求めるものとする。

（第２種事業の判定に係る知事の意見書の作成等）
第７７条　知事は、前条に規定する区市町村長の意見が述べられたときは、こ
れを勘案して、法の規定による環境影響評価その他の手続が行われる必要があ
るかどうかについての意見書を作成し、これを主任の大臣等に送付するととも
に、当該区市町村長にその写しを送付しなければならない。
２　知事は、前項の知事の意見書を作成したときは、その内容を公表するもの
とする。

（第２種事業に係る判定結果の送付）
第７８条  知事は、法第４条第３項の規定による通知を受けたときは、その写
しを法第４条第２項に規定する区域を管轄する区市町村長及び審議会へ送付す
るものとする。
　
第２節　方法書に係る知事の意見書の作成

（審議会への諮問）
第７９条　知事は、法第６条第１項の規定により事業者から方法書の送付を
受けたときは、その写しを審議会に送付するとともに、方法書に係る知事の
意見書の作成について、審議会に諮問しなければならない。

（方法書に係る区市町村長の意見）
第８０条　知事は、法第１０条第１項の規定による知事の意見書の作成に当た
り、法第６条第１項に規定する地域を管轄する区市町村長に対して、法第１０
条第２項の規定により、規則で定める期間を指定して環境の保全の見地からの
意見を求めるものとする。
２　知事は、前項の求めに応じて、法第６条第１項に規定する地域を管轄する
区市町村長の意見が提出されたときは、審議会に送付しなければならない。

（方法書についての意見の概要の写しの送付）
第８１条　知事は、法第９条の書類の送付を受けたときは、その写しを審議会
に送付しなければならない。

（方法書に係る知事の意見書の作成等）
第８２条　知事は、第７９条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、法第６条第１項の規定により送付された方法書について、次に掲げる
事項を勘案して環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見を記載し
た知事の意見書を作成しなければならない。
　①　法第９条により送付された方法書についての意見の概要
　②　第８０条第１項の求めに応じて提出された区市町村長の意見
２　前項の知事の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付すると
ともに、その写しを法第６条第１項に規定する地域を管轄する区市町村長に送
付し、その内容を公表するものとする。

（環境影響評価の項目等の選定に係る報告）
第８３条　知事は、事業者が法第１１条の規定により環境影響評価の項目及
び調査等の手法を選定したときは、事業者に対し、その内容について書面に
より報告を求めることができる。
２　知事は、前項の報告があつたときは、その内容を公表するものとする。
　
第３節　準備書に係る知事の意見書の作成

（審議会への諮問）
第８４条　知事は、法第１５条の規定により事業者から準備書及びこれを要約
した書類の送付を受けたときは、その写しを審議会に送付するとともに、準備
書に係る知事の意見書の作成について、審議会に諮問しなければならない。
２　知事は、法第１９条の規定により事業者から準備書についての意見の概要
及び当該意見についての事業者の見解を記載した書面の送付を受けたときは、
その写しを審議会に送付しなければならない。

（準備書に係る区市町村長の意見）
第８５条　法第２０条第１項の規定による知事の意見書の作成については、第
８０条の規定を準用する。この場合において、同条第１項中「法第６条第１項
に規定する地域」とあるのは「法第１５条に規定する関係地域」と、「法第１
０条第２項」とあるのは「法第２０条第２項」と、同条第２項中「法第６条第
１項に規定する地域」とあるのは「法第１５条に規定する関係地域」と読み替
えるものとする。

（都民の意見を聴く会の開催等）
第８６条　知事は、法第１９条の書類の送付を受けた後、法第１５条の規定
により送付された準備書の内容について都民の意見を聴くため、第２０条の
例により都民の意見を聴く会を開催しなければならない。
２　知事は、前項の都民の意見を聴く会を開催したときは、その記録を作成し、
その写しを事業者、法第１５条に規定する関係地域を管轄する区市町村長及び
審議会に送付しなければならない。

（準備書に係る知事の意見書の作成等）
第８７条　知事は、第８４条第１項の規定による諮問について審議会の答申
を受けたときは、法第１５条の規定により送付された準備書について、次に
掲げる事項を勘案して環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見
を記載した知事の意見書を作成しなければならない。
　①　法第１９条の規定により送付された準備書についての意見の概要及び当該意見に

ついての事業者の見解
　②　第８５条において準用する第８０条第１項に規定する求めに応じて提出された法

第１５条に規定する関係地域を管轄する区市町村長の意見
２  前項の知事の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付すると
ともに、その写しを法第１５条に規定する関係地域を管轄する区市町村長に送
付し、その内容を公表するものとする。

第５４条　第１８条及び第１９条の規定は、第４８条第１項の規定により提
出された評価書案について準用する。この場合において、第１８条第１項中「第
１６条」とあるのは「第５２条」と、「環境配慮書」とあるのは「評価書案」と、
同条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「事業段階関係区市町
村長」と、第１９条第１項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「事業
段階関係区市町村長」と、「環境配慮書」とあるのは「評価書案」と、「第１６条」
とあるのは「第５２条」と、同条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあ
るのは「事業段階関係区市町村長」と読み替えるものとする。
　
第６節　評価書案に係る見解書の作成等

（評価書案に係る見解書の作成等）  
第５５条　事業者は、前条において準用する第１８条第１項の意見書及び前
条において準用する第１９条第２項の事業段階関係区市町村長の意見を記し
た書面の写しの送付を受けたときは、これらの意見書等に対する見解を明ら
かにするために、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した評
価書案に係る見解書を作成し、知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　第４９条第１項の規定により知事が定めた事業段階関係地域　
　④　前条において準用する第１８条第１項の意見書及び前条において準用する第１９

条第１項の求めに応じて提出された事業段階関係区市町村長の意見の概要
　⑤　前号に掲げる意見書及び意見についての事業者の見解
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　知事は、前項の規定による見解書の提出があつたときは、遅滞なく、当該
見解書の提出があつた旨その他規則で定める事項を公示し、当該見解書を、公
示の日から起算して２０日間、規則で定めるところにより縦覧に供するとと
もに、当該見解書の写しを事業段階関係区市町村長及び審議会に送付しなけ
ればならない。

（都民の意見を聴く会の開催等）
第５６条　知事は、前条第２項の縦覧期間を経過した後、第４８条第１項の
規定により提出された評価書案及び前条第１項の規定により提出された評価
書案に係る見解書の内容について都民の意見を聴くため、都民の意見を聴く
会を開催しなければならない。ただし、第５４条において準用する第１８条
第１項の意見書の提出がない場合は、この限りでない。
２　第２０第２項から第５項までの規定は前項の都民の意見を聴く会につい
て準用する。この場合において、第２０条第３項中「計画段階関係区市町村長」
とあるのは「事業段階関係区市町村長」と読み替えるものとする。
　
第７節　評価書案審査意見書の作成等

（評価書案審査意見書の作成等）
第５７条　知事は、第５０条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第４８条第１項の規定により提出された評価書案について、次に掲げ
る事項を勘案して、環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見を記
載した評価書案審査意見書を作成しなければならない。
　①　第４５条及び第５４条において準用する第１８条第１項の意見書
　②　第４５条及び第５４条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出され

た事業段階関係区市町村長の意見
　③　第５５条第１項の規定により提出された見解書
　④　前条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記録された都民の意見

を聴く会の意見
２　知事は、前項の規定により評価書案審査意見書を作成したときは、当該
評価書案審査意見書を事業者に、その写しを事業段階関係区市町村長に送付
するとともに、その内容を公表するものとする。
　
第８節　評価書の作成等

（評価書の作成）
第５８条　事業者は、前条第２項の規定による評価書案審査意見書の送付を
受けたときは、第４８条第１項の規定により作成した評価書案について、当
該評価書案審査意見書並びに第５４条において準用する第１８条第１項の意
見書、第５４条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された
事業段階関係区市町村長の意見及び第５６条第２項において準用する第２０
条第３項の規定により記録された都民の意見を聴く会の意見に基づき検討を
加え、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した環境影響評価
書 ( 以下「評価書」という。) 及びその概要 ( 以下「評価書等」という。) を作成し、
知事に提出しなければならない。
　①　第４８条第１項各号に掲げる事項
　②　前号に掲げる事項のうち、当該評価書案を修正したものについては、その経過
　③　第５５条第１項第３号から第５号までに掲げる事項
　④　第５６条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記録された都民の

意見を聴く会の意見の概要
　⑤　前条第１項の規定により作成された評価書案審査意見書に記載された知事の意見
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　前項の規定にかかわらず、事業者は、第３３条第４項の規定により評価書
の提出から事業段階環境影響評価の手続を行う場合には、第３５条において準
用する第２４条第１項の規定による書面を知事に提出した後、第２９条の規定
により作成した特例環境配慮書について、第３３条第１項の特例環境配慮書審
査意見書、第３５条において準用する第１８条第１項の意見書、第３５条にお
いて準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された計画段階関係区市町村
長の意見及び第３２条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記
録された都民の意見を聴く会の意見に基づき検討を加え、規則で定めるところ
により、次に掲げる事項を記載した評価書等を作成し、知事に提出しなければ
ならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　事業計画の策定に至つた経過 ( 計画段階環境影響評価を実施した結果の反映内容

を含む。)
　④　調査の結果
　⑤　評価項目ごとに環境に及ぼす影響の内容及び程度
　⑥　環境の保全のための措置 ( 当該措置を講ずることとするに至つた検討の状況を含む。)
　⑦　環境に及ぼす影響の評価
　⑧　対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境

に影響を及ぼすおそれのある地域
　⑨　第３２条第１項第３号から第５号までに掲げる事項
　⑩   第３２条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記録された都民の

意見を聴く会の意見の概要
　⑪   第３３条第１項の規定により作成された特例環境配慮書審査意見書に記載された

知事の意見
　⑫   対象事業に係る環境影響評価の項目及び調査等の手法
　⑬   前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
３　前項の場合において、第３０条第１項の規定により定めた計画段階関係地
域は、事業段階関係地域とみなす。

（評価書についての公示、縦覧等）
第５９条　知事は、前条の規定による評価書等の提出があつたときは、遅滞な
く、当該対象事業に係る許認可権者にその写しを送付するとともに、当該評価
書等の提出があつた旨その他規則で定める事項を公示し、当該評価書を、公示
の日から起算して１５日間、規則で定めるところにより縦覧に供しなければな
らない。
２　知事は、前項の規定による公示をしたときは、前条の規定により提出され
た評価書等の写しを、事業段階関係区市町村長及び第５１条において準用する
第１５条の規定により評価書案の写しを送付した近隣県市町村長 ( 前条第２項
の場合にあつては、同条第３項の規定により事業段階関係地域とみなされた地
域における近隣県市町村長 ) に送付しなければならない。

（許認可権者への要請）
第６０条　知事は、前条第１項の規定により評価書等の写しを許認可権者に
送付するときは、当該許認可権者に対し、当該対象事業の実施についての許
認可等を行うに際して当該評価書の内容について十分配慮するよう要請しな
ければならない。

（対象事業の実施の制限）
第６１条　事業者は、第５９条第１項の規定による公示の日までは、当該対
象事業を実施してはならない。
　
第９節　対象事業の変更等
( 変更の届出等 )
第６２条　事業者は、第４０条第１項の規定により調査計画書を提出してから
( 第２５条及び第４０条第４項の規定の適用を受けた場合にあつては第４８条
第１項の規定により評価書案等を提出してから、第３３条第４項の規定の適用
を受けた場合にあつては第３５条において準用する第２４条の規定により書面
を提出してから ) 第６８条第１項の規定による工事完了の届出がなされるまで
の間に、第４０条第１項第１号若しくは第２号に掲げる事項を変更しようとす
るとき、又は対象事業の実施を中止し、若しくは廃止しようとするときは、規
則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。ただし、
対象事業の目的又は内容の変更をしようとする場合において、当該変更が軽微
な変更その他の規則で定める変更に該当するときは、この限りでない。
２　知事は、前項の規定による届出があつたときは、遅滞なく、当該届出の内
容を公表しなければならない。
３　第１項の規定による届出のうち事業者の変更の届出があつた場合において
は、変更前の事業者に係る対象事業について行われたこの条例の規定による手
続は、変更後の事業者に係る対象事業について行われたものとみなす。

（事業内容の変更による手続の再実施）
第６３条　知事は、前条第１項の規定による変更の届出があつた対象事業につ
いて、当該変更が環境に著しい影響を及ぼすおそれがあると認めるときは、審
議会の意見を聴いた上で、当該事業者に対し、既に完了している手続の全部又
は一部を再度実施するよう求めるものとする。

（事情変更による手続の再実施）
第６４条　知事は、事業者が第５９条第１項の縦覧期間が満了した日から５
年を経過した後当該対象事業に係る工事に着手しようとする場合において、
関係地域の状況が当該縦覧期間満了のときと比較して著しく異なつているこ
とにより環境の保全上必要があると認めるときは、当該事業者に対し、既に
完了している手続の全部又は一部を再度実施するよう求めるものとする。
　
　第４章　事後調査の手続

（事後調査計画書の提出等）
第６５条　事業者は、第５８条の規定により提出した評価書に記載された予測
及び評価の項目について、事後調査を実施するための計画書 ( 以下「事後調査
計画書」という。) を作成し、次条の規定による着工の届出とともに知事に提
出しなければならない。
２　知事は、前項の規定による事後調査計画書の提出があつたときは、遅滞な
く、その写しを事業段階関係区市町村長に送付するとともに、その内容を公表
しなければならない。
３　事後調査計画書は、知事があらかじめ事後調査の項目、方法、範囲その他
の事項について審議会の意見を聴いて定める基準に基づき、作成するものとす
る。

（着工の届出等）
第６６条　事業者は、対象事業に係る工事に着手するときは、規則で定めると
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ころにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称　
　③　工事着手の予定年月日
　④　工事完了の予定年月日
　⑤　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　知事は、前項の規定による届出があつたときは、遅滞なく、当該届出の内
容を公示するとともに、届出があつた旨を事業段階関係区市町村長に通知しな
ければならない。

（事後調査報告書の作成等）
第６７条　事業者は、対象事業に係る工事に着手した後において、第６５条第
１項の規定により提出した事後調査計画書に基づき事後調査を行い、その結果
を記載した事後調査報告書 ( 以下「事後調査報告書」という。) を作成し、規
則で定めるところにより知事に提出しなければならない。　　
２　知事は、前項の規定による事後調査報告書の提出があつたときは、その内
容を公表するとともに、当該事後調査報告書の写しを事業段階関係区市町村長
に送付しなければならない。
３　知事は、第１項の規定による事後調査報告書の提出があつた場合におい
て、必要があると認めるときは審議会の意見を聴いた上、当該事後調査報告
書の内容を審査し、当該対象事業が環境に著しい影響を及ぼすおそれがある
と認めるときは、直ちに、当該事業者に対し、環境の保全について必要な措
置を講ずることを求めるとともに、当該対象事業に係る環境に著しい影響を
及ぼすおそれがあると認める行為について法令又は条例に基づく規制その他
の措置をとる権限を有する者に対し、当該法令又は条例に基づく規制その他
の措置をとるよう要請しなければならない。

（工事完了の届出等）
第６８条　事業者は、対象事業に係る工事が完了したときは、遅滞なく、その
旨を知事に届け出なければならない。
２　第６６条第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。
　
　第５章　審議会

（設置）
第６９条　この条例によりその権限に属させられた事項並びに知事の諮問に応
じ環境影響評価及び事後調査に関する重要事項を調査審議させるため、知事の
附属機関として、審議会を置く。

（組織）
第７０条　審議会は、委員４０人以内をもつて組織する。
２　特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、審議会に臨時委員を
置くことができる。
３　委員及び臨時委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が委嘱する。

（専門員）
第７１条　専門の事項を調査させるため必要があるときは、審議会に専門員を
置くことができる。
２　専門員は、学識経験を有する者のうちから、知事が委嘱する。

（委員等の任期）
第７２条　委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。
ただし、再任を妨げない。
２　臨時委員の任期は、特別の事項に関する調査審議が終了するまでとする。
３　専門員の任期は、専門の事項に関する調査が終了するまでとする。

（会長の選任等）
第７３条　審議会に会長を置く。
２　会長は、委員が互選する。
３　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
４　会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代
理する。

（招集）
第７４条　審議会は、知事が招集する。

（事業者等の出席等）
第７４条の２　審議会は、第６９条の規定による調査審議を行うため必要があ
るときは、事業者その他関係者の出席を求め、説明を聴き、又は事業者その他
関係者から資料の提出を求めることができる。

（運営事項の委任）
第７５条　この章に規定するもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、
規則で定める。
　
　第６章　法の対象事業に係る手続等
第１節　配慮書等に係る知事の意見書の作成

（配慮書等に係る知事の意見書の作成等）
第７５条の２　知事は、事業者から配慮書 ( 環境影響評価法 ( 平成９年法律第
８１号。以下「法」という。) 第３条の３第１項に規定する配慮書をいう。以
下同じ。) の案又は配慮書 ( 以下この条において「配慮書等」という。) につい
て法第３条の７第１項の規定により意見を求められたときは、当該配慮書等に
ついて、審議会の意見を聴いた上で、環境の保全の見地から審査し、その結果
に基づく意見を記載した知事の意見書を作成するものとする。
２　知事は、前項の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付する
とともに、その内容を公表するものとする。
　
第１節の２　第２種事業に係る判定手続

（届出書面の送付等 ) 
第７６条　知事は、法第４条第１項各号に定める者 ( 以下「主任の大臣等」と

いう。) から、法第４条第２項に規定する届出に係る書面の写しの送付を受け
たときは、その写しを同項に規定する区域を管轄する区市町村長に送付すると
ともに、規則で定める期間を指定して法の規定による環境影響評価その他の手
続が行われる必要があるかどうかについての意見を求めるものとする。

（第２種事業の判定に係る知事の意見書の作成等）
第７７条　知事は、前条に規定する区市町村長の意見が述べられたときは、こ
れを勘案して、法の規定による環境影響評価その他の手続が行われる必要があ
るかどうかについての意見書を作成し、これを主任の大臣等に送付するととも
に、当該区市町村長にその写しを送付しなければならない。
２　知事は、前項の知事の意見書を作成したときは、その内容を公表するもの
とする。

（第２種事業に係る判定結果の送付）
第７８条  知事は、法第４条第３項の規定による通知を受けたときは、その写
しを法第４条第２項に規定する区域を管轄する区市町村長及び審議会へ送付す
るものとする。
　
第２節　方法書に係る知事の意見書の作成

（審議会への諮問）
第７９条　知事は、法第６条第１項の規定により事業者から方法書の送付を
受けたときは、その写しを審議会に送付するとともに、方法書に係る知事の
意見書の作成について、審議会に諮問しなければならない。

（方法書に係る区市町村長の意見）
第８０条　知事は、法第１０条第１項の規定による知事の意見書の作成に当た
り、法第６条第１項に規定する地域を管轄する区市町村長に対して、法第１０
条第２項の規定により、規則で定める期間を指定して環境の保全の見地からの
意見を求めるものとする。
２　知事は、前項の求めに応じて、法第６条第１項に規定する地域を管轄する
区市町村長の意見が提出されたときは、審議会に送付しなければならない。

（方法書についての意見の概要の写しの送付）
第８１条　知事は、法第９条の書類の送付を受けたときは、その写しを審議会
に送付しなければならない。

（方法書に係る知事の意見書の作成等）
第８２条　知事は、第７９条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、法第６条第１項の規定により送付された方法書について、次に掲げる
事項を勘案して環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見を記載し
た知事の意見書を作成しなければならない。
　①　法第９条により送付された方法書についての意見の概要
　②　第８０条第１項の求めに応じて提出された区市町村長の意見
２　前項の知事の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付すると
ともに、その写しを法第６条第１項に規定する地域を管轄する区市町村長に送
付し、その内容を公表するものとする。

（環境影響評価の項目等の選定に係る報告）
第８３条　知事は、事業者が法第１１条の規定により環境影響評価の項目及
び調査等の手法を選定したときは、事業者に対し、その内容について書面に
より報告を求めることができる。
２　知事は、前項の報告があつたときは、その内容を公表するものとする。
　
第３節　準備書に係る知事の意見書の作成

（審議会への諮問）
第８４条　知事は、法第１５条の規定により事業者から準備書及びこれを要約
した書類の送付を受けたときは、その写しを審議会に送付するとともに、準備
書に係る知事の意見書の作成について、審議会に諮問しなければならない。
２　知事は、法第１９条の規定により事業者から準備書についての意見の概要
及び当該意見についての事業者の見解を記載した書面の送付を受けたときは、
その写しを審議会に送付しなければならない。

（準備書に係る区市町村長の意見）
第８５条　法第２０条第１項の規定による知事の意見書の作成については、第
８０条の規定を準用する。この場合において、同条第１項中「法第６条第１項
に規定する地域」とあるのは「法第１５条に規定する関係地域」と、「法第１
０条第２項」とあるのは「法第２０条第２項」と、同条第２項中「法第６条第
１項に規定する地域」とあるのは「法第１５条に規定する関係地域」と読み替
えるものとする。

（都民の意見を聴く会の開催等）
第８６条　知事は、法第１９条の書類の送付を受けた後、法第１５条の規定
により送付された準備書の内容について都民の意見を聴くため、第２０条の
例により都民の意見を聴く会を開催しなければならない。
２　知事は、前項の都民の意見を聴く会を開催したときは、その記録を作成し、
その写しを事業者、法第１５条に規定する関係地域を管轄する区市町村長及び
審議会に送付しなければならない。

（準備書に係る知事の意見書の作成等）
第８７条　知事は、第８４条第１項の規定による諮問について審議会の答申
を受けたときは、法第１５条の規定により送付された準備書について、次に
掲げる事項を勘案して環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見
を記載した知事の意見書を作成しなければならない。
　①　法第１９条の規定により送付された準備書についての意見の概要及び当該意見に

ついての事業者の見解
　②　第８５条において準用する第８０条第１項に規定する求めに応じて提出された法

第１５条に規定する関係地域を管轄する区市町村長の意見
２  前項の知事の意見書を作成したときは、当該意見書を事業者に送付すると
ともに、その写しを法第１５条に規定する関係地域を管轄する区市町村長に送
付し、その内容を公表するものとする。

第５４条　第１８条及び第１９条の規定は、第４８条第１項の規定により提
出された評価書案について準用する。この場合において、第１８条第１項中「第
１６条」とあるのは「第５２条」と、「環境配慮書」とあるのは「評価書案」と、
同条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「事業段階関係区市町
村長」と、第１９条第１項中「計画段階関係区市町村長」とあるのは「事業
段階関係区市町村長」と、「環境配慮書」とあるのは「評価書案」と、「第１６条」
とあるのは「第５２条」と、同条第２項中「計画段階関係区市町村長」とあ
るのは「事業段階関係区市町村長」と読み替えるものとする。
　
第６節　評価書案に係る見解書の作成等

（評価書案に係る見解書の作成等）  
第５５条　事業者は、前条において準用する第１８条第１項の意見書及び前
条において準用する第１９条第２項の事業段階関係区市町村長の意見を記し
た書面の写しの送付を受けたときは、これらの意見書等に対する見解を明ら
かにするために、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した評
価書案に係る見解書を作成し、知事に提出しなければならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　第４９条第１項の規定により知事が定めた事業段階関係地域　
　④　前条において準用する第１８条第１項の意見書及び前条において準用する第１９

条第１項の求めに応じて提出された事業段階関係区市町村長の意見の概要
　⑤　前号に掲げる意見書及び意見についての事業者の見解
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　知事は、前項の規定による見解書の提出があつたときは、遅滞なく、当該
見解書の提出があつた旨その他規則で定める事項を公示し、当該見解書を、公
示の日から起算して２０日間、規則で定めるところにより縦覧に供するとと
もに、当該見解書の写しを事業段階関係区市町村長及び審議会に送付しなけ
ればならない。

（都民の意見を聴く会の開催等）
第５６条　知事は、前条第２項の縦覧期間を経過した後、第４８条第１項の
規定により提出された評価書案及び前条第１項の規定により提出された評価
書案に係る見解書の内容について都民の意見を聴くため、都民の意見を聴く
会を開催しなければならない。ただし、第５４条において準用する第１８条
第１項の意見書の提出がない場合は、この限りでない。
２　第２０第２項から第５項までの規定は前項の都民の意見を聴く会につい
て準用する。この場合において、第２０条第３項中「計画段階関係区市町村長」
とあるのは「事業段階関係区市町村長」と読み替えるものとする。
　
第７節　評価書案審査意見書の作成等

（評価書案審査意見書の作成等）
第５７条　知事は、第５０条の規定による諮問について審議会の答申を受けた
ときは、第４８条第１項の規定により提出された評価書案について、次に掲げ
る事項を勘案して、環境の保全の見地から審査し、その結果に基づく意見を記
載した評価書案審査意見書を作成しなければならない。
　①　第４５条及び第５４条において準用する第１８条第１項の意見書
　②　第４５条及び第５４条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出され

た事業段階関係区市町村長の意見
　③　第５５条第１項の規定により提出された見解書
　④　前条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記録された都民の意見

を聴く会の意見
２　知事は、前項の規定により評価書案審査意見書を作成したときは、当該
評価書案審査意見書を事業者に、その写しを事業段階関係区市町村長に送付
するとともに、その内容を公表するものとする。
　
第８節　評価書の作成等

（評価書の作成）
第５８条　事業者は、前条第２項の規定による評価書案審査意見書の送付を
受けたときは、第４８条第１項の規定により作成した評価書案について、当
該評価書案審査意見書並びに第５４条において準用する第１８条第１項の意
見書、第５４条において準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された
事業段階関係区市町村長の意見及び第５６条第２項において準用する第２０
条第３項の規定により記録された都民の意見を聴く会の意見に基づき検討を
加え、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した環境影響評価
書 ( 以下「評価書」という。) 及びその概要 ( 以下「評価書等」という。) を作成し、
知事に提出しなければならない。
　①　第４８条第１項各号に掲げる事項
　②　前号に掲げる事項のうち、当該評価書案を修正したものについては、その経過
　③　第５５条第１項第３号から第５号までに掲げる事項
　④　第５６条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記録された都民の

意見を聴く会の意見の概要
　⑤　前条第１項の規定により作成された評価書案審査意見書に記載された知事の意見
　⑥　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　前項の規定にかかわらず、事業者は、第３３条第４項の規定により評価書
の提出から事業段階環境影響評価の手続を行う場合には、第３５条において準
用する第２４条第１項の規定による書面を知事に提出した後、第２９条の規定
により作成した特例環境配慮書について、第３３条第１項の特例環境配慮書審
査意見書、第３５条において準用する第１８条第１項の意見書、第３５条にお
いて準用する第１９条第１項の求めに応じて提出された計画段階関係区市町村
長の意見及び第３２条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記
録された都民の意見を聴く会の意見に基づき検討を加え、規則で定めるところ
により、次に掲げる事項を記載した評価書等を作成し、知事に提出しなければ
ならない。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象事業の名称、目的及び内容
　③　事業計画の策定に至つた経過 ( 計画段階環境影響評価を実施した結果の反映内容

を含む。)
　④　調査の結果
　⑤　評価項目ごとに環境に及ぼす影響の内容及び程度
　⑥　環境の保全のための措置 ( 当該措置を講ずることとするに至つた検討の状況を含む。)
　⑦　環境に及ぼす影響の評価
　⑧　対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境

に影響を及ぼすおそれのある地域
　⑨　第３２条第１項第３号から第５号までに掲げる事項
　⑩   第３２条第２項において準用する第２０条第３項の規定により記録された都民の

意見を聴く会の意見の概要
　⑪   第３３条第１項の規定により作成された特例環境配慮書審査意見書に記載された

知事の意見
　⑫   対象事業に係る環境影響評価の項目及び調査等の手法
　⑬   前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
３　前項の場合において、第３０条第１項の規定により定めた計画段階関係地
域は、事業段階関係地域とみなす。

（評価書についての公示、縦覧等）
第５９条　知事は、前条の規定による評価書等の提出があつたときは、遅滞な
く、当該対象事業に係る許認可権者にその写しを送付するとともに、当該評価
書等の提出があつた旨その他規則で定める事項を公示し、当該評価書を、公示
の日から起算して１５日間、規則で定めるところにより縦覧に供しなければな
らない。
２　知事は、前項の規定による公示をしたときは、前条の規定により提出され
た評価書等の写しを、事業段階関係区市町村長及び第５１条において準用する
第１５条の規定により評価書案の写しを送付した近隣県市町村長 ( 前条第２項
の場合にあつては、同条第３項の規定により事業段階関係地域とみなされた地
域における近隣県市町村長 ) に送付しなければならない。

（許認可権者への要請）
第６０条　知事は、前条第１項の規定により評価書等の写しを許認可権者に
送付するときは、当該許認可権者に対し、当該対象事業の実施についての許
認可等を行うに際して当該評価書の内容について十分配慮するよう要請しな
ければならない。

（対象事業の実施の制限）
第６１条　事業者は、第５９条第１項の規定による公示の日までは、当該対
象事業を実施してはならない。
　
第９節　対象事業の変更等
( 変更の届出等 )
第６２条　事業者は、第４０条第１項の規定により調査計画書を提出してから
( 第２５条及び第４０条第４項の規定の適用を受けた場合にあつては第４８条
第１項の規定により評価書案等を提出してから、第３３条第４項の規定の適用
を受けた場合にあつては第３５条において準用する第２４条の規定により書面
を提出してから ) 第６８条第１項の規定による工事完了の届出がなされるまで
の間に、第４０条第１項第１号若しくは第２号に掲げる事項を変更しようとす
るとき、又は対象事業の実施を中止し、若しくは廃止しようとするときは、規
則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。ただし、
対象事業の目的又は内容の変更をしようとする場合において、当該変更が軽微
な変更その他の規則で定める変更に該当するときは、この限りでない。
２　知事は、前項の規定による届出があつたときは、遅滞なく、当該届出の内
容を公表しなければならない。
３　第１項の規定による届出のうち事業者の変更の届出があつた場合において
は、変更前の事業者に係る対象事業について行われたこの条例の規定による手
続は、変更後の事業者に係る対象事業について行われたものとみなす。

（事業内容の変更による手続の再実施）
第６３条　知事は、前条第１項の規定による変更の届出があつた対象事業につ
いて、当該変更が環境に著しい影響を及ぼすおそれがあると認めるときは、審
議会の意見を聴いた上で、当該事業者に対し、既に完了している手続の全部又
は一部を再度実施するよう求めるものとする。

（事情変更による手続の再実施）
第６４条　知事は、事業者が第５９条第１項の縦覧期間が満了した日から５
年を経過した後当該対象事業に係る工事に着手しようとする場合において、
関係地域の状況が当該縦覧期間満了のときと比較して著しく異なつているこ
とにより環境の保全上必要があると認めるときは、当該事業者に対し、既に
完了している手続の全部又は一部を再度実施するよう求めるものとする。
　
　第４章　事後調査の手続

（事後調査計画書の提出等）
第６５条　事業者は、第５８条の規定により提出した評価書に記載された予測
及び評価の項目について、事後調査を実施するための計画書 ( 以下「事後調査
計画書」という。) を作成し、次条の規定による着工の届出とともに知事に提
出しなければならない。
２　知事は、前項の規定による事後調査計画書の提出があつたときは、遅滞な
く、その写しを事業段階関係区市町村長に送付するとともに、その内容を公表
しなければならない。
３　事後調査計画書は、知事があらかじめ事後調査の項目、方法、範囲その他
の事項について審議会の意見を聴いて定める基準に基づき、作成するものとす
る。

（着工の届出等）
第６６条　事業者は、対象事業に係る工事に着手するときは、規則で定めると
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１　この条例は、平成３３年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲
げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
　①～②　（省略）
　③　第３７条第１項ただし書及び第６２条第１項ただし書の改正規定　平成３２年４
　　月１日

（計画段階環境影響評価における経過措置）
２　この条例の施行により新たにこの条例による改正後の東京都環境影響評
価条例 ( 以下「新条例」という。) 第２条第２号に規定する対象計画となる計
画 ( 新条例第２条第６号又は第７号の規定に基づく東京都規則の改正 ( この条
例の施行と同時に施行されるものに限る。) により新たに対象計画となるもの
を含む。次項において同じ。) に相当するものを策定しようとする者は、この
条例の施行前においても、新条例第２章の規定の例による環境影響評価の手
続を行うことができる。

（計画段階環境影響評価における経過措置）
３　この条例の施行の際、既に策定されている計画 ( 以下「既定計画」という。)
について、当該施行の日以後にその内容の変更をしようとする場合 ( 軽微な
変更の場合を除く。) で、当該変更後の計画が当該施行により新たに新条例第
２条第２号に規定する対象計画となる計画に相当するものであるときは、事
業者は、東京都規則で定めるところにより知事に届け出なければならない。
ただし、当該既定計画のうち当該変更に係る部分について新条例第２章の規
定が適用される場合又は当該既定計画に基づく対象事業のうち当該変更に係
る部分について新条例第３章若しくは第４章の規定が適用される場合は、こ
の限りでない。
４　知事は、前項の規定による届出があった既定計画の変更について環境の
保全上特に必要があると認めるときは、新条例第２章の適用について事業者
と協議するものとする。
５　前項の規定にかかわらず、附則第３項の規定による届出があった既定計画
が都市計画法 ( 昭和４３年法律第１００号 ) 第１８条第１項、第１９条第１項

又は第２２条第１項の規定により都市計画に定められているものであるとき
は、当該既定計画の変更に係る部分について、新条例の規定による対象計画の
策定とみなし、新条例第２章の規定を適用する。

（事業段階環境影響評価等における経過措置）
６　この条例の施行の際、当該施行により新たに新条例第２条第５号の対象事
業となる事業 ( 新条例第２条第５号の規定に基づく東京都規則の改正 ( この条
例の施行と同時に施行されるものに限る。) により新たに対象事業となるもの
を含む。次項において同じ。) で、新条例第４８条第１項の規則で定める時期
を経過していないものを実施しようとする者は、新条例第３章及び第４章の規
定に基づく環境影響評価及び事後調査の手続を行うものとする。
７　この条例の施行の際、当該施行により新たに新条例第２条第５号の対象事
業となる事業で、既に新条例第４８条第１項の規則で定める時期を経過してい
るものを実施しようとする者は、新条例第３章又は第４章の規定の例による環
境影響評価又は事後調査の手続を行うことができる。
８　前２項の新たに対象事業となる事業を実施しようとする者 ( 新条例第２
条第８号の知事が対象事業を実施しようとする者であると認める者及び新条
例第９２条の事業者に代わる都市計画決定権者を含む。) は、この条例の施行
前においても、当該事業について、新条例第３章又は第４章の規定の例によ
る環境影響評価又は事後調査の手続を行うことができる。
９　附則第１項第１号に定める日前にこの条例による改正前の東京都環境影
響評価条例第９１条第１項各号のいずれかに該当する事業者に対するその事
実の公表については、なお従前の例による。
　
別表（省略）
備考　この表の改築、改良又は設置には、施設更新 ( 既存の施設 ( 建築物、工
作物その他の施設をいう。以下同じ。) の全部又は一部の除却と併せて、当該
施設と同一の敷地において、当該施設と同一の用に供する新たな施設を設け
る行為で規則で定めるものをいう。)を含むものとする。

東京都環境影響評価条例

第４節　法対象事業に係るその他の手続
（法対象事業に係る計画段階環境影響評価等）
第８８条　法第２条第２項に規定する第１種事業及び同条第３項に規定する
第２種事業 ( 法第３条の１０第１項後段の規定による通知に係るものに限る。
以下「通知第２種事業」という。)については、第２章の規定は適用しない。
２　通知第２種事業については、第４０条第１項第３号中「計画段階環境影響
評価の手続」とあるのは「法第３条の１０第１項の規定による手続」と読み替
えて適用する。
３　法第２条第３項に規定する第２種事業 ( 法第３条の１０第１項後段の規定
による通知に係るものを除く。以下「非通知第２種事業」という。)については、
第１１条第２項、第１２条第５項 ( 広域複合開発計画に係る部分に限る。)、
第２５条から第２７条まで、第２章第４節、第３７条第１項第２号及び第３９
条の規定は適用しない。
４　非通知第２種事業については、第２４条第１項中「調査計画書 ( 次条に規
定する調査計画書の作成等の免除の適用を受ける場合にあつては、評価書案 )
を提出するとき」とあるのは「法第４条第１項の規定による届出をするとき、
又は法第６条第１項の規定による送付をするときのいずれか早いとき」と、第
３７条第１項第１号中「第４０条第１項の規定により調査計画書を提出するま
で ( 第３３条第４項の規定の適用を受ける場合にあつては、第２９条の規定に
より特例環境配慮書等を提出してから第３５条において準用する第２４条の規
定により書面を提出するまで )」とあるのは「法第４条第１項の規定による届
出をするとき、又は法第６条第１項の規定による送付をするときのいずれか早
いときまで」と読み替えて適用する。
５　法第２条第４項に規定する対象事業 ( 以下「法対象事業」という。) につ
いては、第１項及び第３項に定めるもののほか、第３章、第９２条及び第９３
条の規定は適用しない。
６　法対象事業については、第６５条第１項中「第５８条の規定により提出し
た評価書」とあるのは「法第２６条第２項の規定により送付した評価書 ( 東京
都の区域内で実施される事業に係る部分に限る。)」と、同条第２項中「事業
段階関係区市町村長」とあるのは「法第２６条第２項の関係市町村長 ( 東京都
の区域内の特別区及び市町村の長に限る。)」と、第６６条第１項中「対象事
業に係る工事」とあるのは「第８８条第５項に規定する法対象事業に係る工事
( 東京都の区域内で実施される法対象事業に係る工事に限る。)」と、同条第２
項中「事業段階関係区市町村長」とあるのは「法第２６条第２項の関係市町村
長(東京都の区域内の特別区及び市町村の長に限る。)」と、第６７条第１項中「対
象事業に係る工事」とあるのは「第８８条第５項に規定する法対象事業に係る
工事 ( 東京都の区域内で実施される法対象事業に係る工事に限る。)」と、同
条第２項中「事業段階関係区市町村長」とあるのは「法第２６条第２項の関係
市町村長 ( 東京都の区域内の特別区及び市町村の長に限る。)」と、第６８条第１
項中「対象事業に係る工事」とあるのは「第８８条第５項に規定する法対象事
業に係る工事 ( 東京都の区域内で実施される法対象事業に係る工事に限る。)」
と読み替えて適用する。
　
　第７章　雑則

（実地調査への協力要請）
第８９条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、他人の所有し、又
は占有する土地において実地調査を行う必要があるときは、当該土地への立入
りについて、当該土地の所有者又は占有者に協力を求めることができる。

（報告の聴取等）
第９０条　知事は、この条例に定めるもののほか、この条例の施行に必要な限
度において、事業者に必要な事項の報告又は資料の提出を求めることができる。

（公表等）
第９１条　知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該事業
者に対し、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。
　①　この条例に定める手続の全部又は一部を行わなかつたとき。
　②　第１７条第３項 ( 第３５条又は第５３条において準用する場合を含む。) の規定

により説明会の開催を求められて、説明会を開催しなかつたとき。
　③　第６１条の規定に違反して、対象事業を実施したとき。
　④　第２７条、第３８条、第６３条又は第６４条の規定により手続の全部又は一部の

再度の実施を求められて、手続の全部又は一部を再度実施しなかつたとき。
　⑤　前条の規定により報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資料の提出を

せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。
２　知事は、事業者が前項の規定による勧告に従わない場合において、当該事
業者に対し、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与え、その意見に正
当な理由がないと認めるときは、当該事業者の氏名及び住所 (法人にあつては、
名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 ) 並びにその事実を公表しなけ
ればならない。
３　知事は、前項の規定による公表をしたときは、その内容を当該対象事業に
係る許認可権者に通知しなければならない。

（都市計画に定められる対象事業に関する特例）
第９２条　対象事業が都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業又
は同条第５項に規定する都市施設として同法の規定により都市計画に定めら
れる場合については、第４０条から第５８条までに規定する手続のうち事業
者に係る手続及び第６２条第１項に規定する手続のうち第５９条第１項の評
価書の縦覧が終了するまでの間における対象事業の変更又は中止若しくは廃
止の届出については、同法の規定により当該都市計画を定める者 ( 以下「都
市計画決定権者」という。) が事業者に代わり行うものとする。ただし、知事
が都市計画決定権者の意見をあらかじめ聴いて、環境影響評価の手続を事業
者が行うことが適当であると認める場合については、この限りでない。
２　前項の規定により、都市計画決定権者 ( 知事が都市計画決定権者の意見を
あらかじめ聴いて、事業段階環境影響評価の手続を事業者が行うことが適当で
あると認める場合にあつては、事業者 ) が第５８条の規定により評価書を作成
したときは、当該都市計画決定権者又は当該事業者は、都市計画法第１８条第
１項又は第１９条第１項 ( 同法第２１条第２項において準用する場合を含む。)

の規定による当該評価書に係る対象事業について定められる都市計画案の東京
都都市計画審議会又は特別区若しくは市町村が置く都市計画審議会 ( 以下この
条において「東京都都市計画審議会等」という。) への付議と合わせて、東京
都都市計画審議会等に当該評価書を送付するものとする。

（事業者の協力）
第９３条　都市計画決定権者は、事業者に対し、環境影響評価の手続を行う
ために必要な調査等の実施、資料の提供、説明会への出席その他の必要な協
力を求めることができる。
２　事業者は、都市計画決定権者の求めに応じて、必要な調査等の実施等を行
うものとする。

（適用除外）
第９４条　この条例の規定は、災害対策基本法 ( 昭和３６年法律第２２３号 )
第８７条の規定による災害復旧事業その他災害復旧のため緊急に実施する必要
があると知事が認める事業又は再度の災害を防止するためこれらの事業と併せ
て施行することを必要とする事業である対象事業については、適用しない。

（委任）
第９５条　この条例に規定するもののほか、この条例の施行について必要な事
項は、規則で定める。
　
 附　則　（抄）（昭和５５年条例第９６号）　

（施行期日）
１　この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で
定める日から施行する。（ただし書省略）

（経過措置）
２　この条例の施行の際、既に第９条第１項の規則で定める時期を経過してい
る対象事業については、この条例の規定は適用しない。
３　前項の規定にかかわらず、旧都市計画法 ( 大正８年法律第３６号 ) の規定に
よる都市計画の決定がなされた対象事業で、この条例の施行の際、当該対象事
業に係る工事に着手していないものについては、事業者は、この条例の施行の
日から３月以内に、規則で定めるところにより知事に届け出なければならない。
この場合において、知事は、届出があった対象事業について環境の保全上特に
必要があると認めるときは、この条例の規定の適用について事業者と協議して
定めるものとする。
４　第２章の規定は、事業者が民間、国若しくは東京都以外の地方公共団体であ
る場合又はこれらの者が複数連携している場合 ( 東京都とこれらの者とが連携し
ている場合を含む。)は、適用しない。
５　（省略）
　
 附　則（抄）（平成１４年条例第１２７号）　

（施行期日）
１　この条例は、平成１５年１月１日から施行する。（ただし書省略）
２～４　省略

（経過措置）
５　この条例の施行の日前に、この条例による改正前の東京都環境影響評価
条例の規定によりなされた諮問、公示、縦覧、送付その他の行為は、それぞ
れ新条例の相当規定に基づいてなされた行為とみなす。附則第一項ただし書
の改正規定の施行の日前に、同改正規定による改正前の東京都環境影響評価
条例 ( 以下「旧条例」という。) の規定によりなされた諮問等についても同様
とする。
６　附則第１項ただし書の改正規定の施行の際、旧条例第９条第１項の規定
により事業者が調査計画書を知事に提出した事業については当該調査計画書
に係る審査意見書を当該事業者が受領するまで、旧条例第２２条の規定によ
り事業者が評価書案を知事に提出した事業については当該評価書案に係る審
査意見書を当該事業者が受領するまでは、旧条例の規定を適用する。
７　この条例の施行の際、既に策定されている計画 (以下「既定計画」という。)
について、当該施行の日以後にその内容の変更をしようとする場合 ( 軽微な
変更の場合を除く。) で、当該変更後の計画が新条例第２条第２号に規定する
対象計画に相当するものであるときは、事業者は、規則で定めるところによ
り知事に届け出なければならない。ただし、当該既定計画に基づく対象事業
のうち当該変更に係る部分について新条例第３章又は第４章の規定が適用さ
れる場合は、この限りでない。
８　知事は、前項の規定による届出があった既定計画の変更について環境の
保全上特に必要があると認めるときは、新条例第二章の適用について事業者
と協議するものとする。
９　前項の規定にかかわらず、附則第七項の規定による届出があった既定計
画が都市計画法第１８条第１項、第１９条第１項又は第２２条第１項の規定
により都市計画に定められているものであるときは、当該既定計画の変更に
係る部分について、新条例の規定による対象計画の策定とみなし、新条例第
２章の規定を適用する。

 附　則（抄）（平成２5 年条例第 84 号）
（施行期日）
１　この条例は、平成２５年４月１日から施行する。（ただし書省略）

（経過措置）
２　この条例の施行の際、現に事業者 ( この条例による改正後の東京都環境
影響評価条例 ( 以下「改正後の条例」という。) 第２条第８号の事業者をいう。)
が工事 ( 東京都の区域内で実施されるものに限る。) に着手している法対象事
業 ( 改正後の条例第８８条第５項の法対象事業をいう。) に係る東京都環境影
響評価条例の規定の適用については、なお従前の例による。

 附　則（抄）( 平成 30 年条例第 119 号 )
（施行期日）
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１　この条例は、平成３３年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲
げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
　①～②　（省略）
　③　第３７条第１項ただし書及び第６２条第１項ただし書の改正規定　平成３２年４
　　月１日

（計画段階環境影響評価における経過措置）
２　この条例の施行により新たにこの条例による改正後の東京都環境影響評
価条例 ( 以下「新条例」という。) 第２条第２号に規定する対象計画となる計
画 ( 新条例第２条第６号又は第７号の規定に基づく東京都規則の改正 ( この条
例の施行と同時に施行されるものに限る。) により新たに対象計画となるもの
を含む。次項において同じ。) に相当するものを策定しようとする者は、この
条例の施行前においても、新条例第２章の規定の例による環境影響評価の手
続を行うことができる。

（計画段階環境影響評価における経過措置）
３　この条例の施行の際、既に策定されている計画 ( 以下「既定計画」という。)
について、当該施行の日以後にその内容の変更をしようとする場合 ( 軽微な
変更の場合を除く。) で、当該変更後の計画が当該施行により新たに新条例第
２条第２号に規定する対象計画となる計画に相当するものであるときは、事
業者は、東京都規則で定めるところにより知事に届け出なければならない。
ただし、当該既定計画のうち当該変更に係る部分について新条例第２章の規
定が適用される場合又は当該既定計画に基づく対象事業のうち当該変更に係
る部分について新条例第３章若しくは第４章の規定が適用される場合は、こ
の限りでない。
４　知事は、前項の規定による届出があった既定計画の変更について環境の
保全上特に必要があると認めるときは、新条例第２章の適用について事業者
と協議するものとする。
５　前項の規定にかかわらず、附則第３項の規定による届出があった既定計画
が都市計画法 ( 昭和４３年法律第１００号 ) 第１８条第１項、第１９条第１項

又は第２２条第１項の規定により都市計画に定められているものであるとき
は、当該既定計画の変更に係る部分について、新条例の規定による対象計画の
策定とみなし、新条例第２章の規定を適用する。

（事業段階環境影響評価等における経過措置）
６　この条例の施行の際、当該施行により新たに新条例第２条第５号の対象事
業となる事業 ( 新条例第２条第５号の規定に基づく東京都規則の改正 ( この条
例の施行と同時に施行されるものに限る。) により新たに対象事業となるもの
を含む。次項において同じ。) で、新条例第４８条第１項の規則で定める時期
を経過していないものを実施しようとする者は、新条例第３章及び第４章の規
定に基づく環境影響評価及び事後調査の手続を行うものとする。
７　この条例の施行の際、当該施行により新たに新条例第２条第５号の対象事
業となる事業で、既に新条例第４８条第１項の規則で定める時期を経過してい
るものを実施しようとする者は、新条例第３章又は第４章の規定の例による環
境影響評価又は事後調査の手続を行うことができる。
８　前２項の新たに対象事業となる事業を実施しようとする者 ( 新条例第２
条第８号の知事が対象事業を実施しようとする者であると認める者及び新条
例第９２条の事業者に代わる都市計画決定権者を含む。) は、この条例の施行
前においても、当該事業について、新条例第３章又は第４章の規定の例によ
る環境影響評価又は事後調査の手続を行うことができる。
９　附則第１項第１号に定める日前にこの条例による改正前の東京都環境影
響評価条例第９１条第１項各号のいずれかに該当する事業者に対するその事
実の公表については、なお従前の例による。
　
別表（省略）
備考　この表の改築、改良又は設置には、施設更新 ( 既存の施設 ( 建築物、工
作物その他の施設をいう。以下同じ。) の全部又は一部の除却と併せて、当該
施設と同一の敷地において、当該施設と同一の用に供する新たな施設を設け
る行為で規則で定めるものをいう。)を含むものとする。

東京都環境影響評価条例

第４節　法対象事業に係るその他の手続
（法対象事業に係る計画段階環境影響評価等）
第８８条　法第２条第２項に規定する第１種事業及び同条第３項に規定する
第２種事業 ( 法第３条の１０第１項後段の規定による通知に係るものに限る。
以下「通知第２種事業」という。)については、第２章の規定は適用しない。
２　通知第２種事業については、第４０条第１項第３号中「計画段階環境影響
評価の手続」とあるのは「法第３条の１０第１項の規定による手続」と読み替
えて適用する。
３　法第２条第３項に規定する第２種事業 ( 法第３条の１０第１項後段の規定
による通知に係るものを除く。以下「非通知第２種事業」という。)については、
第１１条第２項、第１２条第５項 ( 広域複合開発計画に係る部分に限る。)、
第２５条から第２７条まで、第２章第４節、第３７条第１項第２号及び第３９
条の規定は適用しない。
４　非通知第２種事業については、第２４条第１項中「調査計画書 ( 次条に規
定する調査計画書の作成等の免除の適用を受ける場合にあつては、評価書案 )
を提出するとき」とあるのは「法第４条第１項の規定による届出をするとき、
又は法第６条第１項の規定による送付をするときのいずれか早いとき」と、第
３７条第１項第１号中「第４０条第１項の規定により調査計画書を提出するま
で ( 第３３条第４項の規定の適用を受ける場合にあつては、第２９条の規定に
より特例環境配慮書等を提出してから第３５条において準用する第２４条の規
定により書面を提出するまで )」とあるのは「法第４条第１項の規定による届
出をするとき、又は法第６条第１項の規定による送付をするときのいずれか早
いときまで」と読み替えて適用する。
５　法第２条第４項に規定する対象事業 ( 以下「法対象事業」という。) につ
いては、第１項及び第３項に定めるもののほか、第３章、第９２条及び第９３
条の規定は適用しない。
６　法対象事業については、第６５条第１項中「第５８条の規定により提出し
た評価書」とあるのは「法第２６条第２項の規定により送付した評価書 ( 東京
都の区域内で実施される事業に係る部分に限る。)」と、同条第２項中「事業
段階関係区市町村長」とあるのは「法第２６条第２項の関係市町村長 ( 東京都
の区域内の特別区及び市町村の長に限る。)」と、第６６条第１項中「対象事
業に係る工事」とあるのは「第８８条第５項に規定する法対象事業に係る工事
( 東京都の区域内で実施される法対象事業に係る工事に限る。)」と、同条第２
項中「事業段階関係区市町村長」とあるのは「法第２６条第２項の関係市町村
長(東京都の区域内の特別区及び市町村の長に限る。)」と、第６７条第１項中「対
象事業に係る工事」とあるのは「第８８条第５項に規定する法対象事業に係る
工事 ( 東京都の区域内で実施される法対象事業に係る工事に限る。)」と、同
条第２項中「事業段階関係区市町村長」とあるのは「法第２６条第２項の関係
市町村長 ( 東京都の区域内の特別区及び市町村の長に限る。)」と、第６８条第１
項中「対象事業に係る工事」とあるのは「第８８条第５項に規定する法対象事
業に係る工事 ( 東京都の区域内で実施される法対象事業に係る工事に限る。)」
と読み替えて適用する。
　
　第７章　雑則

（実地調査への協力要請）
第８９条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、他人の所有し、又
は占有する土地において実地調査を行う必要があるときは、当該土地への立入
りについて、当該土地の所有者又は占有者に協力を求めることができる。

（報告の聴取等）
第９０条　知事は、この条例に定めるもののほか、この条例の施行に必要な限
度において、事業者に必要な事項の報告又は資料の提出を求めることができる。

（公表等）
第９１条　知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該事業
者に対し、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。
　①　この条例に定める手続の全部又は一部を行わなかつたとき。
　②　第１７条第３項 ( 第３５条又は第５３条において準用する場合を含む。) の規定
により説明会の開催を求められて、説明会を開催しなかつたとき。

　③　第６１条の規定に違反して、対象事業を実施したとき。
　④　第２７条、第３８条、第６３条又は第６４条の規定により手続の全部又は一部の
再度の実施を求められて、手続の全部又は一部を再度実施しなかつたとき。

　⑤　前条の規定により報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資料の提出を
せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。

２　知事は、事業者が前項の規定による勧告に従わない場合において、当該事
業者に対し、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与え、その意見に正
当な理由がないと認めるときは、当該事業者の氏名及び住所 (法人にあつては、
名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 ) 並びにその事実を公表しなけ
ればならない。
３　知事は、前項の規定による公表をしたときは、その内容を当該対象事業に
係る許認可権者に通知しなければならない。

（都市計画に定められる対象事業に関する特例）
第９２条　対象事業が都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業又
は同条第５項に規定する都市施設として同法の規定により都市計画に定めら
れる場合については、第４０条から第５８条までに規定する手続のうち事業
者に係る手続及び第６２条第１項に規定する手続のうち第５９条第１項の評
価書の縦覧が終了するまでの間における対象事業の変更又は中止若しくは廃
止の届出については、同法の規定により当該都市計画を定める者 ( 以下「都
市計画決定権者」という。) が事業者に代わり行うものとする。ただし、知事
が都市計画決定権者の意見をあらかじめ聴いて、環境影響評価の手続を事業
者が行うことが適当であると認める場合については、この限りでない。
２　前項の規定により、都市計画決定権者 ( 知事が都市計画決定権者の意見を
あらかじめ聴いて、事業段階環境影響評価の手続を事業者が行うことが適当で
あると認める場合にあつては、事業者 ) が第５８条の規定により評価書を作成
したときは、当該都市計画決定権者又は当該事業者は、都市計画法第１８条第
１項又は第１９条第１項 ( 同法第２１条第２項において準用する場合を含む。)

の規定による当該評価書に係る対象事業について定められる都市計画案の東京
都都市計画審議会又は特別区若しくは市町村が置く都市計画審議会 ( 以下この
条において「東京都都市計画審議会等」という。) への付議と合わせて、東京
都都市計画審議会等に当該評価書を送付するものとする。

（事業者の協力）
第９３条　都市計画決定権者は、事業者に対し、環境影響評価の手続を行う
ために必要な調査等の実施、資料の提供、説明会への出席その他の必要な協
力を求めることができる。
２　事業者は、都市計画決定権者の求めに応じて、必要な調査等の実施等を行
うものとする。

（適用除外）
第９４条　この条例の規定は、災害対策基本法 ( 昭和３６年法律第２２３号 )
第８７条の規定による災害復旧事業その他災害復旧のため緊急に実施する必要
があると知事が認める事業又は再度の災害を防止するためこれらの事業と併せ
て施行することを必要とする事業である対象事業については、適用しない。

（委任）
第９５条　この条例に規定するもののほか、この条例の施行について必要な事
項は、規則で定める。
　
 附　則　（抄）（昭和５５年条例第９６号）　

（施行期日）
１　この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で
定める日から施行する。（ただし書省略）

（経過措置）
２　この条例の施行の際、既に第９条第１項の規則で定める時期を経過してい
る対象事業については、この条例の規定は適用しない。
３　前項の規定にかかわらず、旧都市計画法 ( 大正８年法律第３６号 ) の規定に
よる都市計画の決定がなされた対象事業で、この条例の施行の際、当該対象事
業に係る工事に着手していないものについては、事業者は、この条例の施行の
日から３月以内に、規則で定めるところにより知事に届け出なければならない。
この場合において、知事は、届出があった対象事業について環境の保全上特に
必要があると認めるときは、この条例の規定の適用について事業者と協議して
定めるものとする。
４　第２章の規定は、事業者が民間、国若しくは東京都以外の地方公共団体であ
る場合又はこれらの者が複数連携している場合 ( 東京都とこれらの者とが連携し
ている場合を含む。)は、適用しない。
５　（省略）
　
 附　則（抄）（平成１４年条例第１２７号）　

（施行期日）
１　この条例は、平成１５年１月１日から施行する。（ただし書省略）
２～４　省略

（経過措置）
５　この条例の施行の日前に、この条例による改正前の東京都環境影響評価
条例の規定によりなされた諮問、公示、縦覧、送付その他の行為は、それぞ
れ新条例の相当規定に基づいてなされた行為とみなす。附則第一項ただし書
の改正規定の施行の日前に、同改正規定による改正前の東京都環境影響評価
条例 ( 以下「旧条例」という。) の規定によりなされた諮問等についても同様
とする。
６　附則第１項ただし書の改正規定の施行の際、旧条例第９条第１項の規定
により事業者が調査計画書を知事に提出した事業については当該調査計画書
に係る審査意見書を当該事業者が受領するまで、旧条例第２２条の規定によ
り事業者が評価書案を知事に提出した事業については当該評価書案に係る審
査意見書を当該事業者が受領するまでは、旧条例の規定を適用する。
７　この条例の施行の際、既に策定されている計画 (以下「既定計画」という。)
について、当該施行の日以後にその内容の変更をしようとする場合 ( 軽微な
変更の場合を除く。) で、当該変更後の計画が新条例第２条第２号に規定する
対象計画に相当するものであるときは、事業者は、規則で定めるところによ
り知事に届け出なければならない。ただし、当該既定計画に基づく対象事業
のうち当該変更に係る部分について新条例第３章又は第４章の規定が適用さ
れる場合は、この限りでない。
８　知事は、前項の規定による届出があった既定計画の変更について環境の
保全上特に必要があると認めるときは、新条例第二章の適用について事業者
と協議するものとする。
９　前項の規定にかかわらず、附則第七項の規定による届出があった既定計
画が都市計画法第１８条第１項、第１９条第１項又は第２２条第１項の規定
により都市計画に定められているものであるときは、当該既定計画の変更に
係る部分について、新条例の規定による対象計画の策定とみなし、新条例第
２章の規定を適用する。

 附　則（抄）（平成２5 年条例第 84 号）
（施行期日）
１　この条例は、平成２５年４月１日から施行する。（ただし書省略）

（経過措置）
２　この条例の施行の際、現に事業者 ( この条例による改正後の東京都環境
影響評価条例 ( 以下「改正後の条例」という。) 第２条第８号の事業者をいう。)
が工事 ( 東京都の区域内で実施されるものに限る。) に着手している法対象事
業 ( 改正後の条例第８８条第５項の法対象事業をいう。) に係る東京都環境影
響評価条例の規定の適用については、なお従前の例による。

 附　則（抄）( 平成 30 年条例第 119 号 )
（施行期日）
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平成31年3月29日最終改正（規則第74号）

　第一章　総則
（趣旨）
第１条　この規則は、東京都環境影響評価条例 ( 昭和５５年東京都条例第９６
号。以下「条例」という。) の施行について必要な事項を定めるものとする。

（用語）  
第２条　この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（対象事業の要件）
第３条　条例第２条第５号の規則で定める要件は、別表第１の第１欄に掲げ
る事業の種類ごとに、同表の第２欄に定める内容及びこれに対応する第３欄
に定める対象事業の規模とする。

（個別計画の要件等）
第４条　条例第２条第６号の規則で定める要件は、別表第１の第１欄に掲げ
る事業の種類ごとに、同表の第２欄に定める内容及びこれに対応する第４欄
に定める個別計画の規模とする。
2　条例第２条第６号の規則で定める基本的な事項は、施設の構造又は配置と
する。

（広域複合開発計画の面積等）
第５条　条例第２条第７号の規則で定める面積は、３０ヘクタールとする。
２　条例第２条第７号の規則で定める基本的な事項は、計画において想定する
人口 ( 以下「計画人口」という。) 及び住宅用、業務用、商業用その他の用途
別の土地利用の計画 ( 以下「用途別土地利用計画」という。) とする。

（環境影響評価の項目）
第６条　条例第９条の規則で定める環境影響評価の項目は、大気汚染、悪臭、
騒音・振動、水質汚濁、土壌汚染、地盤、地形・地質、水循環、生物・生態系、日影、
電波障害、風環境、景観、史跡・文化財、自然との触れ合い活動の場、廃棄物、
温室効果ガスその他知事が定める項目とする。
　
　第２章　計画段階環境影響評価の手続
第１節　環境配慮書の作成等

（複数の対象計画案の要件）
第７条　条例第１１条第１項の規則で定める要件は、次の各号に掲げる対象
計画の区分に応じ当該各号に定める要件とする。
　①　個別計画　施設の構造又は配置及び環境の保全のための措置
　②　広域複合開発計画　計画人口、用途別土地利用計画及び環境の保全のための措置

（環境配慮書の作成等）
第８条　条例第１１条第１項の規定による環境配慮書の作成は、別表第２に
掲げる環境配慮書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　環境配慮書等の提出は、環境配慮書等提出書 ( 別記第１号様式 ) に添付し
て行わなければならない。 
３　環境配慮書等の提出部数は、８０部とする。ただし、知事が必要と認める
ときは、提出部数を増加し、又は減じることができる。
４　知事は、環境配慮書等の提出を受けたときは、環境配慮書等受付書 ( 別記
第２号様式 ) を当該環境配慮書等を提出した者に交付するものとする。

（複数の対象計画案を策定できない場合の書面の提出）
第９条　条例第１２条第１項の規定による複数の対象計画案を策定できない
場合の書面の提出は、複数の対象計画案の不策定に係る書面提出書 ( 別記第
３号様式 ) に添付して行わなければならない。
２　複数の対象計画案を策定できない場合の書面の提出部数は、５０部とす
る。ただし、知事が必要と認めるときは、提出部数を増加し、又は減じるこ
とができる。

（複数の対象計画案の策定に係る報告）
第１０条　条例第１２条第５項各号の規定による報告は、複数の対象計画案
の策定に係る報告書 ( 別記第４号様式 ) により行わなければならない。
２　前条第２項の規定は、前項の複数の対象計画案の策定に係る報告書 ( 別記
第４号様式別紙に限る。) の提出部数について準用する。

（複数の対象計画案の策定に係る承認又は不承認の通知）
第１１条　条例第１２条第６項各号の規定による通知は、複数の対象計画案の
策定に係る報告書承認(不承認)通知書(別記第５号様式)により行うものとする。

（計画段階関係地域）
第１２条　条例第１３条に規定する計画段階関係地域は、次に掲げる地域とする。
　①　複数の対象計画案を策定する地域
　②　既に入手している情報によつて、一以上の環境影響評価の項目に係る環境に影響

が及ぶおそれがあると判断される地域
　
第２節　環境配慮書に関する周知及び意見 

（環境配慮書についての公示）
第１３条　条例第１６条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )　
　②　対象計画の案の名称及び種類
　③　対象計画の案の内容の概略
　④　環境影響評価の項目
　⑤　調査等の手法の概略 ( 条例第１１条第２項の規定による記載がある場合に限る。)
　⑥　環境に及ぼす影響の予測及び評価の概略
　⑦　条例第１６条の規定により環境配慮書を縦覧に供する期間 ( 以下「縦覧期間」と

いう。)、時間 ( 以下「縦覧時間」という。) 及び場所 ( 以下「縦覧場所」という。)
　⑧　都民の意見書の提出期間及び提出先 ( 条例第２８条第１項の規定により事業者が条例

第１８条第１項に規定する都民の意見書の提出に相当する手続を行う場合を除く。)
　⑨　都民等の意見聴取に係る手続の特例に関する事項 ( 条例第２８条第１項の規定により

事業者が都民又は計画段階関係区市町村長の意見の聴取を行う場合に限る。)
　⑩　その他必要な事項

（縦覧期間等）
第１４条　縦覧期間のうち、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律 ( 昭和
２３年法律第１７８号 ) に規定する休日並びに１月２日、同月３日及び１２月
２９日から同月３１日までの日は、休日とする。
２　１月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日までの日は、
縦覧期間の日数には算入しない。
３　縦覧時間は、午前９時３０分から午後４時３０分までとする。

（縦覧場所）
第１５条　縦覧場所は、次に掲げる場所とする。
　①　計画段階関係地域内又は計画段階関係地域の周辺の地域において、知事が指定する場所
　②　東京都環境局
　③　東京都多摩環境事務所
　④　前３号に掲げるもののほか、知事が必要と認める場所 

（縦覧者の遵守事項）
第１６条　条例第１６条の規定により縦覧に供された環境配慮書を縦覧する
者 ( 以下「縦覧者」という。) は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
　①　環境配慮書を縦覧場所から持ち出さないこと。
　②　環境配慮書を汚損し、又は損傷しないこと。
　③　他の縦覧者に迷惑を及ぼさないこと。
　④　係員の指示があつた場合には、それに従うこと。
２　知事は、前項の規定に違反した者に対し、縦覧を停止し、又は禁止するこ
とができる。

（環境配慮書についての説明会等実施計画届）
第１７条　条例第１７条第２項の規定による届出は、条例第１３条の規定によ
る通知を受けた日から起算して１０日以内に、説明会等実施計画届 ( 別記第６
号様式 ) により行わなければならない。

（環境配慮書についての説明会実施状況報告書等）
第１８条　条例第１７条第５項の規定による説明会を開催したときの報告は、
条例第１６条の規定により縦覧に供された期間の満了の日 ( 条例第１７条第３
項の規定により付された期限の日が当該縦覧に供された期間を経過した後であ
る場合にあつては、その期限の日 ) から起算して５日以内に、説明会実施状況
報告書 ( 別記第７号様式 ) により行わなければならない。
２　前条の説明会等実施計画届により届け出た日時若しくは場所において条例
第１７条第１項の説明会を開催しなかつたとき又は同条第３項の規定により知
事が開催するよう求めた説明会を開催しなかつたときの同条第５項の規定によ
る報告は、説明会不開催理由報告書 ( 別記第８号様式 ) により、説明会を開催
しないことが確定した後直ちに行わなければならない。

（環境配慮書についての都民の意見書の記載事項）
第１９条　条例第１８条第１項の意見書には、次に掲げる事項を記載するもの
とする。
　①　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、名称、代表者の氏名及び東京都の

区域内に存する事務所又は事業所の所在地 )
　②　対象計画の案の名称
　③　環境の保全の見地からの意見
　
第３節　都民の意見を聴く会の運営等

（公述の申出）
第２０条　条例第２０条第１項の規定により開催される都民の意見を聴く会
( 以下「都民の意見を聴く会」という。) において意見を述べようとする者は、
書面によりその旨を公示の日から起算して１５日以内に知事に申し出なければ
ならない。
２　前項の書面には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
　①　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、名称、代表者の氏名及び東京都の

区域内に存する事務所又は事業所の所在地並びに都民の意見を聴く会において意
見を述べようとする者の氏名、住所及び役職名 )

　②　対象計画の案の名称
　③　意見の要旨

（公述人の選定）
第２１条　知事は、前条第１項の規定により申し出た者のうちから、都民の意
見を聴く会において意見を述べることができる者 ( 以下「公述人」という。) を、
別に定めるところにより選定することができる。
２　知事は、公述人を選定したときは、その旨を前条第１項の規定により申し
出た者に通知するものとする。

（公述の内容の範囲）
第２２条　公述人は、環境配慮書の内容について、環境の保全の見地からの意
見を述べるものとする。

（事業者又は参考人の出席）
第２３条　知事は、必要があると認めるときは、都民の意見を聴く会に事業者
又は参考人の出席を求めることができる。

（都民の意見を聴く会の議長）

第２４条　都民の意見を聴く会の議長は、東京都職員のうちから、知事が指名
する。
２　都民の意見を聴く会の議長は、都民の意見を聴く会の秩序を維持するた
め、都民の意見を聴く会の運営に関し必要な措置をとることができる。
　
第４節　事業者の意見を聴く会の運営等

（事業者の意見を聴く会の運営等）
第２５条　前２条の規定は、条例第２１条第１項の規定により開催される事
業者の意見を聴く会について準用する。この場合において、第２３条中「事
業者又は参考人」とあるのは「参考人」と読み替えるものとする。
　
第５節　対象計画を策定した場合の報告等

（対象計画を策定した場合の報告等）
第２６条　条例第２４条第１項の規定による対象計画を策定した場合の書面の
提出は、対象計画策定に係る書面提出書 ( 別記第９号様式 ) に添付して行わな
ければならない。
２　条例第２４条第２項の規定による対象計画を策定しない場合の書面の提出
は、対象計画策定状況報告書(別記第１０号様式)により行わなければならない。

（計画段階環境影響評価の手続の免除の申請等）
第２７条　条例第２６条第１項に規定する広域複合開発計画を構成する個別計
画に係る計画段階環境影響評価の手続の免除の申請は、計画段階環境影響評価
手続免除申請書 ( 別記第１１号様式 ) により行わなければならない。
２　条例第２６条第２項の規定による通知は、計画段階環境影響評価手続免除
承認 ( 不承認 ) 通知書 ( 別記第１２号様式 ) により行うものとする。

（対象計画が環境配慮書と異なる場合の手続の通知）
第２８条　条例第２７条第３項の規定による通知は、環境影響評価手続実施通
知書 ( 別記第１３号様式 ) により行うものとする。

（環境配慮書についての都民等の意見聴取に係る手続の特例）
第２９条　条例第２８条第１項の規則で定める方法は、事業者が対象計画の策
定に反映させるために行う都民又は区長若しくは市町村長の意見の聴取に併せ
て環境配慮書の内容についての意見の聴取を行う方法であつて、次の各号に掲
げる場合に応じ、当該各号に定めるものとする。
　①　事業者が条例第１８条第１項に規定する都民の意見書の提出に相当する手続を行
　　おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、その名称、代表者の氏名及び東
　　　　京都の区域内に存する事務所又は事業所の所在地 )、対象計画の案の名称並びに
　　　　環境の保全の見地からの意見を記載した意見書の提出を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見書の提出期間が、条例第１６条の公示の日から４５日以上で
　　　　あること。
　　　ハ　イに規定する意見書の提出期間及び提出先について、東京都の公報又は広報
　　　　紙、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認め
　　　　る方法により計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　②　事業者が条例第１９条第１項に規定する計画段階関係区市町村長に対する意見の
　　聴取に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　計画段階関係区市町村長に環境の保全の見地からの意見を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見を求める期間が、条例第１６条の公示の日から４５日以上で
　　　　あること。
　③　事業者が条例第２０条第１項に規定する都民の意見を聴く会の開催に相当する手
　　続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　都民の意見を聴く会に相当する会合を条例第１６条の縦覧期間を経過した後に
　　　　開催すること。
　　　ロ　イに規定する会合の開催日時、開催場所及び意見を述べることができる者の募
　　　　集方法について、開催予定日の１５日前までに東京都の公報又は広報紙、時事に
　　　　関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認める方法によ
　　　　り計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　　　ハ　イに規定する会合に知事が指名する東京都職員及び東京都環境影響評価審議
　　　　会委員を参加させること。
２　条例第２８条第２項の規定による申請は、条例第１１条第１項の規定によ
る環境配慮書の提出と併せて、都民等意見聴取実施申請書 ( 別記第１４号様式 )
により行わなければならない。
３　知事は、前項の規定により申請があつたときは、その可否を決定し、都民
等意見聴取実施承認 ( 不承認 ) 通知書 ( 別記第１５号様式 ) により事業者に通知
するものとする。
４　条例第２８条第３項の規定による報告書の提出は、都民等意見聴取実施報
告書 ( 別記第１６号様式 ) により行わなければならない。
　
第６節　計画段階環境影響評価における手続の特例等

（特例環境配慮書の作成等）
第３０条　条例第２９条の規定による特例環境配慮書の作成は、別表第３に
掲げる特例環境配慮書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　特例環境配慮書等の提出は、特例環境配慮書等提出書兼環境影響評価書案
作成等免除申請書 ( 別記第１７号様式 ) に添付して行わなければならない。
３　知事は、特例環境配慮書等の提出を受けたときは、特例環境配慮書等受
付書 ( 別記第１８号様式 ) を当該特例環境配慮書等を提出した者に交付する
ものとする。
４　第８条第３項の規定は、特例環境配慮書の提出部数について準用する。

（評価書案の作成等の免除の申請）
第３１条　条例第２９条の規則で定める書面は、特例環境配慮書等提出書兼
環境影響評価書案作成等免除申請書 ( 別記第１７号様式 ) とする。

（特例環境配慮書に係る計画段階関係地域を定める期間）
第３２条　条例第３０条第１項の規則で定める期間は、条例第２９条の規定に
より特例環境配慮書等の提出を受けた日の翌日から起算して３０日間とする。

（特例環境配慮書に係る見解書の作成等）
第３３条　条例第３２条第１項の規定による特例環境配慮書に係る見解書の
作成は、別表第４に掲げる特例環境配慮書に係る見解書の構成基準に基づき
行わなければならない。
２　特例環境配慮書に係る見解書の提出は、特例環境配慮書に係る見解書提
出書 ( 別記第１９号様式 ) に添付して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、特例環境配慮書に係る見解書の提出部数につい
て準用する。

（特例環境配慮書に係る見解書についての公示）
第３４条　条例第３２条第２項において準用する条例第１６条の規則で定め
る事項は、次に掲げる事項とする
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象計画の案の名称及び種類
　③　対象計画の案の内容の概略
　④　特例環境配慮書について提出された主な意見及びそれらについての事業者の見解

の概要
　⑤　条例第３２条第２項において準用する条例第１６条の規定により特例環境配慮書

に係る見解書を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑥　都民等の意見聴取に係る手続の特例に関する事項 ( 条例第３２条第２項において

準用する条例第２８条第１項の規定により事業者が都民又は計画段階関係区市町
村長の意見の聴取を行う場合に限る。)

　⑦　その他必要な事項
（特例環境配慮書に係る見解書についての縦覧）
第３５条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第３２条第２項におい
て準用する条例第１６条の規定による縦覧について準用する。この場合にお
いて、第１６条第１項中「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書に係る
見解書」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書に係る見解書の送付）
第３６条　知事は、条例第３２条第２項において準用する条例第１６条の規
定による特例環境配慮書に係る見解書の公示をしたときは、当該見解書の写
しを計画段階関係区市町村長及び審議会に送付するものとする。

（特例環境配慮書等についての都民の意見を聴く会の運営等）
第３７条　第２０条から第２４条までの規定は、条例第３２条第２項におい
て準用する条例第２０条第１項の規定により開催される都民の意見を聴く会
について準用する。この場合において、第２２条中「環境配慮書」とあるのは「特
例環境配慮書及び特例環境配慮書に係る見解書」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書等についての都民等の意見聴取に係る手続の特例）
第３８条　条例第３２条第２項及び条例第３５条において準用する条例第２８
条第１項の規則で定める方法は、事業者が対象計画の策定に反映させるために
行う都民又は区長若しくは市町村長の意見の聴取に併せて特例環境配慮書又は
特例環境配慮書に係る見解書の内容についての意見の聴取を行う方法であつ
て、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めるものとする。
　①　事業者が条例第３５条において準用する条例第１８条第１項に規定する都民の意
　　見書の提出に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、その名称、代表者の氏名及び
　　　　東京都の区域内に存する事務所又は事業所の所在地 )、対象計画の案の名称並
　　　　びに環境の保全の見地からの意見を記載した意見書の提出を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見書の提出期間が、条例第３５条において準用する条例第１６
　　　　条の公示の日から４５日以上であること。
　　　ハ　イに規定する意見書の提出期間及び提出先について、東京都の公報又は広報
　　　　紙、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認め
　　　　る方法により計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　②　事業者が条例第３５条において準用する条例第１９条第１項に規定する計画段階
　　関係区市町村長に対する意見の聴取に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げ
　　る条件を満たす方法
　　　イ　計画段階関係区市町村長に環境の保全の見地からの意見を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見を求める期間が、条例第３５条において準用する条例第１６
　　　　条の公示の日から４５日以上であること。
　③　事業者が条例第３２条第２項において準用する条例第２０条第１項に規定する都
　　民の意見を聴く会の開催に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満
　　たす方法
　　　イ　都民の意見を聴く会に相当する会合を条例第３２条第２項において準用する
　　　　条例第１６条の縦覧期間を経過した後に開催すること。
　　　ロ　イに規定する会合の開催日時、開催場所及び意見を述べることができる者の募
　　　　集方法について、開催予定日の１５日前までに東京都の公報又は広報紙、時事に
　　　　関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認める方法によ
　　　　り計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　　　ハ　イに規定する会合に知事が指名する東京都職員及び東京都環境影響評価審議
　　　　会委員を参加させること。
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東京都環境影響評価条例施行規則東京都環境影響評価条例施行規則 昭和56年8月11日（規則第134号）
平成31年3月29日最終改正（規則第74号）

　第一章　総則
（趣旨）
第１条　この規則は、東京都環境影響評価条例 ( 昭和５５年東京都条例第９６
号。以下「条例」という。) の施行について必要な事項を定めるものとする。

（用語）  
第２条　この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（対象事業の要件）
第３条　条例第２条第５号の規則で定める要件は、別表第１の第１欄に掲げ
る事業の種類ごとに、同表の第２欄に定める内容及びこれに対応する第３欄
に定める対象事業の規模とする。

（個別計画の要件等）
第４条　条例第２条第６号の規則で定める要件は、別表第１の第１欄に掲げ
る事業の種類ごとに、同表の第２欄に定める内容及びこれに対応する第４欄
に定める個別計画の規模とする。
2　条例第２条第６号の規則で定める基本的な事項は、施設の構造又は配置と
する。

（広域複合開発計画の面積等）
第５条　条例第２条第７号の規則で定める面積は、３０ヘクタールとする。
２　条例第２条第７号の規則で定める基本的な事項は、計画において想定する
人口 ( 以下「計画人口」という。) 及び住宅用、業務用、商業用その他の用途
別の土地利用の計画 ( 以下「用途別土地利用計画」という。) とする。

（環境影響評価の項目）
第６条　条例第９条の規則で定める環境影響評価の項目は、大気汚染、悪臭、
騒音・振動、水質汚濁、土壌汚染、地盤、地形・地質、水循環、生物・生態系、日影、
電波障害、風環境、景観、史跡・文化財、自然との触れ合い活動の場、廃棄物、
温室効果ガスその他知事が定める項目とする。
　
　第２章　計画段階環境影響評価の手続
第１節　環境配慮書の作成等

（複数の対象計画案の要件）
第７条　条例第１１条第１項の規則で定める要件は、次の各号に掲げる対象
計画の区分に応じ当該各号に定める要件とする。
　①　個別計画　施設の構造又は配置及び環境の保全のための措置
　②　広域複合開発計画　計画人口、用途別土地利用計画及び環境の保全のための措置

（環境配慮書の作成等）
第８条　条例第１１条第１項の規定による環境配慮書の作成は、別表第２に
掲げる環境配慮書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　環境配慮書等の提出は、環境配慮書等提出書 ( 別記第１号様式 ) に添付し
て行わなければならない。 
３　環境配慮書等の提出部数は、８０部とする。ただし、知事が必要と認める
ときは、提出部数を増加し、又は減じることができる。
４　知事は、環境配慮書等の提出を受けたときは、環境配慮書等受付書 ( 別記
第２号様式 ) を当該環境配慮書等を提出した者に交付するものとする。

（複数の対象計画案を策定できない場合の書面の提出）
第９条　条例第１２条第１項の規定による複数の対象計画案を策定できない
場合の書面の提出は、複数の対象計画案の不策定に係る書面提出書 ( 別記第
３号様式 ) に添付して行わなければならない。
２　複数の対象計画案を策定できない場合の書面の提出部数は、５０部とす
る。ただし、知事が必要と認めるときは、提出部数を増加し、又は減じるこ
とができる。

（複数の対象計画案の策定に係る報告）
第１０条　条例第１２条第５項各号の規定による報告は、複数の対象計画案
の策定に係る報告書 ( 別記第４号様式 ) により行わなければならない。
２　前条第２項の規定は、前項の複数の対象計画案の策定に係る報告書 ( 別記
第４号様式別紙に限る。) の提出部数について準用する。

（複数の対象計画案の策定に係る承認又は不承認の通知）
第１１条　条例第１２条第６項各号の規定による通知は、複数の対象計画案の
策定に係る報告書承認(不承認)通知書(別記第５号様式)により行うものとする。

（計画段階関係地域）
第１２条　条例第１３条に規定する計画段階関係地域は、次に掲げる地域とする。
　①　複数の対象計画案を策定する地域
　②　既に入手している情報によつて、一以上の環境影響評価の項目に係る環境に影響

が及ぶおそれがあると判断される地域
　
第２節　環境配慮書に関する周知及び意見 

（環境配慮書についての公示）
第１３条　条例第１６条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )　
　②　対象計画の案の名称及び種類
　③　対象計画の案の内容の概略
　④　環境影響評価の項目
　⑤　調査等の手法の概略 ( 条例第１１条第２項の規定による記載がある場合に限る。)
　⑥　環境に及ぼす影響の予測及び評価の概略
　⑦　条例第１６条の規定により環境配慮書を縦覧に供する期間 ( 以下「縦覧期間」と

いう。)、時間 ( 以下「縦覧時間」という。) 及び場所 ( 以下「縦覧場所」という。)
　⑧　都民の意見書の提出期間及び提出先 ( 条例第２８条第１項の規定により事業者が条例

第１８条第１項に規定する都民の意見書の提出に相当する手続を行う場合を除く。)
　⑨　都民等の意見聴取に係る手続の特例に関する事項 ( 条例第２８条第１項の規定により

事業者が都民又は計画段階関係区市町村長の意見の聴取を行う場合に限る。)
　⑩　その他必要な事項

（縦覧期間等）
第１４条　縦覧期間のうち、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律 ( 昭和
２３年法律第１７８号 ) に規定する休日並びに１月２日、同月３日及び１２月
２９日から同月３１日までの日は、休日とする。
２　１月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日までの日は、
縦覧期間の日数には算入しない。
３　縦覧時間は、午前９時３０分から午後４時３０分までとする。

（縦覧場所）
第１５条　縦覧場所は、次に掲げる場所とする。
　①　計画段階関係地域内又は計画段階関係地域の周辺の地域において、知事が指定する場所
　②　東京都環境局
　③　東京都多摩環境事務所
　④　前３号に掲げるもののほか、知事が必要と認める場所 

（縦覧者の遵守事項）
第１６条　条例第１６条の規定により縦覧に供された環境配慮書を縦覧する
者 ( 以下「縦覧者」という。) は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
　①　環境配慮書を縦覧場所から持ち出さないこと。
　②　環境配慮書を汚損し、又は損傷しないこと。
　③　他の縦覧者に迷惑を及ぼさないこと。
　④　係員の指示があつた場合には、それに従うこと。
２　知事は、前項の規定に違反した者に対し、縦覧を停止し、又は禁止するこ
とができる。

（環境配慮書についての説明会等実施計画届）
第１７条　条例第１７条第２項の規定による届出は、条例第１３条の規定によ
る通知を受けた日から起算して１０日以内に、説明会等実施計画届 ( 別記第６
号様式 ) により行わなければならない。

（環境配慮書についての説明会実施状況報告書等）
第１８条　条例第１７条第５項の規定による説明会を開催したときの報告は、
条例第１６条の規定により縦覧に供された期間の満了の日 ( 条例第１７条第３
項の規定により付された期限の日が当該縦覧に供された期間を経過した後であ
る場合にあつては、その期限の日 ) から起算して５日以内に、説明会実施状況
報告書 ( 別記第７号様式 ) により行わなければならない。
２　前条の説明会等実施計画届により届け出た日時若しくは場所において条例
第１７条第１項の説明会を開催しなかつたとき又は同条第３項の規定により知
事が開催するよう求めた説明会を開催しなかつたときの同条第５項の規定によ
る報告は、説明会不開催理由報告書 ( 別記第８号様式 ) により、説明会を開催
しないことが確定した後直ちに行わなければならない。

（環境配慮書についての都民の意見書の記載事項）
第１９条　条例第１８条第１項の意見書には、次に掲げる事項を記載するもの
とする。
　①　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、名称、代表者の氏名及び東京都の

区域内に存する事務所又は事業所の所在地 )
　②　対象計画の案の名称
　③　環境の保全の見地からの意見
　
第３節　都民の意見を聴く会の運営等

（公述の申出）
第２０条　条例第２０条第１項の規定により開催される都民の意見を聴く会
( 以下「都民の意見を聴く会」という。) において意見を述べようとする者は、
書面によりその旨を公示の日から起算して１５日以内に知事に申し出なければ
ならない。
２　前項の書面には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
　①　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、名称、代表者の氏名及び東京都の

区域内に存する事務所又は事業所の所在地並びに都民の意見を聴く会において意
見を述べようとする者の氏名、住所及び役職名 )

　②　対象計画の案の名称
　③　意見の要旨

（公述人の選定）
第２１条　知事は、前条第１項の規定により申し出た者のうちから、都民の意
見を聴く会において意見を述べることができる者 ( 以下「公述人」という。) を、
別に定めるところにより選定することができる。
２　知事は、公述人を選定したときは、その旨を前条第１項の規定により申し
出た者に通知するものとする。

（公述の内容の範囲）
第２２条　公述人は、環境配慮書の内容について、環境の保全の見地からの意
見を述べるものとする。

（事業者又は参考人の出席）
第２３条　知事は、必要があると認めるときは、都民の意見を聴く会に事業者
又は参考人の出席を求めることができる。

（都民の意見を聴く会の議長）

第２４条　都民の意見を聴く会の議長は、東京都職員のうちから、知事が指名
する。
２　都民の意見を聴く会の議長は、都民の意見を聴く会の秩序を維持するた
め、都民の意見を聴く会の運営に関し必要な措置をとることができる。
　
第４節　事業者の意見を聴く会の運営等

（事業者の意見を聴く会の運営等）
第２５条　前２条の規定は、条例第２１条第１項の規定により開催される事
業者の意見を聴く会について準用する。この場合において、第２３条中「事
業者又は参考人」とあるのは「参考人」と読み替えるものとする。
　
第５節　対象計画を策定した場合の報告等

（対象計画を策定した場合の報告等）
第２６条　条例第２４条第１項の規定による対象計画を策定した場合の書面の
提出は、対象計画策定に係る書面提出書 ( 別記第９号様式 ) に添付して行わな
ければならない。
２　条例第２４条第２項の規定による対象計画を策定しない場合の書面の提出
は、対象計画策定状況報告書(別記第１０号様式)により行わなければならない。

（計画段階環境影響評価の手続の免除の申請等）
第２７条　条例第２６条第１項に規定する広域複合開発計画を構成する個別計
画に係る計画段階環境影響評価の手続の免除の申請は、計画段階環境影響評価
手続免除申請書 ( 別記第１１号様式 ) により行わなければならない。
２　条例第２６条第２項の規定による通知は、計画段階環境影響評価手続免除
承認 ( 不承認 ) 通知書 ( 別記第１２号様式 ) により行うものとする。

（対象計画が環境配慮書と異なる場合の手続の通知）
第２８条　条例第２７条第３項の規定による通知は、環境影響評価手続実施通
知書 ( 別記第１３号様式 ) により行うものとする。

（環境配慮書についての都民等の意見聴取に係る手続の特例）
第２９条　条例第２８条第１項の規則で定める方法は、事業者が対象計画の策
定に反映させるために行う都民又は区長若しくは市町村長の意見の聴取に併せ
て環境配慮書の内容についての意見の聴取を行う方法であつて、次の各号に掲
げる場合に応じ、当該各号に定めるものとする。
　①　事業者が条例第１８条第１項に規定する都民の意見書の提出に相当する手続を行
　　おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、その名称、代表者の氏名及び東
　　　　京都の区域内に存する事務所又は事業所の所在地 )、対象計画の案の名称並びに
　　　　環境の保全の見地からの意見を記載した意見書の提出を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見書の提出期間が、条例第１６条の公示の日から４５日以上で
　　　　あること。
　　　ハ　イに規定する意見書の提出期間及び提出先について、東京都の公報又は広報
　　　　紙、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認め
　　　　る方法により計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　②　事業者が条例第１９条第１項に規定する計画段階関係区市町村長に対する意見の
　　聴取に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　計画段階関係区市町村長に環境の保全の見地からの意見を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見を求める期間が、条例第１６条の公示の日から４５日以上で
　　　　あること。
　③　事業者が条例第２０条第１項に規定する都民の意見を聴く会の開催に相当する手
　　続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　都民の意見を聴く会に相当する会合を条例第１６条の縦覧期間を経過した後に
　　　　開催すること。
　　　ロ　イに規定する会合の開催日時、開催場所及び意見を述べることができる者の募
　　　　集方法について、開催予定日の１５日前までに東京都の公報又は広報紙、時事に
　　　　関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認める方法によ
　　　　り計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　　　ハ　イに規定する会合に知事が指名する東京都職員及び東京都環境影響評価審議
　　　　会委員を参加させること。
２　条例第２８条第２項の規定による申請は、条例第１１条第１項の規定によ
る環境配慮書の提出と併せて、都民等意見聴取実施申請書 ( 別記第１４号様式 )
により行わなければならない。
３　知事は、前項の規定により申請があつたときは、その可否を決定し、都民
等意見聴取実施承認 ( 不承認 ) 通知書 ( 別記第１５号様式 ) により事業者に通知
するものとする。
４　条例第２８条第３項の規定による報告書の提出は、都民等意見聴取実施報
告書 ( 別記第１６号様式 ) により行わなければならない。
　
第６節　計画段階環境影響評価における手続の特例等

（特例環境配慮書の作成等）
第３０条　条例第２９条の規定による特例環境配慮書の作成は、別表第３に
掲げる特例環境配慮書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　特例環境配慮書等の提出は、特例環境配慮書等提出書兼環境影響評価書案
作成等免除申請書 ( 別記第１７号様式 ) に添付して行わなければならない。
３　知事は、特例環境配慮書等の提出を受けたときは、特例環境配慮書等受
付書 ( 別記第１８号様式 ) を当該特例環境配慮書等を提出した者に交付する
ものとする。
４　第８条第３項の規定は、特例環境配慮書の提出部数について準用する。

（評価書案の作成等の免除の申請）
第３１条　条例第２９条の規則で定める書面は、特例環境配慮書等提出書兼
環境影響評価書案作成等免除申請書 ( 別記第１７号様式 ) とする。

（特例環境配慮書に係る計画段階関係地域を定める期間）
第３２条　条例第３０条第１項の規則で定める期間は、条例第２９条の規定に
より特例環境配慮書等の提出を受けた日の翌日から起算して３０日間とする。

（特例環境配慮書に係る見解書の作成等）
第３３条　条例第３２条第１項の規定による特例環境配慮書に係る見解書の
作成は、別表第４に掲げる特例環境配慮書に係る見解書の構成基準に基づき
行わなければならない。
２　特例環境配慮書に係る見解書の提出は、特例環境配慮書に係る見解書提
出書 ( 別記第１９号様式 ) に添付して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、特例環境配慮書に係る見解書の提出部数につい
て準用する。

（特例環境配慮書に係る見解書についての公示）
第３４条　条例第３２条第２項において準用する条例第１６条の規則で定め
る事項は、次に掲げる事項とする
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象計画の案の名称及び種類
　③　対象計画の案の内容の概略
　④　特例環境配慮書について提出された主な意見及びそれらについての事業者の見解

の概要
　⑤　条例第３２条第２項において準用する条例第１６条の規定により特例環境配慮書

に係る見解書を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑥　都民等の意見聴取に係る手続の特例に関する事項 ( 条例第３２条第２項において

準用する条例第２８条第１項の規定により事業者が都民又は計画段階関係区市町
村長の意見の聴取を行う場合に限る。)

　⑦　その他必要な事項
（特例環境配慮書に係る見解書についての縦覧）
第３５条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第３２条第２項におい
て準用する条例第１６条の規定による縦覧について準用する。この場合にお
いて、第１６条第１項中「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書に係る
見解書」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書に係る見解書の送付）
第３６条　知事は、条例第３２条第２項において準用する条例第１６条の規
定による特例環境配慮書に係る見解書の公示をしたときは、当該見解書の写
しを計画段階関係区市町村長及び審議会に送付するものとする。

（特例環境配慮書等についての都民の意見を聴く会の運営等）
第３７条　第２０条から第２４条までの規定は、条例第３２条第２項におい
て準用する条例第２０条第１項の規定により開催される都民の意見を聴く会
について準用する。この場合において、第２２条中「環境配慮書」とあるのは「特
例環境配慮書及び特例環境配慮書に係る見解書」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書等についての都民等の意見聴取に係る手続の特例）
第３８条　条例第３２条第２項及び条例第３５条において準用する条例第２８
条第１項の規則で定める方法は、事業者が対象計画の策定に反映させるために
行う都民又は区長若しくは市町村長の意見の聴取に併せて特例環境配慮書又は
特例環境配慮書に係る見解書の内容についての意見の聴取を行う方法であつ
て、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めるものとする。
　①　事業者が条例第３５条において準用する条例第１８条第１項に規定する都民の意
　　見書の提出に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満たす方法
　　　イ　氏名及び住所 ( 法人その他の団体にあつては、その名称、代表者の氏名及び
　　　　東京都の区域内に存する事務所又は事業所の所在地 )、対象計画の案の名称並
　　　　びに環境の保全の見地からの意見を記載した意見書の提出を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見書の提出期間が、条例第３５条において準用する条例第１６
　　　　条の公示の日から４５日以上であること。
　　　ハ　イに規定する意見書の提出期間及び提出先について、東京都の公報又は広報
　　　　紙、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認め
　　　　る方法により計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　②　事業者が条例第３５条において準用する条例第１９条第１項に規定する計画段階
　　関係区市町村長に対する意見の聴取に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げ
　　る条件を満たす方法
　　　イ　計画段階関係区市町村長に環境の保全の見地からの意見を求めること。
　　　ロ　イに規定する意見を求める期間が、条例第３５条において準用する条例第１６
　　　　条の公示の日から４５日以上であること。
　③　事業者が条例第３２条第２項において準用する条例第２０条第１項に規定する都
　　民の意見を聴く会の開催に相当する手続を行おうとする場合　次に掲げる条件を満
　　たす方法
　　　イ　都民の意見を聴く会に相当する会合を条例第３２条第２項において準用する
　　　　条例第１６条の縦覧期間を経過した後に開催すること。
　　　ロ　イに規定する会合の開催日時、開催場所及び意見を述べることができる者の募
　　　　集方法について、開催予定日の１５日前までに東京都の公報又は広報紙、時事に
　　　　関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他知事が適当と認める方法によ
　　　　り計画段階関係地域の都民に対し周知を図ること。
　　　ハ　イに規定する会合に知事が指名する東京都職員及び東京都環境影響評価審議
　　　　会委員を参加させること。
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２　第２９条第２項及び第３項の規定は、条例第３２条第２項及び条例第３５
条において準用する条例第２８条第２項の規定による申請について準用する。
この場合において、第２９条第２項中「条例第１１条第１項の規定による環境
配慮書」とあるのは「条例第２９条の規定による特例環境配慮書」と、「別記
第１４号様式」とあるのは「別記第２０号様式」と、同条第３項中「別記第１
５号様式」とあるのは「別記第２１号様式」と読み替えるものとする。
３　第２９条第４項の規定は、条例第３２条第２項及び条例第３５条におい
て準用する条例第２８条第３項の規定による報告書の提出について準用する。
この場合において、第２９条第４項中「別記第１６号様式」とあるのは「別
記第２２号様式」と読み替えるものとする。

（評価書案の作成の免除等の通知）
第３９条　条例第３３条第３項各号の規定による通知は、環境影響評価書案
作成免除等通知書 ( 別記第２３号様式 ) により行うものとする。

（対象計画が特例環境配慮書と異なる場合の手続の通知）
第４０条　条例第３４条第２項の規定による通知は、環境影響評価手続実施
通知書 ( 別記第２４号様式 ) により行うものとする。

（特例環境配慮書についての公示）
第４１条　条例第３５条において準用する条例第１６条の規則で定める事項
は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象計画の案の名称及び種類
　③　対象計画の案の内容の概略
　④　環境影響評価の項目
　⑤　調査等の手法の概略
　⑥　環境に及ぼす影響の予測及び評価の概略
　⑦　条例第４８条第１項に規定する評価書案に相当する内容の概略
　⑧　条例第３５条において準用する条例第１６条の規定により特例環境配慮書を縦覧

に供する期間、時間及び場所
　⑨　都民の意見書の提出期間及び提出先 ( 条例第３５条において準用する条例第２８

条第１項の規定により事業者が条例第３５条において準用する条例第１８条第１
項に規定する都民の意見書の提出に相当する手続を行う場合を除く。)

　⑩　都民等の意見聴取に係る手続の特例に関する事項 ( 条例第３５条において準用す
る条例第２８条第１項の規定により事業者が都民又は計画段階関係区市町村長の
意見の聴取を行う場合に限る。)

　⑪　その他必要な事項
（特例環境配慮書についての縦覧）
第４２条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第３５条において準用す
る条例第１６条の規定による縦覧について準用する。この場合において、第１
６条第１項中「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と読み替えるもの
とする。

（特例環境配慮書についての説明会等実施計画届）
第４３条　第１７条の規定は、条例第３５条において準用する条例第１７条
第２項の規定による届出について準用する。この場合において、第１７条中

「条例第１３条」とあるのは「条例第３０条第２項」と、「別記第６号様式」と
あるのは「別記第２５号様式」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書についての説明会実施状況報告書等）
第４４条　第１８条の規定は、条例第３５条において準用する条例第１７条
第５項の規定による報告について準用する。この場合において、第１８条第
１項中「条例第１６条」とあるのは「条例第３５条において準用する条例第
１６条」と、「条例第１７条第３項」とあるのは「条例第３５条において準用
する条例第１７条第３項」と、「別記第７号様式」とあるのは「別記第２６号
様式」と、同条第２項中「条例第１７条第１項」とあるのは「条例第３５条
において準用する条例第１７条第１項」と、「別記第８号様式」とあるのは「別
記第２７号様式」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書についての都民の意見書の記載事項）
第４５条　第１９条の規定は、条例第３５条において準用する条例第１８条
第１項の規定による都民の意見書の提出について準用する。

（特例手続により対象計画を策定した場合の報告等）
第４６条　第２６条の規定は、条例第３５条において準用する条例第２４条
第１項及び第２項の規定による書面の提出について準用する。この場合にお
いて、第２６条第１項中「別記第９号様式」とあるのは「別記第２８号様式」と、
同条第２項中「別記第 10 号様式」とあるのは「別記第２９号様式」と読み
替えるものとする。
　
第７節　変更の届出等

（対象計画についての変更の届出等）
第４７条　条例第３７条第１項の規定による届出は、条例第１１条第１項第
１号に掲げる事項又は同項第２号の対象計画の案の名称を変更しようとすると
きにあつては氏名等変更届 ( 別記第３０号様式 ) により、同号の対象計画の案
の目的又は内容を変更しようとするときにあつては計画案内容等変更届 ( 別記
第３０号様式の２) により、対象計画の策定を中止し、又は廃止しようとすると
きにあつては中止(廃止)届(別記第３１号様式)により行わなければならない。
２　条例第３７条第１項ただし書の規則で定める変更は、次の各号のいずれに
も該当するものとする。
　①　施設の長さ、敷地面積、処理能力その他の数値で表される対象計画の案の基本的

な諸元の変更以外の変更、当該基本的な諸元が減少する変更又は当該基本的な諸
元の増加が１０パーセント未満である変更。ただし、環境に相当な程度の影響を
及ぼすおそれがあると認めるべき特別の事情がある変更を除く。

　②　変更後の対象計画の案に係る計画段階関係区市町村長に、変更前の計画段階関係
区市町村長以外の区市町村長が含まれていない変更

　③　工期を変更しない変更
　④　環境配慮書に記載した環境影響評価の項目並びに環境に及ぼす影響の予測及び評

価の内容 ( 条例第３３条第４項の規定の適用を受ける場合にあつては、特例環境配
慮書に記載した環境影響評価の項目並びに環境に及ぼす影響の予測及び評価の内
容 ) をいずれも変更する必要がない変更

（対象計画の内容の変更による手続の再実施）
第４８条　条例第３８条の規定により既に完了している手続の全部又は一部
を再度実施するよう求めるときは、計画段階環境影響評価手続再実施通知書
( 別記第３２号様式 ) により行うものとする。

（事情変更による手続）
第４９条　条例第３９条の規定により調査計画書の作成及びこれに引き続く
事業段階環境影響評価の手続を求めるときは、事業段階環境影響評価手続実
施通知書 ( 別記第３３号様式 ) により行うものとする。
　
　第３章　事業段階環境影響評価の手続
第１節　調査計画書の作成等

（調査計画書の作成等）　
第５０条　条例第４０条第１項の規定による調査計画書の作成は、別表第５に
掲げる調査計画書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　調査計画書の提出は、環境影響評価調査計画書提出書( 別記第３４号様式 )
に添付して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、調査計画書の提出部数について準用する。
４　知事は、調査計画書の提出を受けたときは、環境影響評価調査計画書受付
書(別記第３５号様式)を当該調査計画書を提出した者に交付するものとする。

（特定の地域）
第５１条　条例第４０条第４項の規則で定める地域は、次に掲げる地域とする。
　①　都市計画法 ( 昭和４３年法律第 100 号 ) 第９条第１６項に規定する高層住居誘

導地区
　②　別表第６の上欄に掲げる区市町村ごとに、同表の下欄に掲げる地域のうち知事が

別に指定する地域
（特定の地域における事業）
第５２条　条例第４０条第４項の規則で定める事業は、別表第１の１３の項
及び１４の項に掲げる事業とする。

（特定の地域における事業実施届）
第５３条　条例第４０条第４項の規定による届出は、特定の地域における事
業実施届 ( 別記第３６号様式 ) により行わなければならない。

（特定の地域における環境影響評価の項目）
第５４条　条例第４０条第４項及び条例第４８条第１項の規則で定める環境
影響評価の項目は、次の各号に掲げる区分ごとに、それぞれ当該各号に定め
る項目とする。
　①　工事の施行中における項目　大気汚染、騒音・振動 ( 低周波音を除く。) 及び史跡・

文化財 ( 事業の実施が、文化財保護法 ( 昭和２５年法律第２１４号 ) 第２条第１
項 ( 第２号を除く。) に規定する文化財に影響を及ぼすおそれのある場合に限る。
次号において同じ。)

　②　工事の完了後における項目　大気汚染、日影、電波障害、風環境、景観及び史跡・
文化財 

（周知地域）
第５５条　条例第４１条に規定する周知地域は、次に掲げる地域とする。
　①　対象事業を実施する地域                      
　②　既に入手している情報によつて、一以上の環境影響評価の項目に係る環境に影響

が及ぶと予想される地域                                           
　
第２節　調査計画書に関する周知及び意見 

（調査計画書についての公示）
第５６条　条例第４４条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )　     
　②　対象事業の名称及び種類                       
　③　対象事業の内容の概略                         
　④　周知地域の範囲                               
　⑤　調査、予測及び評価の項目                     
　⑥　条例第４４条の規定により調査計画書を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑦　都民の意見書の提出期間及び提出先
　⑧　その他必要な事項

（調査計画書についての縦覧）
第５７条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第４４条の規定による
縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画段階関
係地域」とあるのは「周知地域」と、第１６条第１項中「環境配慮書」とあ
るのは「調査計画書」と読み替えるものとする。

（調査計画書についての都民の意見書の記載事項）
第５８条　第１９条の規定は、条例第４５条において準用する条例第１８条第

１項の規定による都民の意見書の提出について準用する。この場合において、
第１９条第２号中「対象計画の案」とあるのは「対象事業」と読み替えるもの
とする。
　
第３節　環境影響評価の項目等の選定の報告

（環境影響評価の項目等の選定の報告）
第５９条　条例第４７条第２項の規定による報告は、環境影響評価項目等選
定報告書 ( 別記第３７号様式 ) により行わなければならない。
　
第４節　評価書案の作成等

（評価書案の作成等）
第６０条　条例第４８条第１項の規定による評価書案の作成は、技術指針及
び別表第７に掲げる評価書案の構成基準に基づき行わなければならない。
２　評価書案等の提出は、環境影響評価書案等提出書 ( 別記第３８号様式 ) に
添付して行わなければならない。
３　知事は、評価書案等の提出を受けたときは、環境影響評価書案等受付書
(別記第３９号様式)に当該評価書案等を提出した者に交付するものとする。
４　第８条第３項の規定は、評価書案等の提出部数について準用する。

（評価書案等の提出時期）
第６１条　条例第４８条第１項の規則で定める時期は、別表第８の上欄に掲げ
る対象事業の種類ごとに、同表の下欄に掲げる時期 ( 対象事業が都市計画に定
められる場合にあつては、知事が必要であると認める場合を除き、当該時期又
は都市計画法第１７条第１項 ( 同法第２１条第２項において準用する場合を含
む。) に規定する公告の日の３月前の日のいずれか早い日 ) とする。ただし、
同表の下欄に掲げる行為を行わない対象事業にあつては、当該対象事業を実施
する前とする。

（評価書案についての公示）
第６２条　条例第５２条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )       
　②　対象事業の名称及び種類                       
　③　対象事業の内容の概略                          
　④　環境に及ぼす影響の評価の結論の概要           
　⑤　条例第５２条の規定により評価書案を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑥　都民の意見書の提出期間及び提出先   
　⑦　その他必要な事項                    

（評価書案についての縦覧）
第６３条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第５２条の規定による
縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画段階関
係地域」とあるのは「事業段階関係地域」と、第１６条第１項中「環境配慮書」
とあるのは「評価書案」と読み替えるものとする。

（評価書案についての説明会等実施計画届）
第６４条　第１７条の規定は、条例第５３条において準用する条例第１７条
第２項の規定による届出について準用する。この場合において、第１７条中「条
例第１３条」とあるのは「条例第４９条第２項」と、「別記第６号様式」とあ
るのは「別記第４０号様式」と読み替えるものとする。

（評価書案についての説明会実施状況報告書等）
第６５条　第１８条の規定は、条例第５３条において準用する条例第１７条第
５項の規定による報告について準用する。この場合において、第１８条第１項
中「条例第１６条」とあるのは「条例第５２条」と、「条例第１７条第３項」
とあるのは「条例第５３条において準用する条例第１７条第３項」と、「別記
第７号様式」とあるのは「別記第４１号様式」と、同条第２項中「条例第１７
条第１項」とあるのは「条例第５３条において準用する条例第１７条第１項」と、

「別記第８号様式」とあるのは「別記第４２号様式」と読み替えるものとする。
（評価書案についての都民の意見書の記載事項）
第６６条　第１９条の規定は、条例第５４条において準用する条例第１８条
第１項の規定による都民の意見書の提出について準用する。この場合におい
て、第１９条第２号中「対象計画の案」とあるのは「対象事業」と読み替え
るものとする。
　
第５節　評価書案に係る見解書の作成等

（評価書案に係る見解書の作成等）
第６７条　条例第５５条第１項の規定による評価書案に係る見解書の作成は、別
表第９に掲げる評価書案に係る見解書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　評価書案に係る見解書の提出は、環境影響評価書案に係る見解書提出書
( 別記第４３号様式 ) に添付して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、評価書案に係る見解書の提出部数について準用
する。

（評価書案に係る見解書についての公示）
第６８条　条例第５５条第２項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )  
　②　対象事業の名称及び種類                       
　③　対象事業の内容の概略                         
　④　評価書案について提出された主な意見及びそれらについての事業者の見解の概要   
　⑤　条例第５５条第２項の規定により評価書案に係る見解書を縦覧に供する期間、時

間及び場所     
　⑥　その他必要な事項                             

（評価書案に係る見解書についての縦覧）
第６９条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第５５条第２項の規定
による縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画
段階関係地域」とあるのは「事業段階関係地域」と、第１６条第１項中「環
境配慮書」とあるのは「評価書案に係る見解書」と読み替えるものとする。

（評価書案等についての都民の意見を聴く会の運営等）
第７０条　第２０条から第２４条までの規定は、条例第５６条第１項の規定
により開催される都民の意見を聴く会について準用する。この場合において、
第２０条第２項第２号中「対象計画の案」とあるのは「対象事業」と、第２２
条中「環境配慮書」とあるのは「評価書案及び評価書案に係る見解書」と読み
替えるものとする。
　
第６節　評価書の作成等

（評価書の作成等）
第７１条　条例第５８条第１項又は第２項の規定による評価書の作成は、技
術指針及び別表第１０に掲げる評価書の構成基準に基づき行わなければなら
ない。
２　評価書等の提出は、環境影響評価書等提出書 ( 別記第４４号様式 ) に添付
して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、評価書等の提出部数について準用する。

（評価書についての公示）
第７２条　条例第５９条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )       
　②　対象事業の名称及び種類                      
　③　対象事業の内容の概略                         
　④　環境に及ぼす影響の評価の結論の概要          
　⑤　条例第５９条第１項の規定により評価書を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑥　その他必要な事項

（評価書についての縦覧）
第７３条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第５９条第１項の規定
による縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画
段階関係地域」とあるのは「事業段階関係地域」と、第１６条第１項中「環
境配慮書」とあるのは「評価書」と読み替えるものとする。

第７節　変更の届出等
（対象事業についての変更の届出等）
第７４条　条例第６２条第１項の規定による届出は、条例第４０条第１項第
１号に掲げる事項又は同項第２号の対象事業の名称を変更しようとするとき
にあつては氏名等変更届 ( 別記第４５号様式 ) により、同号の対象事業の目的
又は内容を変更しようとするときにあつては事業内容等変更届 ( 別記第４５
号様式の２) により、対象事業を中止し、又は廃止しようとするときにあつて
は中止 ( 廃止 ) 届 ( 別記第４６号様式 ) により行わなければならない。
２　条例第６２条第１項ただし書の規則で定める変更は、次の各号のいずれに
も該当するものとする。
　①　施設の長さ、敷地面積、処理能力その他の数値で表される対象事業の基本的な諸

元の変更以外の変更、当該基本的な諸元が減少する変更又は当該基本的な諸元の
増加が１０パーセント未満である変更。ただし、環境に相当な程度の影響を及ぼ
すおそれがあると認めるべき特別の事情がある変更を除く。      

　②　変更後の対象事業に係る事業段階関係区市町村長に、変更前の事業段階関係区市
町村長以外の区市町村長が含まれていない変更                       

　③　工期を変更しない変更
　④　次に掲げる時期の区分に応じ、それぞれ次に定める事項をいずれも変更する必要

がない変更
　　　イ　条例第４０条第１項の規定による調査計画書の提出から条例第４８条第１項
　　　　の規定による評価書案等の提出まで調査計画書に記載した環境影響評価の項目
　　　ロ　条例第４８条第１項の規定による評価書案等の提出から条例第５８条第１項の
　　　　規定による評価書等の提出まで　評価書案に記載した環境影響評価の項目並び
　　　　に環境に及ぼす影響の予測及び評価の内容
　　　ハ　条例第３３条第４項の規定の適用を受ける場合にあつては、条例第３５条に
　　　　おいて準用する条例第２４条の規定による書面の提出から条例第４８条第１項
　　　　の規定による評価書案等の提出又は条例第５８条第２項の規定による評価書等
　　　　の提出まで　特例環境配慮書に記載した環境影響評価の項目並びに環境に及ぼ
　　　　す影響の予測及び評価の内容
　　　ニ　条例第５８条第１項の規定による評価書等の提出から条例第６８条第１項の
　　　　規定による工事完了の届出まで　評価書に記載した環境影響評価の項目並びに
　　　　環境に及ぼす影響の予測及び評価の内容
３　事業者が法人である場合において、条例第４８条第１項の規定により知事
に提出された評価書案、条例第５５条第１項の規定により知事に提出された評
価書案に係る見解書、条例第５８条第１項若しくは第２項の規定により知事に
提出された評価書、条例第６５条第１項の規定により知事に提出された事後調
査計画書又は条例第６７条の規定により知事に提出された事後調査報告書に、
条例第４０条第１項第１号に掲げる事項のうち法人の代表者の氏名又は主たる
事務所の所在地に係る変更について記載されているときは、当該評価書案、評



19 20

東京都環境影響評価条例施行規則

２　第２９条第２項及び第３項の規定は、条例第３２条第２項及び条例第３５
条において準用する条例第２８条第２項の規定による申請について準用する。
この場合において、第２９条第２項中「条例第１１条第１項の規定による環境
配慮書」とあるのは「条例第２９条の規定による特例環境配慮書」と、「別記
第１４号様式」とあるのは「別記第２０号様式」と、同条第３項中「別記第１
５号様式」とあるのは「別記第２１号様式」と読み替えるものとする。
３　第２９条第４項の規定は、条例第３２条第２項及び条例第３５条におい
て準用する条例第２８条第３項の規定による報告書の提出について準用する。
この場合において、第２９条第４項中「別記第１６号様式」とあるのは「別
記第２２号様式」と読み替えるものとする。

（評価書案の作成の免除等の通知）
第３９条　条例第３３条第３項各号の規定による通知は、環境影響評価書案
作成免除等通知書 ( 別記第２３号様式 ) により行うものとする。

（対象計画が特例環境配慮書と異なる場合の手続の通知）
第４０条　条例第３４条第２項の規定による通知は、環境影響評価手続実施
通知書 ( 別記第２４号様式 ) により行うものとする。

（特例環境配慮書についての公示）
第４１条　条例第３５条において準用する条例第１６条の規則で定める事項
は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )
　②　対象計画の案の名称及び種類
　③　対象計画の案の内容の概略
　④　環境影響評価の項目
　⑤　調査等の手法の概略
　⑥　環境に及ぼす影響の予測及び評価の概略
　⑦　条例第４８条第１項に規定する評価書案に相当する内容の概略
　⑧　条例第３５条において準用する条例第１６条の規定により特例環境配慮書を縦覧

に供する期間、時間及び場所
　⑨　都民の意見書の提出期間及び提出先 ( 条例第３５条において準用する条例第２８

条第１項の規定により事業者が条例第３５条において準用する条例第１８条第１
項に規定する都民の意見書の提出に相当する手続を行う場合を除く。)

　⑩　都民等の意見聴取に係る手続の特例に関する事項 ( 条例第３５条において準用す
る条例第２８条第１項の規定により事業者が都民又は計画段階関係区市町村長の
意見の聴取を行う場合に限る。)

　⑪　その他必要な事項
（特例環境配慮書についての縦覧）
第４２条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第３５条において準用す
る条例第１６条の規定による縦覧について準用する。この場合において、第１
６条第１項中「環境配慮書」とあるのは「特例環境配慮書」と読み替えるもの
とする。

（特例環境配慮書についての説明会等実施計画届）
第４３条　第１７条の規定は、条例第３５条において準用する条例第１７条
第２項の規定による届出について準用する。この場合において、第１７条中

「条例第１３条」とあるのは「条例第３０条第２項」と、「別記第６号様式」と
あるのは「別記第２５号様式」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書についての説明会実施状況報告書等）
第４４条　第１８条の規定は、条例第３５条において準用する条例第１７条
第５項の規定による報告について準用する。この場合において、第１８条第
１項中「条例第１６条」とあるのは「条例第３５条において準用する条例第
１６条」と、「条例第１７条第３項」とあるのは「条例第３５条において準用
する条例第１７条第３項」と、「別記第７号様式」とあるのは「別記第２６号
様式」と、同条第２項中「条例第１７条第１項」とあるのは「条例第３５条
において準用する条例第１７条第１項」と、「別記第８号様式」とあるのは「別
記第２７号様式」と読み替えるものとする。

（特例環境配慮書についての都民の意見書の記載事項）
第４５条　第１９条の規定は、条例第３５条において準用する条例第１８条
第１項の規定による都民の意見書の提出について準用する。

（特例手続により対象計画を策定した場合の報告等）
第４６条　第２６条の規定は、条例第３５条において準用する条例第２４条
第１項及び第２項の規定による書面の提出について準用する。この場合にお
いて、第２６条第１項中「別記第９号様式」とあるのは「別記第２８号様式」と、
同条第２項中「別記第 10 号様式」とあるのは「別記第２９号様式」と読み
替えるものとする。
　
第７節　変更の届出等

（対象計画についての変更の届出等）
第４７条　条例第３７条第１項の規定による届出は、条例第１１条第１項第
１号に掲げる事項又は同項第２号の対象計画の案の名称を変更しようとすると
きにあつては氏名等変更届 ( 別記第３０号様式 ) により、同号の対象計画の案
の目的又は内容を変更しようとするときにあつては計画案内容等変更届 ( 別記
第３０号様式の２) により、対象計画の策定を中止し、又は廃止しようとすると
きにあつては中止(廃止)届(別記第３１号様式)により行わなければならない。
２　条例第３７条第１項ただし書の規則で定める変更は、次の各号のいずれに
も該当するものとする。
　①　施設の長さ、敷地面積、処理能力その他の数値で表される対象計画の案の基本的

な諸元の変更以外の変更、当該基本的な諸元が減少する変更又は当該基本的な諸
元の増加が１０パーセント未満である変更。ただし、環境に相当な程度の影響を
及ぼすおそれがあると認めるべき特別の事情がある変更を除く。

　②　変更後の対象計画の案に係る計画段階関係区市町村長に、変更前の計画段階関係
区市町村長以外の区市町村長が含まれていない変更

　③　工期を変更しない変更
　④　環境配慮書に記載した環境影響評価の項目並びに環境に及ぼす影響の予測及び評

価の内容 ( 条例第３３条第４項の規定の適用を受ける場合にあつては、特例環境配
慮書に記載した環境影響評価の項目並びに環境に及ぼす影響の予測及び評価の内
容 ) をいずれも変更する必要がない変更

（対象計画の内容の変更による手続の再実施）
第４８条　条例第３８条の規定により既に完了している手続の全部又は一部
を再度実施するよう求めるときは、計画段階環境影響評価手続再実施通知書
( 別記第３２号様式 ) により行うものとする。

（事情変更による手続）
第４９条　条例第３９条の規定により調査計画書の作成及びこれに引き続く
事業段階環境影響評価の手続を求めるときは、事業段階環境影響評価手続実
施通知書 ( 別記第３３号様式 ) により行うものとする。
　
　第３章　事業段階環境影響評価の手続
第１節　調査計画書の作成等

（調査計画書の作成等）　
第５０条　条例第４０条第１項の規定による調査計画書の作成は、別表第５に
掲げる調査計画書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　調査計画書の提出は、環境影響評価調査計画書提出書( 別記第３４号様式 )
に添付して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、調査計画書の提出部数について準用する。
４　知事は、調査計画書の提出を受けたときは、環境影響評価調査計画書受付
書(別記第３５号様式)を当該調査計画書を提出した者に交付するものとする。

（特定の地域）
第５１条　条例第４０条第４項の規則で定める地域は、次に掲げる地域とする。
　①　都市計画法 ( 昭和４３年法律第 100 号 ) 第９条第１６項に規定する高層住居誘

導地区
　②　別表第６の上欄に掲げる区市町村ごとに、同表の下欄に掲げる地域のうち知事が

別に指定する地域
（特定の地域における事業）
第５２条　条例第４０条第４項の規則で定める事業は、別表第１の１３の項
及び１４の項に掲げる事業とする。

（特定の地域における事業実施届）
第５３条　条例第４０条第４項の規定による届出は、特定の地域における事
業実施届 ( 別記第３６号様式 ) により行わなければならない。

（特定の地域における環境影響評価の項目）
第５４条　条例第４０条第４項及び条例第４８条第１項の規則で定める環境
影響評価の項目は、次の各号に掲げる区分ごとに、それぞれ当該各号に定め
る項目とする。
　①　工事の施行中における項目　大気汚染、騒音・振動 ( 低周波音を除く。) 及び史跡・

文化財 ( 事業の実施が、文化財保護法 ( 昭和２５年法律第２１４号 ) 第２条第１
項 ( 第２号を除く。) に規定する文化財に影響を及ぼすおそれのある場合に限る。
次号において同じ。)

　②　工事の完了後における項目　大気汚染、日影、電波障害、風環境、景観及び史跡・
文化財 

（周知地域）
第５５条　条例第４１条に規定する周知地域は、次に掲げる地域とする。
　①　対象事業を実施する地域                      
　②　既に入手している情報によつて、一以上の環境影響評価の項目に係る環境に影響

が及ぶと予想される地域                                           
　
第２節　調査計画書に関する周知及び意見 

（調査計画書についての公示）
第５６条　条例第４４条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )　     
　②　対象事業の名称及び種類                       
　③　対象事業の内容の概略                         
　④　周知地域の範囲                               
　⑤　調査、予測及び評価の項目                     
　⑥　条例第４４条の規定により調査計画書を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑦　都民の意見書の提出期間及び提出先
　⑧　その他必要な事項

（調査計画書についての縦覧）
第５７条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第４４条の規定による
縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画段階関
係地域」とあるのは「周知地域」と、第１６条第１項中「環境配慮書」とあ
るのは「調査計画書」と読み替えるものとする。

（調査計画書についての都民の意見書の記載事項）
第５８条　第１９条の規定は、条例第４５条において準用する条例第１８条第

１項の規定による都民の意見書の提出について準用する。この場合において、
第１９条第２号中「対象計画の案」とあるのは「対象事業」と読み替えるもの
とする。
　
第３節　環境影響評価の項目等の選定の報告

（環境影響評価の項目等の選定の報告）
第５９条　条例第４７条第２項の規定による報告は、環境影響評価項目等選
定報告書 ( 別記第３７号様式 ) により行わなければならない。
　
第４節　評価書案の作成等

（評価書案の作成等）
第６０条　条例第４８条第１項の規定による評価書案の作成は、技術指針及
び別表第７に掲げる評価書案の構成基準に基づき行わなければならない。
２　評価書案等の提出は、環境影響評価書案等提出書 ( 別記第３８号様式 ) に
添付して行わなければならない。
３　知事は、評価書案等の提出を受けたときは、環境影響評価書案等受付書
(別記第３９号様式)に当該評価書案等を提出した者に交付するものとする。
４　第８条第３項の規定は、評価書案等の提出部数について準用する。

（評価書案等の提出時期）
第６１条　条例第４８条第１項の規則で定める時期は、別表第８の上欄に掲げ
る対象事業の種類ごとに、同表の下欄に掲げる時期 ( 対象事業が都市計画に定
められる場合にあつては、知事が必要であると認める場合を除き、当該時期又
は都市計画法第１７条第１項 ( 同法第２１条第２項において準用する場合を含
む。) に規定する公告の日の３月前の日のいずれか早い日 ) とする。ただし、
同表の下欄に掲げる行為を行わない対象事業にあつては、当該対象事業を実施
する前とする。

（評価書案についての公示）
第６２条　条例第５２条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )       
　②　対象事業の名称及び種類                       
　③　対象事業の内容の概略                          
　④　環境に及ぼす影響の評価の結論の概要           
　⑤　条例第５２条の規定により評価書案を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑥　都民の意見書の提出期間及び提出先   
　⑦　その他必要な事項                    

（評価書案についての縦覧）
第６３条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第５２条の規定による
縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画段階関
係地域」とあるのは「事業段階関係地域」と、第１６条第１項中「環境配慮書」
とあるのは「評価書案」と読み替えるものとする。

（評価書案についての説明会等実施計画届）
第６４条　第１７条の規定は、条例第５３条において準用する条例第１７条
第２項の規定による届出について準用する。この場合において、第１７条中「条
例第１３条」とあるのは「条例第４９条第２項」と、「別記第６号様式」とあ
るのは「別記第４０号様式」と読み替えるものとする。

（評価書案についての説明会実施状況報告書等）
第６５条　第１８条の規定は、条例第５３条において準用する条例第１７条第
５項の規定による報告について準用する。この場合において、第１８条第１項
中「条例第１６条」とあるのは「条例第５２条」と、「条例第１７条第３項」
とあるのは「条例第５３条において準用する条例第１７条第３項」と、「別記
第７号様式」とあるのは「別記第４１号様式」と、同条第２項中「条例第１７
条第１項」とあるのは「条例第５３条において準用する条例第１７条第１項」と、

「別記第８号様式」とあるのは「別記第４２号様式」と読み替えるものとする。
（評価書案についての都民の意見書の記載事項）
第６６条　第１９条の規定は、条例第５４条において準用する条例第１８条
第１項の規定による都民の意見書の提出について準用する。この場合におい
て、第１９条第２号中「対象計画の案」とあるのは「対象事業」と読み替え
るものとする。
　
第５節　評価書案に係る見解書の作成等

（評価書案に係る見解書の作成等）
第６７条　条例第５５条第１項の規定による評価書案に係る見解書の作成は、別
表第９に掲げる評価書案に係る見解書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　評価書案に係る見解書の提出は、環境影響評価書案に係る見解書提出書
( 別記第４３号様式 ) に添付して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、評価書案に係る見解書の提出部数について準用
する。

（評価書案に係る見解書についての公示）
第６８条　条例第５５条第２項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )  
　②　対象事業の名称及び種類                       
　③　対象事業の内容の概略                         
　④　評価書案について提出された主な意見及びそれらについての事業者の見解の概要   
　⑤　条例第５５条第２項の規定により評価書案に係る見解書を縦覧に供する期間、時

間及び場所     
　⑥　その他必要な事項                             

（評価書案に係る見解書についての縦覧）
第６９条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第５５条第２項の規定
による縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画
段階関係地域」とあるのは「事業段階関係地域」と、第１６条第１項中「環
境配慮書」とあるのは「評価書案に係る見解書」と読み替えるものとする。

（評価書案等についての都民の意見を聴く会の運営等）
第７０条　第２０条から第２４条までの規定は、条例第５６条第１項の規定
により開催される都民の意見を聴く会について準用する。この場合において、
第２０条第２項第２号中「対象計画の案」とあるのは「対象事業」と、第２２
条中「環境配慮書」とあるのは「評価書案及び評価書案に係る見解書」と読み
替えるものとする。
　
第６節　評価書の作成等

（評価書の作成等）
第７１条　条例第５８条第１項又は第２項の規定による評価書の作成は、技
術指針及び別表第１０に掲げる評価書の構成基準に基づき行わなければなら
ない。
２　評価書等の提出は、環境影響評価書等提出書 ( 別記第４４号様式 ) に添付
して行わなければならない。
３　第８条第３項の規定は、評価書等の提出部数について準用する。

（評価書についての公示）
第７２条　条例第５９条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
　①　事業者の氏名及び住所 ( 法人にあつては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 )       
　②　対象事業の名称及び種類                      
　③　対象事業の内容の概略                         
　④　環境に及ぼす影響の評価の結論の概要          
　⑤　条例第５９条第１項の規定により評価書を縦覧に供する期間、時間及び場所
　⑥　その他必要な事項

（評価書についての縦覧）
第７３条　第１４条から第１６条までの規定は、条例第５９条第１項の規定
による縦覧について準用する。この場合において、第１５条第１号中「計画
段階関係地域」とあるのは「事業段階関係地域」と、第１６条第１項中「環
境配慮書」とあるのは「評価書」と読み替えるものとする。

第７節　変更の届出等
（対象事業についての変更の届出等）
第７４条　条例第６２条第１項の規定による届出は、条例第４０条第１項第
１号に掲げる事項又は同項第２号の対象事業の名称を変更しようとするとき
にあつては氏名等変更届 ( 別記第４５号様式 ) により、同号の対象事業の目的
又は内容を変更しようとするときにあつては事業内容等変更届 ( 別記第４５
号様式の２) により、対象事業を中止し、又は廃止しようとするときにあつて
は中止 ( 廃止 ) 届 ( 別記第４６号様式 ) により行わなければならない。
２　条例第６２条第１項ただし書の規則で定める変更は、次の各号のいずれに
も該当するものとする。
　①　施設の長さ、敷地面積、処理能力その他の数値で表される対象事業の基本的な諸

元の変更以外の変更、当該基本的な諸元が減少する変更又は当該基本的な諸元の
増加が１０パーセント未満である変更。ただし、環境に相当な程度の影響を及ぼ
すおそれがあると認めるべき特別の事情がある変更を除く。      

　②　変更後の対象事業に係る事業段階関係区市町村長に、変更前の事業段階関係区市
町村長以外の区市町村長が含まれていない変更                       

　③　工期を変更しない変更
　④　次に掲げる時期の区分に応じ、それぞれ次に定める事項をいずれも変更する必要

がない変更
　　　イ　条例第４０条第１項の規定による調査計画書の提出から条例第４８条第１項
　　　　の規定による評価書案等の提出まで調査計画書に記載した環境影響評価の項目
　　　ロ　条例第４８条第１項の規定による評価書案等の提出から条例第５８条第１項の
　　　　規定による評価書等の提出まで　評価書案に記載した環境影響評価の項目並び
　　　　に環境に及ぼす影響の予測及び評価の内容
　　　ハ　条例第３３条第４項の規定の適用を受ける場合にあつては、条例第３５条に
　　　　おいて準用する条例第２４条の規定による書面の提出から条例第４８条第１項
　　　　の規定による評価書案等の提出又は条例第５８条第２項の規定による評価書等
　　　　の提出まで　特例環境配慮書に記載した環境影響評価の項目並びに環境に及ぼ
　　　　す影響の予測及び評価の内容
　　　ニ　条例第５８条第１項の規定による評価書等の提出から条例第６８条第１項の
　　　　規定による工事完了の届出まで　評価書に記載した環境影響評価の項目並びに
　　　　環境に及ぼす影響の予測及び評価の内容
３　事業者が法人である場合において、条例第４８条第１項の規定により知事
に提出された評価書案、条例第５５条第１項の規定により知事に提出された評
価書案に係る見解書、条例第５８条第１項若しくは第２項の規定により知事に
提出された評価書、条例第６５条第１項の規定により知事に提出された事後調
査計画書又は条例第６７条の規定により知事に提出された事後調査報告書に、
条例第４０条第１項第１号に掲げる事項のうち法人の代表者の氏名又は主たる
事務所の所在地に係る変更について記載されているときは、当該評価書案、評
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お問合せ先

価書案に係る見解書、評価書、事後調査計画書又は事後調査報告書の提出をも
つて、当該事項に係る前項の変更届の提出があつたものとみなす。条例第４７
条第２項、条例第５３条において準用する条例第１７条第２項若しくは第５項、
条例第６６条第１項又は条例第６８条第１項の規定により知事に提出された書
面についても同様とする。
　
　第４章　事後調査の手続

（事後調査計画書の作成等） 
第７５条　条例第６５条第１項の規定による事後調査計画書の作成は、別表
第１１に掲げる事後調査計画書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　第９条第２項の規定は、事後調査計画書の提出部数について準用する。

（着工の届出）
第７６条　条例第６６条第１項の規定による届出は、着工届 ( 別記第４７号様
式 ) により行わなければならない。

（事後調査報告書の作成等）
第７７条　条例第６７条第１項の規定による事後調査報告書の作成は、別表
第１２に掲げる事後調査報告書の構成基準に基づき行わなければならない。
２　事後調査報告書の提出は、事後調査の実施後、速やかに、事後調査報告
書提出書 ( 別記第４８号様式 ) に添付して行わなければならない。
３　第９条第２項の規定は、事後調査報告書の提出部数について準用する。

（工事完了の届出）
第７８条　条例第６８条第１項の規定による届出は、工事完了届 ( 別記第
４９号様式 ) により行わなければならない。
　
　第５章　法の対象事業に係る手続等

（区市町村長に対して意見を求める期間）

第７９条　条例第 76 条の規則で定める期間は、１５日間とする。
２　条例第８０条第１項の規則で定める期間は、４５日間とする。
３　条例第８５条において準用する条例第８０条第１項の規則で定める期間
は、６０日間とする。
　
 附　則（抄）（昭和 56 年規則第 134 号）

（施行期日）
１　この規則は、昭和５６年１０月１日から施行する。　（以下省略）
　
 附　則（平成１４年規則第２８０号）
１　この規則は、平成１５年１月１日から施行する。
２　この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都環境影響評価条例施行
規則の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用す
ることができる。
　
 附　則（抄）( 平成 31 年規則第 74 号 )

（施行期日）
１　この規則は、平成３３年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ
る規定は、当該各号に定める日から施行する。
　①～②　（省略）
２　前項第１号又は第２号の改正規定の施行の際、この規則による改正前の東京
都環境影響評価条例施行規則の様式による用紙で、現に残存するものは、所要
の修正を加え、なお使用することができる。
３　東京都環境影響評価条例の一部を改正する条例 ( 平成３０年東京都条例第
１１９号 ) 附則第３項の規定による届出は、既定計画変更届 ( 別記附則様式 ) に
より行わなければならない。　（附則様式省略）
別表及び別記様式（省略）

（趣旨） 
第 1 条　この規則は、東京都環境影響評価条例（昭和 55 年東京都条例第
96 号）第 75 条の規定に基づき、東京都環境影響評価審議会（以下「審議会」
という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。
 （会議）
第 2 条　審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の半数以上が出席し
なければ、会議を開くことができない。
 2　審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数
で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
 （部会）
第 3 条　審議会は、所掌事項を調査審議させるため、必要に応じ、部会を置
くことができる。
 2　部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。
 3　部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選によりこれを定める。
 4　部会は、部会長が招集する。
 5　部会長は、部務を掌理し、部会における調査審議の経過及び結果を審議
会に報告する。
 6　部会の会議については、前条の規定を準用する。

 （専門員の部会への所属）
第 4 条　会長は、必要があると認めるときは、専門員を部会に所属させるこ
とができる。
 （庶務）
第 5 条　審議会の庶務は、環境局において処理する。
 （委任）
第 6 条　この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、
会長が審議会に諮つて定める。

 附　則（昭和56年規則第70号）
 この規則は、公布の日から施行する。

 附　則（平成１4年規則第279号）
 この規則は、平成14年12月6日から施行する。
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古紙配合率70%再生紙を使用しています

　環境影響評価制度（環境アセスメント制度）とは、事業者が、大規
模な開発事業などを実施する際に、あらかじめ、その事業が環境に
与える影響を予測・評価し、その内容について、住民や関係自治体
などの意見を聴くとともに専門的立場からその内容を審査することな
どにより、事業実施による環境への影響をできるだけ少なくするため
の一連の手続の仕組みをいいます。
　公害の発生や自然環境の喪失が起こると、健康で快適な生活を
損なうばかりでなく、回復が困難な場合もあります。良好な環境を保
全していくためには、環境影響評価制度などの未然防止対策が重
要です。
　東京都では、事業の実施段階における環境影響評価制度として、
昭和56年10月から、一定規模以上の事業の実施に際し、公害の防止、
自然環境、歴史的環境の保全及び景観の保持などについて適正な
配慮がなされるように、「東京都環境影響評価条例」に基づいた環
境影響評価手続を実施しています。


